
ITER だより�インフォメーション

１．ITER（イーター）共同実施協定締結

２００６年１１月２１日，ITER参加各極の閣僚級による会合が

パリ・エリゼ宮（大統領府）で開催され，ITER計画の実施

主体となる ITER国際核融合エネルギー機構（以下，ITER

機構と略記）を設立するとともに，参加各極の ITER機構

への貢献等について定める「ITER事業共同実施のための

ITER国際核融合エネルギー機構を設立する協定」などに

ついて署名が行われた．日本からは，岩屋毅外務副大臣（署

名者）と水落敏栄文部科学大臣政務官が代表として出席し，

ITER協定，特権免除，暫定発効取り決め本協定に署名し

た．その結果参加７極による ITERの建設と運転に関する

国際協定が締結されたことになる．今後，各極における批

准や承認を経て，正式に発効される予定である．

なお，協定文等の詳細は，以下の外務省ホームページで

参照できる．

外務省：最近署名を行った条約（国会に提出したものを除く）

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/shomei.html

・イーター事業の共同による実施のためのイーター国際核

融合エネルギー機構の設立に関する協定

・イーター事業の共同による実施のためのイーター国際核

融合エネルギー機構の特権および免除に関する協定

２．第１回 ITER暫定理事会開催

大臣級代表による第１回暫定 ITER理事会がヤヌス・ポ

トチュニク科学研究担当欧州委員の議長のもとで２００６年１１

月２１日にパリにおいて開催された．これは新たに設立され

たITER機構の最初の活動となる．会合の主な成果は，ITER

協定を暫定的に実施する枠組みを提供し，ITER機構に必

要な能力と資源の利用手段を与えるとともに，池田 要

ITER機構長予定者に対し，協定の暫定適用のもとでITER

機構の活動を開始させ，その目的を追求させる権限を与え

たことである．

３．ITER機構における職員の公募開始

ITER 機構では活動開始にあたり，必要な職員を ITER

計画の参加国から公募することとし，２００６年１２月に，その

募集要項が ITERホームページ（http://www.iter.org/a/

jobs.htm）に掲載された．今後何回かの公募がなされるも

のと予想される．我が国は，ITER計画の参加国であり，我

が国の国籍を有する人は，ITER機構の職員公募に対して

応募することができる．

日本原子力研究開発機構が，我が国政府からの要請を受

け，日本における公募の窓口として，ITER機構による職

員公募に関する我が国における応募の事務手続きと関連情

報を下記ウェブサイトにおいて提供している．この他，公

募開始についての情報は，プラズマ・核融合学会，核融合

科学研究所，核融合関連学協会を通じても配信された．

http://www.naka.jaea.go.jp/ITER/index.html

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）
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１．カダラッシュサイトへ ITER国際チーム員が集結

平成１８年７月にCEAカダラッシュ研究センター内に

ITER（イーター）国際チームの仮事務所が完成して以来，

ドイツのガルヒンク共同作業サイトおよび日本の那珂共同

作業サイトで設計作業に従事していた ITER国際チーム員

が本格的にカダラッシュへの移動を開始した．平成１８年末

には，ガルヒンクサイトおよび那珂サイトにおける活動を

終了し，翌１月半ばにすべての国際チーム員がカダラッ

シュへ集結した．なお，平成１８年１１月２１日に ITER協定が

正式に署名され，ITER機構の暫定活動が開始されたが，

ITER機構が正式に発足するまでは国際チームによる移行

措置活動が継続される予定である．

カダラッシュサイトにおける各極から派遣された ITER

国際チーム員は，平成１９年２月末時点で約１２０名に達して

いる．国際チーム員のほかにも，滞在研究者（Visiting

Researcher）１０数名が各極から派遣されている．また，

CAD技術者，秘書などのスタッフ５０数名が国際チーム業

務を支援している．これらを含めると総数約１９０名規模と

なっている．日本からは２月末時点で長期派遣者１４名，短

期派遣者５名を派遣し，ITER建設開始に備えた技術的準

備作業やITER機構の組織的準備作業を行っている．また，

今後の人員増加に備えて，現在の仮事務所に隣接して第２

仮事務所が建設中である．

２．ITER建設サイトの整備作業が開始

平成１９年１月末，CEAカダラッシュ研究センターに隣接

する ITER建設サイトにおいて樹木の伐採作業が開始され

た．作業は急ピッチで進められている．サイトの周囲に

フェンスを立て，大型重機による伐採した樹木の運び出し

や砂利の運搬などが行われている．このため，一般の国際

チーム員や来訪者は ITER建設サイトに立ち入ることが禁

止された．今年１０月までに 180 haの広さの ITER建設サイ

トの準備が完了する予定である．また，このサイト整備作

業では，環境への影響を最小にするよう措置がとられ，

ITER建設サイトの約半分は森として保存されることに

なっている（写真１，２参照）．

３．ITER機構職員公募への応募状況

ITER 機構の暫定活動の開始を受け，平成１８年１２月１１日

に，ITER機構職員の公募が開始され，５２のポジションに

対する募集が ITERホームページ（http://www.iter.org/a

/jobs.htm）に掲載された．日本原子力研究開発機構で

は，我が国政府からの要請を受け，日本における公募の窓

口として，応募書類の提出方法や関連情報を当機構核融合

研究開発部門のウェブサイトに掲載した．

日本国内での応募書類の受付けは，平成１８年１２月２５日よ

り開始し，平成１９年２月６日に予定どおり終了した．その

結果，応募期間の短さにもかかわらず，２５のポジションに

対して２９名の応募があった．応募書類はすべてカダラッ

シュのITER機構へ送付された．ITER機構では，各参加極

からの応募書類の受付期限を２月２０日とし，その後速やか

に応募者の選考に入るとしている．日本原子力研究開発機

構では，ITER機構と日本人応募者との間の連絡支援を引

き続き行っていく予定である．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

写真１ 土地整備を開始した ITER建設サイト（右下が新たに整地
したエリア）（ITER機構提供）

写真２ ITER建設サイトの整備状況（ITER機構提供）
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１．ITER協定が国会で承認

４月１７日の衆議院本会議において，ITER協定（「イー

ター事業の共同による実施のためのイーター国際核融合エ

ネルギー機構の設立に関する協定」）が承認された．これに

より３０日以内の批准が確定したことになる．欧州，米国，

韓国及びインドはすでに批准等の国内手続きを実質的に終

えている．批准等の国内手続きが完了していないのはロシ

ア，中国のみとなった．今後，７極がすべて国際原子力機

関（IAEA）に批准書等を寄託した時点から３０日後に ITER

協定が正式に発効し，暫定的な活動を実施している ITER

国際核融合エネルギー機構（ITER機構）が正式に発足する

ことになる．

２．EU極内機関が設立

３月２７日にブリュッセルで開催された欧州連合理事会に

より，核融合エネルギー開発および ITER国際核融合エネ

ルギー機構のための欧州共同事業体が設立された．本共同

事業体は，EUのITERへの貢献を統括する欧州極内機関と

なる．

本共同事業体はスペインのバルセロナを拠点とし，総予

算９６億５３００万ユーロで，３５年に亘りEUにおける核融合研

究の主要な役割を果たす．本事業を通して欧州原子力共同

体（EURATOM）は，ITER国際核融合エネルギー機構，及

び核融合エネルギーの早期実現のための日本との「幅広い

アプローチ」活動に貢献する．さらに本共同事業体は，核

融合実証炉や関連施設の建設へ向けた準備のための活動を

調整する．

３．ITERトロイダル磁場コイルの素線の性能試験

ITER トロイダル磁場（TF）コイルの超伝導ケーブルを

構成する素線は，調達開始前に ITER運転条件で性能を確

認する必要がある．スイスのCRPP 核融合研究所にある

Sultan試験設備において，EUの企業EASにより製作され

た 3.5 m長さの導体サンプルの試験が行われ，良好な結果

が得られた．本サンプルに用いられた導体は，イタリアの

ENEA研究所の監督下で製作され，CRPP において熱処理

および組み立てが行われた．

本試験は ITER TFコイルの代表的運転条件で実施され

た．試験体は，10.8 Tの磁場下で，0 kAから定格電流68 kA

まで１０００回以上繰り返し通電された．その結果，この条件

下で導体サンプルは安定であり，1000 サイクル後の分流開

始温度が 5.7 K 以上という合格条件を満足した．したがっ

てEAS製素線はITERTFコイル導体に適用可能と考えら

れる．さらに，この繰り返し試験後に 11 Tの磁場下で 80

kAの過負荷試験が行われたが，劣化は認められなかった．

今後数ヶ月をかけて，TFコイルの製作を分担する日本

などの参加極から持ち込まれる導体サンプルに対して同様

の性能確認試験が実施される予定である．

４．ITER建設サイトの伐採作業がほぼ完了

カダラッシュにおけるホスト支援機関（Agence ITER

France）の監督のもと，ITER建設サイトの準備作業が進ん

でいる．その第１期として，仮設のフェンスがサイトの周

囲に設置され，75 ha の面積に対して伐採作業が完了した．

また，ITERサイトへのアクセス道路の工事も行われてい

る．主要なアクセス道路は夏に建設され，９月に開通する

予定である．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

写真１ Sultan試験設備での性能試験に供された ITE Rトロイダ
ル磁場コイル用導体サンプルの断面（直径約 40 mm）
（ITER機構提供）．
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１．ITERトロイダル磁場コイル用導体の性能試験が進展

本誌５月号の ITERだより�で報告したように，ITER
参加極が試作したトロイダル磁場（TF）コイル用の導体に

ついて，スイスのSultan試験設備を使用した性能試験を実

施している．ITERの TFコイル用導体は，Nb３Sn 素線９００

本を５２２本の銅線とともに中心スパイラル管のまわりに撚

り線し，ステンレス製のジャケットに挿入した構造であ

る．ITER用のNb３Sn 素線として，ブロンズ法および内部

拡散法で製造された素線が既に開発され，導体化されてい

る．Sultan 試験設備では，これまでにEUの導体２種類

（ブロンズ法，内部拡散法），日本の導体２種類（ブロンズ

法，内部拡散法），および韓国の導体１種類（内部拡散法）

の試験が終了している．

性能試験ではTFコイルの運転条件を模擬して 10.8 T

の外部磁場下で 68 kAを通電し，超伝導状態を維持できる

最高の温度（分流開始温度，���）を測定した．この値が高

いほど性能が良いことになる．���に関するITERの要求値

は 5.7 K（0.7 K の裕度を含む）で，これまでの総合評価とし

て，ブロンズ法素線を使った導体の分流開始温度は 6.3～

6.8 K（暫定値）となり，優れた値が得られている．また内

部拡散法素線を使った導体では，���は 5.8～6.0 K（暫定値）

となり，要求値を満足している．日本はさらに別の線材

メーカーによるブロンズ法素線２種類を開発しており，こ

れらを使用した導体の性能試験を本年末に予定している．

２．ITER用 170 GHz ジャイロトロンの開発目標値を達成

ITER における電子サイクロトロン加熱・電流駆動

（ECH/ECCD）及びプラズマの不安定制御に不可欠な 170

GHz ジャイロトロンの開発が，日本をはじめ，EU，ロシア

で積極的に進められている．その中で，２００６年末には日本

原子力研究開発機構において，開発目標値（周波数 170

GHz，出力 1MW以上，パルス幅５００秒以上，効率 50％以

上）を上回る，出力 1MW，動作時間８００秒（連続対応），効

率５５％の大出力発振に成功し［１］，ITERに必要な連続ミリ

波源を世界で初めて実証した．

これまでにも，ITER用ジャイロトロンについて，日本

は世界最高の効率の達成，人工ダイヤモンド窓の開発，

１MW級高周波の発振などを世界に先駆けて成し遂げ，着

実な性能向上を行ってきたが，ジャイロトロン内部での発

熱や発振出力の低下等により，出力時間は１００秒程度にと

どまっていた．

その後，①ジャイロトロン内部で散乱する不要な高周波

損失を約２％まで低減することに成功し，内部機器の温度

上昇を抑えたこと，②長パルス動作時に起こるビーム電流

の減少を，カソードヒーターのプレプログラム制御によっ

て抑制したこと，③カソード形状の工夫により発振用電子

ビームの質を向上させて発振効率を高めたこと，などによ

り，２００６年夏には 0.6 MWの実用出力レベルで１時間の定

常動作を実証した．さらに，エネルギー源となる回転電子

ビームの回転周波数とピッチファクターを発振中に制御す

ることにより，高効率発振モード（難発振領域）での安定

発振に成功し，その結果，出力，効率ともに大きく上昇し，

ITER用ジャイロトロンの性能目標値を上回る結果を得る

ことができた．ロシアでも，５月に0.95 MWで１００秒の発振

に成功し，ITER用ジャイロトロンの調達に向けて着実に

進展している．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

参 考 文 献
［１］K.Sakamoto, A.Kasugai, K.Takahashi et al., "Achieve-

ment of robust high-efficiency 1MW oscillation in the
hard-self-excitationregionbya170GHzcontinuous-wave
gyrotron" Nature Physics 3, 411-414(2007).

図１ 日本原子力研究開発機構で開発している 170 GHzジャイロ
トロンの性能の進展．写真１ 日本の導体サンプルと Sultan試験設備
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１．第２回暫定 ITER理事会が開催

第２回暫定 ITER理事会が，サー・クリストファー・ル

ウェリン＝スミス（欧州原子力共同体核融合計画諮問委員

会（CCE-EU）議長）の議長のもとで，７月１１日及び１２日に

東京において開催された（写真１参照）．本会議は，ITER

の共同実施のための協定の署名の直後に開催された第１回

暫定理事会（２００６年１１月２１日，パリ）から約半年後の開催

となった．

会議の開始に際して，ITER協定の批准に関する進捗状

況報告があり，ロシアでは下院および上院で承認されたこ

と，中国では８月末の全国人民代表大会で審議されること

が報告された（その後ロシアでは７月２３日にプーチン大統

領が署名した）．近々中国において批准されれば，すべての

署名国における批准プロセスは完了し，ITER協定が発効

することになる．

池田要 ITER機構長予定者とノルベルト・ホルトカンプ

首席副機構長予定者により，ITER協定の暫定的適用下で

の事業活動の立上げについて報告があった．具体的には，

カダラッシュサイトにおけるプロジェクトチームの組織作

り，ITER施設の設計レビュー，ITERプロジェクトに相応

しい管理手法の開発，ITER機器を調達するための詳細な

仕様，および建設サイトにおける技術活動の開始などが報

告された．

今回のITER暫定理事会では，ITER事業活動の進展が認

識されるとともに，以下の事項を含む多くの案件について

方向性が示された．

・建設段階における計画，詳細な人員計画および費用見

積り

・管理システムに関する具体的事項

・フランス当局や IAEA，CERNといった国際機関との

間の協定に関する提案

また，モナコ公国とのパートナーシップ取極めに関する

提案が支持された．

最後に，サー・クリストファー・ルウェリン＝スミス議

長は，次のように総括した．「報告された進展と会議にお

ける建設的な議論は将来に向けて良い前兆である．重要

な，そして前例のない ITER国際協力は，今，実現への第

一歩を踏み出している．」

２．ITER機構職員公募などの状況

ITER 機構の暫定活動の開始を受け，昨年１２月から今年

２月にかけて，５２の専門職員（Professional Staff）ポジショ

ンの公募が行われた．その結果，４９のポジションに対して

職員の採用が決定した．この新規採用者がカダラッシュサ

イトに着任すると，ITER機構の専門職員は合計１７２名とな

る．参加極別でみると，EU１０１名，インド４名，日本１５名，

中国１２名，韓国１３名，ロシア１４名，米国１３名となっている．

今年５月から９月にかけて，２回の追加募集があり，合

計３９の新たな専門職員ポジションの公募が行われた．これ

と並行して，メンバーの離任により空席となったポストな

ど，合計２２の専門職員ポジションの緊急公募も行われた．

これらの追加募集で空席ポジションが充足されれば，

ITER機構の専門職員は約２１０名に達する見込みである．

また，CADデザイナーや秘書，技術支援スタッフなどの

支援職員（Support Staff）についても，今年５月から８月に

かけて２回にわたり，合計５８ポジションの公募が行われ

た．これらのポジションが充足されれば，支援職員は合計

約９０名に達する見込みである．

ITER機構の人員計画では，最終的には専門職員を約２６０

名，支援職員を約３２０名にすることになっており，２００８年以

降も引き続き職員の公募が行われる予定である．

さらに，ITER機構では，情報技術システムの整備・運

用やウェブ対応のソフトウェア開発，工程管理支援，物納

調達管理支援に関する業務を外部委託するとしており，今

年７月から９月にかけて，これらの業務に関心ある企業を

募集した．

日本原子力研究開発機構では，我が国政府からの要請を

受け，日本における ITER機構職員および外部委託業務の

公募の窓口として，応募方法や関連情報を当機構核融合研

究開発部門のウェブサイトに掲載している．今後も ITER

機構との間の連絡支援を引き続き行っていく予定である．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

写真１ 平成１９年７月１１，１２日に第２回暫定 ITER理事会が東京で開催．
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１．ITER国際核融合エネルギー機構が正式発足

昨年１１月に ITER計画参加国により調印された「イー

ター（ITER）協定」＊）は，その批准手続き等，参加各国の

国内手続きが全て完了して本年１０月２４日に発効した．この

ことにより，ITER協定の下にITER計画を実施する国際機

関「ITER国際核融合エネルギー機構（ITER機構）」が正

式に発足した．同日，ITER機構は，ITERカダラッシュサ

イトと ITER計画参加各極の拠点とをビデオネットワーク

で接続し，ITER機構発足の祝賀会を行った．祝賀会は，和

やかな雰囲気の中，池田要 ITER機構長のスピーチで始ま

り，引き続いて参加各極の代表の祝辞，祝杯，ケーキカッ

トが執り行われた．

また，ITER協定の発効を受け，文部科学省は同日，

ITER協定に基づく活動を行う我が国の国内機関に日本原

子力研究開発機構を指定した．

＊）正式名称：ITER事業の共同による実施のための

イーター国際核融合エネルギー機構の設立に関する

協定

２．ITER科学技術諮問委員会がスタート

本年７月の暫定 ITER理事会により暫定理事会の諮問委

員会として，ITER運営諮問委員会（ManagementAdvisory

Committee: MAC）とともに，ITER科学技術諮問委員会

（Science and Technology Advisory Committee: STAC）の

設置とその最初の任務が決定された．STACは，暫定理事

会の要請の下，ITER計画の実施に関係する科学技術的事

項について評価し，暫定理事会に助言を与えるものであ

る．暫定理事会は，各極の推薦に基づいて１極当たり２名

の STAC委員及び委員の中から１名の調整役（議長）を指

名する．各極は，委員会会合に委員以外に３名までの専門

家を参加させることができる．調整役も委員ではない複数

の専門家を会合に招聘することができる．STACは，通常

年２回程度の会合を持つものと想定されており，会合毎に

その議論と暫定理事会への助言に関する報告書を作成す

る．この STACに対する最初の任務として，２００６／２００７年

に暫定 ITER機構により行われた設計レビューの成果とし

ての新たな"Project Baseline Documents"，すなわち"Pro-

ject Specification"，"Overall Project Schedule"，"ITERPro-

jectPlanandCostEstimates"を評価することが要請された．

この暫定理事会の要請を受け，第１回 STAC会合が９月

５，６日の２日間カダラッシュにおいて開催され，ITER

機構より"Project BaselineDocuments"の準備状況が紹介さ

れた．第２回会合は１１月５～７日にカダラッシュで開催さ

れる予定である．現在，日本の STAC委員には，関昌弘高

度情報科学技術研究機構理事長と伊藤公孝核融合科学研究

所教授が指名されている． （２００７年１０月記）

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

３．核融合エネルギーフォーラムの発足

２００７年７月に核融合エネルギーフォーラムが発足した．

核融合エネルギーフォーラムは，ITER建設や幅広いアプ

ローチの本格的な実施を踏まえ２００２年５月に設立された核

融合フォーラムの発展継承となるもので，従来からのクラ

スター活動を引き続き充実させるだけでなく，大学や研究

機関，産業界などの意見の集約や協力の調整などの役割な

どをより拡充させるものである．佐藤文隆先生（湯川記念

財団理事長）が運営会議の議長を引き続いて務められ，１０

月現在，会員数も５００名を超えた．

新しいフォーラムでは，運営会議の下に調整委員会の他

にITER･BA技術推進委員会が新設された．ITER･BA技術

推進委員会は，特に国から議長宛に出される ITER計画や

幅広いアプローチ（BA）に関する技術的諸課題の検討など

の依頼事項について，議長の付託を受けて機動的に対応す

る役割を担っている．１０月に開催された運営会議で，ITER

設計書の評価について国から正式な依頼があり，間もなく

ITER･BA技術推進委員会でその評価検討が開始される予

定である．

一方，調整委員会では平成２０年度の核融合エネルギー奨

励賞について検討が始まった．また，調整委員会の下で，

BAのデモ炉設計に向けた活動（社会と核融合クラス

ター），ITPAやBAの計算機シミュレーションセンターに

向けた活動（プラズマ物理クラスター），及び ITER用テス

トブランケットやBAの IFMIF-EVEDAに向けた活動（炉

工学クラスター）などのクラスター活動が活発に展開され

ている． （２００７年１０月記）

（核融合エネルギーフォーラム事務局）
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１．第１回 ITER理事会が開催

２００７年１０月２４日に ITER協定が発効し，その約１か月後

の１１月２７日に，第１回 ITER理事会が，フランス・カダ

ラッシュにおいて開催された（写真１参照）．はじめに，

ヴェルナー・ブルカート博士（IAEA事務次長）より開会の

挨拶が述べられ，続いて，クリストファー・ルウェリン・

スミス卿（欧州原子力共同体核融合計画諮問委員会（CCE

-EU）議長）が ITER理事会議長に選出され，アカデミシャ

ン・エフゲニー・ベリホフ（ロシア・クルチャトフ研究所

総裁）が副議長に指名された．続いて，池田要氏が ITER

機構長に，ノルベルト・ホルトカンプ氏が首席副機構長に

指名された．さらに６名の副機構長も指名された．その後

池田機構長より，２００７年７月の ITER暫定理事会以降のプ

ロジェクトの進捗状況について報告があった．とくに昨年

末から行われてきた ITER設計レビューが成功裏に完了し

たことに対して，ITER理事会より謝意が述べられた．最

後に，ルウェリン・スミス議長より次のような締めくくり

の言葉が述べられた：「この第１回 ITER理事会はプロ

ジェクトの大きな節目である．設計レビューでは，今後い

くつかの設計変更や選択についてさらに検討する必要があ

るが，おおむねITERの設計が健全であることが示された．

今や ITERはサイトでの建設作業を開始し，主要な機器を

調達する段階に達している．」

２．ITERトロイダル磁場コイル導体の調達取決めに署名

第１回 ITER理事会の翌日，カダラッシュにおいて，池

田要 ITER機構長と日本の国内機関である日本原子力研究

開発機構の長岡鋭国際部長が ITERトロイダル磁場コイル

導体の調達取決めに署名し，我が国が調達を分担するトロ

イダル磁場コイル導体（全長約 22 km）の調達取決めが締結

された（写真２参照）．今回の調達取り決めは，ITERにお

けるすべての調達取決めの最初のものであり，これによ

り，ITER計画は建設段階へ大きな一歩を踏み出した．ト

ロイダル磁場コイル用ニオブ・スズ超伝導導体は参加７極

のうち日欧露米韓中の６極が分担して製作する．その全重

量は約４００トンに達し，このような大規模な超伝導導体の

調達は歴史上前例がなく，導体の製造プロセスにおける性

能評価や品質管理がとくに重要となる．次の段階の調達取

り決めで扱うが，６極が製作する導体を用いて，スペアを

含めて全部で１９個のトロイダル磁場コイル巻線を製作す

る．１８個の巻線のうち日本は９個を製作し，残りの９個と

スペア１個を欧州が製作することになっている．

３．ITER本部協定が締結

２００７年１１月７日，池田要 ITER機構長とフランス政府を

代表してバレリー・ペクレセ高等教育・研究大臣が ITER

本部協定に署名した．本協定は，フランスにおける ITER

機構の法律上の地位を確立するものであり，具体的には

ITER機構に与えられる特権および免除に関する規定等が

定められている．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

写真１ 第１回 ITER理事会がカダラッシュで開催（写真は ITER

機構提供）．
写真２ ITERトロイダル磁場コイル導体の調達取決めが締結．
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１．ITER許認可の進捗状況

２００８年１月末，ITERの許認可申請の主要文書である予

備安全報告書（RPrS）及び環境影響評価書（Impact Study）

を含む，いわゆるDAC（Demande d'Autorisation de Crea-

tion）ファイル（日本での設置許可申請書に近い文書．安全

評価は予備的なものであり，提出後にまったく変更できな

いわけではない）が，ITER機構からフランス原子力当局へ

提出された．また，同じく１月末，ITERを建設するための

公式な要望書である Permit de Construire（建設許可申請

書）も St.Paul-lez-Durance 地方当局へ提出された．これら

により，ITERは建設許可へ向けて大きく前進した．

２．ITERサイトの整備状況

ITER 建設サイトの整備作業は順調に進展している（写

真１参照）．事務棟を建てるエリアの整備は完了し，契約業

者エリアでは仮設の建設設備を設置するための地盤整備が

行われている．３月までに４００人規模の作業者を動員して，

新しい共同作業サイトの電力設備や給排水設備，事務所の

建設が行われる．また，サイトの土壌の特性を確認するた

め，地質調査も行われている．

３．PFインサート・コイル試験の進捗状況

１月２４日，ITER計画推進の一環として，欧州原子力共

同体が製作した試験用超伝導コイルを原子力機構那珂核融

合研究所の超伝導コイル試験装置へ据付ける作業が行われ

た．この試験用超伝導コイルは外径が1.6 m，重量が６トン

で，「PFインサート・コイル」と呼ばれ，ITERポロイダル

磁場コイル（PFコイル）で使用される超伝導導体の性能試

験を行うために製作された．PFインサート・コイルの試

験は，ITER機構が PFコイル用導体の技術仕様を確定し，

欧州他が調達を開始するために重要なものであり，試験は

６月に開始される予定である．

４．モナコ公国とのパートナーシップ

１月１６日，モナコ公国大公アルベール２世の臨席のも

と，池田要 ITER機構長とジャン＝ポール・プルーストモ

ナコ公国国務大臣は，ITER機構とモナコ公国のパート

ナーシップ協定に署名した（写真２参照）．この協定には，

モナコ公国による１０年間で５５０万ユーロの寄付が含ま

れ，５ポストの博士課程修了者フェローシップの設立及び

ITERに関連する国際会議を開催するために使用される．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

５．核融合エネルギーフォーラムの活動状況

昨年１０月に文部科学省から ITER設計書の評価について

依頼があり，佐藤文隆議長からその評価検討が核融合エネ

ルギーフォーラム ITER･BA技術推進委員会に付託された

ことを受け，ITER･BA技術推進委員会での議論を経て，

専門的に取り組むワーキンググループが１月から準備活動

を開始した．幅広く意見をお聞きするため，核融合ネット

ワークや核融合エネルギーフォーラムの関連クラスターに

も ITER設計の現状などについて説明を行っている．

核融合エネルギーフォーラムの第２回全体会合が「ITER

機構発足記念シンポジウム」として１２月１９日に開催され，

池田要 ITER機構長から ITER建設に臨む最新状況につい

て，また下村安夫前 ITER国際チームリーダーから ITER

計画のこれまでの歩みと国際協力について特別講演があっ

た．IPCC第４次評価報告書と地球温暖化予測シナリオの

紹介や核融合エネルギーへの期待，現在フォーラム内の

ワーキンググループで検討中の実用化に向けたロードマッ

プ案などについての基調講演に続いてパネル討論が催さ

れ，ITER計画の意義を再認識するとともに，ITER時代を

迎えた今，人材の育成と流動化の促進の必要性やグローバ

ルな視点を持った ITER計画への取り組みの重要性などが

議論された．

講演資料や要旨など詳細は，Webを参照願いたい：

（http://www.naka.jaea.go.jp/fusion-energy-forum/）

（核融合エネルギーフォーラム事務局）

写真２ ITER機構とモナコ公国のパートナーシップ協定が締結．

（写真は ITER機構提供）写真１ ITER建設サイトの整備作業が進展．
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１．ITERトロイダル磁場コイル用導体の調達契約を締結

ITER参加極が試作したトロイダル磁場（TF）コイル用導

体サンプルについて，スイスのSultan試験設備を使用した

性能試験が実施されている．日本が試作した最初の導体サ

ンプル（ブロンズ法，内部拡散法）の性能試験が昨年５月

に行われ（昨年の本誌７月号 ITERだより�），続いて，今
年２月にブロンズ法素線２種類を用いて，昨年のサンプル

とは異なるボイド率と撚り線ピッチの導体サンプル（写真）

の性能試験が行われた．これらの試験ではTFコイルの運

転条件を模擬して 10.8 T の外部磁場下で 68 kAを通電

し，超伝導状態を維持できる最高の温度（分流開始温度：

���）を測定した．サンプルの構造上の問題からジョイント

部の影響を強く受け，素線単体の性能に基づく予測より低

い導体性能を示したが，導体一般部分の性能としては，���

に関する ITERの要求値 5.7 K（0.7 K の裕度を含む）を満足

する見通しを得た．昨年５月と今回の結果を踏まえ，日本

原子力研究開発機構（ITER計画における日本の国内機関）

は，昨年１１月に ITER機構との間で締結した「TFコイル用

超伝導導体の調達取決め」に基づいて，国内メーカー４社

とTFコイル用導体製作の契約を本年３月に締結した．日

本は先陣をきってTFコイル用導体の製作を開始したこと

になる．日本に続いて，昨年１２月に欧州，本年２月にロシ

アが「TFコイル用超伝導導体の調達取決め」を締結した．

さらに，３月には米国が試作した導体サンプルの性能試験

が行われ，要求値以上の���が確認された．今後，韓国，ロ

シア，欧州のサンプルの性能試験が予定されており，導体

調達に関する作業が着々と進んでいる．

２．ITER機構による博士課程修了者フェローシップの募集

モナコ公国とのパートナーシップ協定に基づいて，以下

の分野を対象に，博士課程修了者フェローシップ（任期２

年以下）の募集が，ITER機構により開始され，ITER公式

ウェブページ（http://www.iter.org/monaco-partnership/）

に掲載された．

＊Burning plasma physics (confinement, stability, plasma

-wall interactions, control, energetic particle physics)

＊Heating and current drive physics

＊Superconducting magnet technology

＊Electrical engineering

＊Mechanical engineering/ structural analysis

＊Remote handling technology

＊Cryogenics

＊Thermo hydraulics

今回の募集は本年５月３１日に締め切られ，その後，面接

試験等を経て採用が決定されることになっている．

我が国は，ITER計画の参加国であり，我が国の国籍を

有する人は，この募集に対して応募することができる．こ

の募集開始に関する情報は，日本原子力研究開発機構の

ウェブサイト（http://www.naka.jaea.go.jp/ITER/index.

html）においても提供した他，プラズマ・核融合学会，核

融合科学研究所等を通じても配信した．

（日本原子力研究開発機構核融合研究開発部門）

写真 日本で試作された ITER-TFコイル用導体サンプルの断面
（Sultan試験設備において性能試験が行われた）導体直
径：約 43 mm，Nb3Sn超伝導素線：９００本，銅素線：５２２
本．
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１．第２回 ITER理事会を青森市で開催
２００８年６月１７‐１８日，青森市において第２回ITER理事会

が開催された．初日の冒頭，三村青森県知事は歓迎の挨拶

の中で，「エネルギーの安定供給と気候変動に対する戦略

的な取組みが世界中の関心を集めている現在，全世界が

ITER計画に注目している．全世界の半数以上の人口を占

める７極の実施により，ITER計画は，エネルギーの安全

及び安定な供給に向けて人類の知恵を結集して臨んでいる

ものである．」と ITER計画の重要性について強調した．

池田 ITER機構長は，第１回理事会（２００７年１１月）からの

事業進捗，特に建設サイトの準備状況や事業チームの構築

に焦点をあてて報告した．池田機構長は加盟極の継続的支

援に感謝するとともに，「ITERは，現世代における偉大な

る科学的挑戦である．ITERの建設により，加盟極は全く

新しい国際協力モデルを構築した．また，ITERは，多くの

国々の優れた才能を結合すれば，大きな原動力を生み出す

ことができるということを示す我々の挑戦である．ITER

計画は大きく進展していると確信している．」と述べた．

主要議題は，事業のスコープ，スケジュール，コストの

観点から設計レビューの結果を議論することであった．

ITER機構により提案された新しい事業設計書（Project

Specification）を，理事会は承認した．事業設計書は，ITER

の科学的目標と技術的仕様を記載した上位文書である．ま

た，ファースト・プラズマを２０１８年に達成することを目指

して見直された全体事業スケジュール（Overall Project

Schedule）を基に今後計画していくことを，理事会は合意

した．また，理事会は，文書「ITER Project Plan and Re-

sourceEstimates」をITER機構から受け取り，議論の結果，

資源見積りについては，国際的な専門家のグループを組織

し，ITER機構とは独立に評価させるよう指示した．

ITER建設初期段階において８番目の加盟極として参加

するための条件と，さらにその条件の下で，全ての加盟極

政府の承認の後に ITER協定への新たな極として加盟する

可能性のあるカザフスタンとの正式な交渉の開始を併せて

理事会は承認した．また，カザフスタンの代表が，その正

式加盟の前に，ITER機構が開催する会合にオブザーバー

として参加することも，理事会は同意した．

理事会議長ルウェリン・スミス氏は，「全ての加盟極は，

第１回理事会からの大きな進展と事業の進展を維持する重

要性を認識した．ITER機構と各極国内機関の多大な努力

と全世界の核融合研究者コミュニティの支援により，主要

な設計課題は解決され，理事会が新たな基礎設計を採用す

ることが可能になった．ITER機構の資源見積りに対する

独立した評価作業を行うという理事会の決定は，新たな設

計とスケジュールを実行に移す次のステップとなる．」と締

めくくった．

２．ITER用遠隔保守ロボットの位置制御性能の改善
日本が調達して ITERへ納入することになっているブラ

ンケット用遠隔保守ロボットの製作仕様を確定するための

準備作業が，日本の国内機関（日本原子力研究開発機構）に

おいて進んでいる．ブランケット保守では１個４トンの大

型ブランケットを，ロボットを用いた遠隔操作により，真

空容器に設置された２つのキー構造に最終設置精度 0.5

mm以内で設置する．キーの先端のテーパ形状を考慮した

うえでこの最終設置精度を満足するためには，キー挿入前

の位置決め精度として 5 mm以内の高精度ハンドリング技

術が要求される．このため保守ロボットは，真空容器内の

トロイダル方向に沿って環状に展開される走行軌道の９０度

毎４点での支持と，この軌道上を走行するビークル（最大

6 mの伸縮可能なマニピュレータを搭載した台車）の組合

わせにより，高い剛性と機動性を併せ持つことが特徴であ

る．これまでに軌道展開のメカニズムや高精度ハンドリン

グのための位置決め手法の基本性能を実証してきたが，こ

れらの結果に基づき，今回，位置決め制御性能を大きく向

上させる制御法の改善を行った．

保守ロボットにはある程度の組立誤差が存在する．この

組立誤差を持ったロボットでブランケットの位置決めを精

度よく行うためには，エンドエフェクタと目標位置との相

対的な位置関係を正確に計測して補正する必要がある．こ

のため，相対位置を直接的に計測する方法として力センサ

を使用する接触法を使用する．しかし，これまでの接触法

では位置決めに必要な６自由度（回転３自由度，並進３自

由度）を１自由度毎に繰り返し修正する必要があるため位

置決めに時間がかかるという問題があった．今回，位置決

め時間を約 1/2 に短縮するために，並進３自由度の修正前

に回転３自由度の修正を行う方法を考案した．先に回転３

自由度を決めることによって回転自由度とは独立に並進自

由度を扱うことがでる．この方法を実規模試験装置に適用第２回 ITER理事会（２００８年６月１７－１８日，青森市）
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した結果，要求精度5 mmを満足する3 mm以下の位置決め

精度を再現性良く実現することができた．今後，高精度ハ

ンドリングの信頼性を高めるためにキー挿入時の「かじり」

を抑制する力制御の性能試験を行う予定であり，本保守ロ

ボットの製作仕様の確定に向けて準備を着実に進めている

ところである．

（日本原子力研究開発機構核融合研究開発部門）

■ITPA（国際トカマク物理活動）会合報告�
●分 野：「閉じ込めデータベースとモデリング」１，「輸送

物理」２，「MHD」３，「周辺およびペデスタルの物理」４，

「定常運転」５

●開催日：２００８年４月２２日～２５日１，２，２月２５日～２９日３，

４月３０日～５月２日４，４月１４日～４月１７日５

●場 所：オークリッジ国立研究所（米国，オークリッ

ジ）１～２，日本原子力研究開発機構（日本，那珂），ジェネ

ラルアトミックス社（米国，サンディエゴ）４，マサチュー

セッツ工科大学（米国，ケンブリッジ）５

●担当委員：竹永秀信（原子力機構）１，小川雄一（東大）１，

滝塚知典（原子力機構）１，矢木雅敏（九大）１，山田弘司

（核融合研）１，坂本宜照（原子力機構）２，東井和夫（核融

合研）２，福田武司（阪大）２，福山淳（京大）２，５，藤田隆明

（原子力機構）２，篠原孝司３，諫山明彦３，小野靖３，中島洋

輔３，飯尾俊二３，居田克巳（核融合研）４，浦野創（原子力

機構）４，大山直幸（原子力機構）４，鎌田裕（原子力機構）４，

大藪修義（核融合研）４，杉原正芳（ITER国際チーム）４，

中嶋洋輔（筑波大）４，井手俊介（原子力機構）５，及川聡洋

（ITER国際チーム）５，鈴木隆博（原子力機構）５，高瀬雄一

（東大）５，中村幸男（核融合研）５，花田和明（九大）５（下

線は会合出席者を，１から５の上付き数字はグループと

の対応を示す）

２００８年の春季に，ITPAに関する上記５つの会合が開催

された．「閉じ込めデータベースとモデリング」と「輸送物

理」の２会合は，オークリッジ国立研究所でおこなわれ，グ

ループ間の合同会合も多数開かれた．「MHD」の会合は日

本原子力研究開発機構の那珂核融合研究所で開催され，日

本側参加者は３０名を超えた．「周辺およびペデスタルの物

理」の会合は，サンディエゴのジェネラルアトミックス社

で行われた．「定常運転」の会合は，ケンブリッジのマサ

チューセッツ工科大学で行われた．

次回会合は，「輸送物理」「閉じ込めデータベースとモデ

リング」と「周辺およびペデスタルの物理」が合同でイタ

リアのミラノにて，「MHD」と「定常運転」が合同でスイス

のローザンヌにて，いずれも２００８年１０月２０－２２日に開催さ

れる予定である．

１．「閉じ込めデータベースとモデリング」および
「輸送物理」
本会合（第１４回）は，「閉じ込めデータベースとモデリン

グ」および「輸送物理」トピカル物理グループの合同会合

として開催された．会合には，２８名（米国：１３名，欧州：

９名，日本：３名，ITER：３名）が出席した．主に ITER

研究計画における輸送関係の課題や国際装置間比較実験の

進展と今後の予定について議論するとともに，閉じ込めへ

の粒子種依存性，ITERプラズマモデリング，プラズマ回

転と運動量輸送，等についてセッションを設けて議論を

行った．

ITERの軽水素実験フェーズでは加熱パワーが少なく，

Hモードプラズマを得ることが難しいとされるため，軽水

素プラズマよりもL-H遷移閾パワーが小さいヘリウムプラ

ズマでHモード研究を行うことがITER研究計画において

検討されている．これまでの各装置における L-H 遷移しき

いパワーや閉じ込め特性のイオン種依存性について議論が

行われた．ヘリウムプラズマの L-H 遷移閾パワーは，重水

素プラズマの～1.4倍，軽水素プラズマの0.75倍と報告され

た．一方，ヘリウムプラズマの閉じ込め性能については，

軽水素と同レベルで，重水素の 0.7 倍程度であると報告さ

れた．今後，各装置でL-H遷移閾パワーのイオン種依存性，

密度依存性，トルク入力の影響等を詳細に調べる実験を行

い，データベースを拡充することになった．

国際装置間比較実験のセッションでは，進展状況と今後

の予定について議論が行われた．「自発的トロイダル回転」

では，TEXTORの ICRH入射実験やAlcator C-Modの LH

入射実験において，プラズマ電流と逆方向のCTR回転が生

成されるとの報告があった．これらは，これまでデータ

Information
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１．ITERのブランケット試験用モジュールの実規
模第一壁モックアップの製作と熱負荷除熱性
能の実証に成功

増殖ブランケットは，核融合炉の最重要機器のひとつ

で，炉心プラズマで発生する中性子を用いて，熱の取り出

しや燃料となるトリチウムの増殖を行う．ITERの重要な

ミッションのひとつとして，核融合炉の実用化をめざした

増殖ブランケットの試験用モジュール（図１）を ITERに

取り付けて，ITERの核融合燃焼環境で性能試験を実施す

ることが計画されている．この試験用モジュールは，ITER

参加各極が，それぞれの責任で持ち込み，試験をすること

になっており，日本を含めた参加極で試験用モジュールの

開発が進められている．

この試験用モジュールの開発では，第一壁（プラズマに

直面する部分）の製作技術の実証が，最重要課題のひとつ

になっている．第一壁は，プラズマが発する熱や中性子に

耐える構造とする必要があるため，①中性子の環境に耐え

得る低放射化フェライト鋼の採用，②高い除熱性能を有す

るべく冷却管を内蔵，さらに③表面をプラズマ粒子から保

護するため，ベリリウムの保護材を接合する構造，を組み

合わせる必要があった．これを実現するためには，低放射

化フェライト鋼製の長い板（2.5 m以上）と冷却管を，曲げ

加工をした状態で組み立てて接合し，一体化する必要があ

る．しかし，従来の溶融型の接合手法を適用するだけでは，

この製作が困難であり，その製作手法の確立が課題となっ

ていた．

このたび，原子力機構は，長年の ITER工学設計活動で

得た知見に基づき，従来の溶融型手法とは異なる，拡散接

合の一種である熱間等方圧加圧接合（HIP）法を，世界で初

めて低放射化フェライト鋼製の実規模の第一壁の製作に適

用し，実規模サイズ（長さ 1.5 m×高さ 0.6 m×幅 0.16 m）の

ブランケット試験用モジュールの第一壁モックアップの製

作に成功した（図２）．この過程では，HIP 法の熱処理工程

の改良に加えて，構成部品の加工精度の向上とHIP 工程中

の変形防止方法の工夫をすることにより，その製作に成功

した．

さらに，ITERでの運転条件と同じ 280℃，15 MPa の高

温高圧水で試験モジュールを冷却しつつ，ITER実機の最

高熱負荷条件（0.5 MW/m2）での熱負荷試験にも成功した

（図３）．これにより，実機と同じサイズかつ同じ熱負荷条

件での第一壁の除熱性能を実証した．

今回の成果は，ITER試験用ブランケットの国際的な技

術開発競争において，我が国の技術的優位性と主導的立場

を一層強固にするものである．

２．ITER企業説明会および ITER機構職員募集説
明会の開催

ITER計画への一層の理解増進を目的に，ITER計画に関

連する日本企業を対象として，平成１９年６月から ITER企

図２ 製作に成功した ITERブランケット試験用実規模第一壁
モックアップ．

図１ ITERのブランケットモジュール試験の概念．
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業説明会を行っている．本年８月末現在東京都内各所で，

計８回の説明会を行い，�日本が調達を分担する ITER機
器の製作準備状況や今後の予定，�ITER 機構が直接契約
する業務外部委託等の説明に加え，�ブローダー・アプ
ローチ（BA）計画での３つの事業（サテライト・トカマク

事業，IFMIF-EVIDA事業，IFERC事業）の進捗について

の説明を実施している．

また，平成２０年７月より，ITER機構の職員募集に関す

る説明会を開始した．本年８月末現在東京，大阪，仙台，福

岡，福井，名古屋，東海村において計８回の説明会を行い，

ITER機構の組織，人員構成，職員募集の状況，面接試験へ

の対応などについて説明を実施している．

また，本年５月から，ITER機構職員公募に関する情報

提供のための登録制度を構築し，その運用を開始した．登

録された方には，ITER機構の職員公募に関する情報や説

明会の開催情報，ITERNewslineを送付し，ITER機構職員

への応募に役立つ情報の提供を行っている．この制度への

登録方法については下記のウェブサイトをご参照願いま

す．

http://www.naka.jaea.go.jp/ITER/recruit/

boshu_midashi1_information_system.html

今後もITER計画とBA計画の一層の理解増進のため，こ

れらの説明会を国内各所で開催する予定であり，プラズ

マ・核融合学会員の皆様には，是非ご参加いただければ幸

いです．

（日本原子力研究開発機構核融合研究開発部門）

図３ 実機条件の熱負荷試験中の実規模第一壁モックアップ． 図４ 第８回 ITER企業説明会の様子（平成２０年７月１７日，於東京
新橋）．

Information
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ニオブチタン超伝導導体で大電流化への課題を解決
－52 kAの通電試験に成功し ITERポロイダル磁場コイル

に重要な技術を実証－

ITER計画の一環として，ITERポロイダル磁場コイル

（PFコイル）として採用予定のニオブチタン超伝導導体を

用いた試験コイルを，日本原子力研究開発機構那珂核融合

研究所の装置で試験した．試験は原子力機構，欧州および

ITER機構の専門家で構成されたチームにより実施され，

米国の研究者とポロイダル磁場コイルの調達を担当するロ

シアの研究者も参加した．試験の結果，PFコイル用導体で

必要な性能である磁場 6.4 テスラ，温度4.5ケルビンにおい

て５２kAの大電流通電に成功した．PFコイルでは導体の電

流値を従来実績（約 30 kA）の約 1.7倍にする必要があった．

今回の試験結果は，その要求性能を満足するものであり，

これにより ITER･PF コイルの製作に必要な技術を確立す

ることができた．

大電流を安定して通電させるためには，1,440本の超伝導

線同士の接触抵抗を小さくして各超伝導線に均一の電流を

流すことが重要である．一方，変動磁場による導体での発

熱（交流損失）を低減するため，接触抵抗を大きくする必

要があった．この相反する技術要求を実現することが重要

な課題となっていたが，超伝導線の表面に被覆を施して接

触抵抗を適切なものにすることができるという原子力機構

の知見に基づき，今回のニオブチタン導体は，厚さ 2 μm
（マイクロメートル）のニッケルメッキを超伝導線の表面に

施す手法を採用することでこの問題を解決した．

これにより導体設計の妥当性が示され，製作技術も実証

された．この成果に基づき，ITER機構がITER･PFコイル

の技術仕様を確定し，PFコイルの調達を分担している欧

州，ロシア，および中国が導体の調達を開始することとな

る．

（日本原子力研究開発機構核融合研究開発部門）

那珂核融合研究所の試験装置への試験コイルの据付 那珂核融合研究所での試験風景
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１．第３回ITER理事会開催－ITER機器の調達進む－

１１月１９－２０日にカダラッシュにおいて第３回 ITER理事

会が開催された．会合に先立ち ITER参加極の代表団は

ITER建設サイトを訪問し，職員数の増加に伴い新たに建

設した３階建の仮オフィスビルの竣工を祝った．CEAカダ

ラッシュ研究所敷地内に置かれていた ITER機構本部は新

しいビルに移設され，２０１１年の正式な建屋の完成を待つ．

また ITERサイトの整地作業も７５％進んだ．

ITER機構発足から１年が経過し，ITER機構と ITER

参加極の国内機関との間で ITER機器の調達取決めの締結

が進んでいる．ITER理事会初日にも，日本が調達するト

ロイダル磁場（TF）コイル巻線並びにTFコイル構造物を

含む合計５件の調達取決め署名式が行われた．

また，ITER機構の担当者および当該機器の調達の責任

を負う国内機関の専門家等で構成される「統合製造チーム」

を設置し，機器設計の完了，インターフェース統合，調達

取決めの実施，製造における企業への指導を行うことが合

整地作業が進む ITERサイト＊

ITER参加極の代表団
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意され，真空容器，ブランケット，電源の三つの機器につ

いて，早速作業を開始することとなった．

さらに，ITERでテストブランケット・モジュール

（TBM）計画を実施し，TBM計画委員会を設置することが

決定された．ITERには６個のTBMが設置可能であり，日

本からは固体増殖水冷却のTBMを持ち込み，実験を行う

予定である．計画の実施要領の詳細は今後TBM計画委員

会で検討される．

今回の ITER理事会で，現理事会議長のクリス・ルウェ

リン＝スミス卿，同副議長のエブゲニィ・ベリコフ学士院

会員，科学技術諮問委員会議長のプレディマン・カウ博

士，同副議長のヤンシ・ワン博士，運営諮問委員会議長の

ロバート・アイオッティ博士，同副議長のギュンス・リー

博士を，２００９年末までの任期として再任した．

次回 ITER理事会は２００９年６月１７－１８日に日本で開催す

る予定である．

２．第２２回 IAEA国際核融合エネルギー会議にお
いて原子力機構のブースを出展（JADAの活動
紹介）

１０月１３日より１９日までスイスのジュネーブで開催された

標記の会議会場にて原子力機構のブースを出展し，日本の

ITER極内機関（JADA）としての活動を紹介した．これは，

ITER機構の呼びかけで ITER機構および各極内機関の活

動を紹介することを目的としてブースを出展したものであ

り，ITER機構，日本の他，欧州，米国，ロシア，韓国，イ

ンドの各極内機関が出展した．

原子力機構のブースでは，パネルによる調達機器および

那珂核融合研究所の試験施設の説明を行うとともに，遠隔

保守手順や本体組立手順のビデオを上映した．期間中，２００

名以上の核融合研究者がブースを訪れ，ポスターやビデオ

を興味深く見るとともに，説明者である原子力機構の研究

者との間で活発な議論が交わされ，訪問者の理解が一層深

まったとものと思われる．

（日本原子力研究開発機構核融合研究開発部門）

ITER理事会風景＊

（＊写真は ITER機構の提供）

第２２回 IAEA国際核融合エネルギー会議に出展した原子力機構のブースの様子

Information
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１．ITER超伝導導体製作工場の建設に着工
－TFコイル導体の製作で進展－

原子力機構は平成１９年１１月２８日に，ITER機構と ITER

計画で最初の調達取決めとなる「TFコイル導体調達取決

め」に署名した．この調達取決めでは，原子力機構はTF

コイル用導体の２５％分の調達を分担する（図１）．この調達

取決めに基づき，平成２０年３月には，TFコイル導体のNb

３Sn素線，超伝導撚線および導体の製作に関するそれぞれ

の契約をメーカー（素線２社，撚線１社，導体製作１社）と

結び，調達を開始した．

超伝導撚線とジャケットを一体化する作業である「ジャ

ケティング」を実施する導体製作では，本年度は製作治具

の設計および製作を行うとともに，これらを収納するため

の総延長距離が約 1 kmにわたる新工場（導体製作工場）の

建設準備を行ってきた．平成２１年１月１５日には，導体製作

の契約メーカーである新日鉄エンジニアリングの若松工場

において，導体製作工場の安全祈願祭および起工式が執り

行われ（図２，３），導体製作開始に向けて一歩踏み出した．

新工場は本年１０月に完成予定で，模擬導体を始めとして

TFコイル用導体３３本（総延長約 23 km）を製作する．

２．ITER機構職員公募の説明会の新展開－米国で
の開催と産総研との連携－

原子力機構は，政府からの国内機関の指名を受け，国際

機関である ITER機構への我が国からの職員の派遣に関す

る支援活動を行っている．その一環として，これまで国内

各所およびフランスで ITER機構職員公募の説明会を行っ

ている．このたび，ITER機構職員公募の一層の周知を図

るために，米国での説明会を行うとともに，産総研と連携

し説明会を開催した．

平成２１年２月４日－５日，原子力機構ワシントン事務所

と連携し，在米邦人を対象に，ITER機構の職員公募に関

する説明会を，初めて米国（ワシントンDC，サンノゼ）で

開催した（図４）．この開催にあたり，在米邦人向けHP

図１ TFコイル導体の製作手順．

図２ 導体製作工場の予定地（左）と北側からの眺望（右）．工場は南北方向に約１kmの長さとなる．
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や広報誌への情報掲載，日本学術振興会の協力を得てサン

フランシスコで開催された日本の大学関係者向けの会合に

て原子力機構のブースを出展するなど，在米邦人向けに事

前の広報を行っている．説明会の結果，参加者のうちの半

分以上の方に ITER機構職員募集登録（公募情報の提供依

頼）を行なっていただける等，在米邦人の ITER機構職員

募集への関心の高さが伺われた．

さらに同年２月６日，産業技術総合研究所（産総研）能

力開発部門人材開発企画室（産総研キャリアパス事業※）の

主催により，産総研つくば本部において ITER機構職員募

集説明会を開催した（図５）．説明会では，ITER計画の状

況やITER計画における日本の貢献，ITER機構の職員公募

の状況，面接試験について原子力機構から説明した．説明

会には１２名が参加し，産総研以外のつくば地区の研究機関

や企業からの参加もあった．

詳細は那珂核融合研究所のHP

（http://www.naka.jaea.go.jp/ITER/iter/index.html）を

ご参照願います．

※産総研キャリアパス事業ホームページ（Dr'sイノベーション）

http://unit.aist.go.jp/humanres/ci/phd-career/index.html

（日本原子力研究開発機構核融合研究開発部門）

図３ 神職をお迎えしての導体製作工場（新日鉄エンジニアリング
若松工場）の安全祈願祭および起工式（平成２１年１月１５日）． 図５ 産総研（つくば市）で開催された ITER機構職員募集説明会

（平成２１年２月６日）．

図４ 米国サンノゼで開催された ITER機構職員募集説明会（平成
２１年２月５日）．

Journal of Plasma and Fusion Research Vol.85, No.3 March 2009
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日本製 ITERダイバータ評価試験体が，ITERの定
める評価試験に合格：世界に先駆けてエフレモフ
研での高熱負荷試験で耐久性を実証

原子力機構は，ITERダイバータを構成する高熱負荷機

器の一つである外側ターゲット（図１参照）を調達する準

備を進めている．ITERダイバータの調達を行うには，調

達開始前に調達を実施する参加極（日，欧，露）が試験体

を製作し，ITER機構が実施する評価試験に合格する必要

がある．この評価試験に合格した後に，次のステップであ

るプロトタイプの製作や実機ダイバータの調達を開始する

ことができる．このため，日，欧，露のダイバータ調達を

分担する極は，高熱負荷機器の技術的課題を網羅した中型

のダイバータ試験体（ダイバータ評価試験体）を製作し，ロ

シア・サンクトペテルブルクにあるエフレモフ研究所に送

り，同研究所の電子ビーム加熱試験装置を用いて，同一条

件で高熱負荷試験を実施した．

その結果，原子力機構が開発した評価試験体（図２参照）

は，試験中に耐熱性能の劣化は見られず，ITERダイバー

タの要求条件（炭素繊維複合材部分：10 MW/m2×1000

回＋20 MW/m2×1000 回，タングステン部分：3MW/m2

×1000回＋5 MW/m２×1000回）を満たすことを実証し，他

の調達参加極に先駆けて評価試験に合格した．

この結果を受け原子力機構は，平成２１年度より ITERダ

イバータ外側ターゲットのプロトタイプの製作に着手する

予定である．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図１ ITERダイバータと日本が調達を実施する外側ターゲットの構造

図２ 完成したダイバータ評価試験体
（左の写真は ITER機構担当者と原子力機構担当者の立会いの下で行われた評価試験体の検認作業時のもの．）
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１．第４回 ITER理事会開催－ITER建設完了に向
けたアプローチの承認－

２００９年６月１７‐１８日，水戸市において第４回ITER理事会

が開催された．初日の冒頭，橋本茨城県知事は歓迎の挨拶

の中で，「我々は，エネルギーの安定な供給方法を見出し，

地球温暖化に歯止めをかける積極的な役割を担わなければ

ならない．核融合は永続的な可能性を秘めたエネルギー源

であり，環境への影響もほとんどないので，我々はそれに

大いなる希望と期待を寄せている．ITER計画の成功を切

に願う．」と，ITER計画の重要性を強調した．

池田ITER機構長は，ITERサイトの整地の完成を含む前

回 ITER理事会（２００８年１１月）からの事業の進捗を報告し，

「我々は地球規模の協力の新しいモデルを構築しており，

世界が我々の進捗を見守っている．我々は ITERの次の段

階への発展を加速するために集まった．第４回 ITER理事

会会合が，核融合が安全で無尽蔵なエネルギー源であるこ

とを実証する途上にある記念すべきイベントであること

を，私は希望し，確信している．」と述べた．

ITER理事会は，ITER計画基準文書の完成のための作業

の基準として，ITER建設の完了に向けた段階的なアプ

ローチを承認した．このアプローチでは計画の全体的なリ

スクを大幅に低減させるために，真空容器の内側に設置す

る機器を取り付ける前に，ITER本体の主要機器の組立と

試験を一緒に行う．ITER機構はこれにより２０１８年末まで

に最初のプラズマ発生を行い，２０２６年にDT運転を開始す

るとの目標期日を設定し，ITER理事会はこれを支持した．

ITER理事会は，関連する諮問委員会および作業グルー

プからの報告を検討し，ITER計画の着実な進展を確認し

た．また，ITER協定に従い２年毎に実施する運営評価の

ために，運営評価人を任命し，運営評価調整委員会を設置

した．

次回 ITER理事会は２００９年１１月１８－１９日にカダラッシュ

で開催する予定である．

２．ITERダイバータ外側垂直ターゲットの調達取
り決めに調印－ダイバータの調達が正式に開
始－

原子力機構は，第４回 ITER理事会の会場において，ダ

イバータを構成する高熱負荷機器の一つであるダイバータ

外側垂直ターゲット（以下，外側ターゲットという．）の調

達取り決めを ITER機構と締結した．今後，ダイバータの

調達が正式に開始される．

ダイバータ評価試験体がロシアでの評価試験に合格した

ことを受け，原子力機構と ITER機構では外側ターゲット

の調達取り決めの策定作業を共同して実施してきたが，こ

のたび，調達取り決めが両者の間で取りまとめられ，調印

の運びとなった．原子力機構では，外側ターゲット調達の

最初のステップとして，平成２１年度より，外側ターゲット

実規模プロトタイプの製作および試験に着手する．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

ITER参加極の代表団

図１ ダイバータ調達取決めに調印し，握手を交わす
池田 ITER機構長（右）と長岡原子力機構国際部長（左）ITER理事会風景
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ITER建設サイトの整備が終了
２００７年１月末から ITER建設サイトの整備が行わ

れ，２００９年３月に終了しました．この記念セレモニーが５

月２７日に整地された ITER建設サイトにて行われました．

ITERの建設サイトは１８０ha（約５４万坪）あり，これは東

京ドーム約 38.5 個分に相当します．また，土地の整備によ

り運び出された土の量は２５０万立方メートルで，東京ドー

ム約２杯分の体積となります．また，このサイト整備作業

では，環境への影響を最小にするよう措置がとられ，ITER

建設サイトの約半分は森として保存されています．

ITER 職員募集説明会，企業説明会の実施
原子力機構は，これまで国内各所，フランス，アメリカ

などで ITER機構職員公募の説明会を行ってきました．

このたび ITER機構から多田プロジェクトオフィス長を

お招きし，ITER機構の活動と，ITER機構に求められる人

材像について講演をしていただきました（第２７回 ITER機

構職員公募説明会，於東京新橋）．ITER機構における仕事

の実際，仕事を行っていく上での必要な能力，求められる

姿勢などを多田オフィス長から直接聞くことができ，参加

者にとって非常に有意義な講演会でした．

また７月１６日には，１９団体から２６名の参加者を迎えて，

東京新橋において第１２回 ITER企業説明会を原産協会の協

力を得て開催しました．文部科学省山本核融合科学専門官

より ITER計画に関する最近の状況について説明頂くとと

もに，日本国内機関での調達状況，知的財産管理規則の準

備について説明がなされ，活発な意見交換が行われまし

た．

原子力機構では ITER機構職員公募説明会および ITER

企業説明会を開催しております．今後の開催スケジュール

や，これまでの開催状況などに関しては ITERウェブサイ

ト（http://naka-www.jaea.go.jp）の「職員募集説明会につ

いて」，「企業説明会の開催について」をそれぞれご覧くだ

さい．

（日本原子力研究開発機構核融合研究開発部門）

写真１ ITER建設サイトにおける記念行事（写真提供 ITER機構） 写真２ 整地が終了した ITER建設サイト（５月２７日撮影）

写真３ 第２７回 ITER職員募集説明会 写真４ 第１２回 ITER企業説明会
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１．第２回核融合／原子力国際ビジネスフォーラ
ムにおける，ITER調達の講演と ITER展示
ブースの出展

このたび，札幌市（札幌コンベンションセンター，平成

２１年９月７日－９日）にて開催された第２回核融合／原子

力国際ビジネスフォーラムに，ITER展示ブースを出展す

るとともに，ITER機器の日本国内における調達の進展に

ついて報告を行いました．

講演では，ITER計画とその調達計画の概要を報告する

とともに，日本が調達するITER機器である超伝導コイル，

遠隔保守ロボット，高周波加熱システム，中性ビーム加熱

装置の調達の現状を報告いたしました．ITER機器の調達

の現状に関して，活発な質疑応答がなされました．

また，同会場に併設された展示ブースにおいて，ITER・

BA計画の出展を行うとともに，ITER機構職員公募の説明

を実施いたしました．ITER装置の模型や実物のダイバー

ター試験サンプルに注目が集まりました．ITER機構職員

公募の説明には計２５名の方が訪れ，多くの質問が寄せられ

ました．その詳細につきましては ITERウェブサイト

（http://naka-www.jaea.go.jp）の「職員募集説明会につい

て」をご覧ください．

２．日本機械学会２００９年次大会へのITER展示ブー
スの出展と日本原子力学会２００９年秋の大会で
の ITER機構職員募集の説明会実施

日本機械学会２００９年次大会（岩手大学，９月１３日－１６日）

にITER計画の展示ブースを出展するとともに，ITER機構

職員募集および登録の案内を行いました．また，日本原子

力学会２００９年秋の大会（東北大学，９月１６－１７日）の展示

エリアにおいて，資料を配布し，ITER機構職員募集の説

明を実施しました．これらの詳細につきましては ITER

ウェブサイト（http://naka-www.jaea.go.jp）の「職員募集

説明会について」をご覧ください．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図３ 日本機械学会２００９年次大会（盛岡市）の展示エリアの様子．

図１ 第２回核融合／原子力国際ビジネスフォーラムでの ITER

調達関連講演の様子．

図２ 核融合／原子力国際ビジネスフォーラム会場（札幌市）の
展示エリアの様子． 図４ 原子力学会２００９年秋の大会（仙台市）の展示エリアの様子．
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１．第５回 ITER理事会開催
－ITER建設スケジュールの詳細議論進む－

２００９年１１月１８－１９日，仏カダラッシュにおいて第５回 ITER

理事会が開催された．初日は，フランスのヴァレリー・ペ

クレス高等教育・研究大臣およびピエール・ルルーシュ欧

州担当大臣からのメッセージ（ベルナール・ビゴ仏原子力

庁長官代読）で始まり，その中で「今後数十年間のうちに

核融合エネルギーの制御方法の実証に成功すれば，この惑

星の機能を尊重しつつ，地上に住む我々全ての状況を良い

方向に導き，新しい世代に，大量かつ無限のエネルギーに

よる恩恵をもたらすだろう．このように，気候変動のリス

クを緩和し，我々の環境の質を維持する方法を決めるコペ

ンハーゲンサミットの準備を行っているこの時期にあっ

て，地上に住む全ての人々にとって，その成果は明らかに

必要不可欠である．」と，ITER計画の重要性を強調した．

ITER理事会は，技術およびコストのリスクを考慮しつ

つ，全ての加盟極に受入れ可能な現実的なスケジュールを

確立するため，スケジュールについて更なる議論を行っ

た．これに従い，前回 ITER理事会で承認された作業ベー

スのスケジュールを基にして，現在実施されているリスク

緩和手法を取り入れ，また各国内機関が現実的に達成可能

と評価するスケジュールを反映して，２０１０年２月末までに

最速の初プラズマ達成期日を決定するよう ITER機構に要

請した．議論を通じて，全ての加盟極は，現実的かつでき

るだけ早期に重水素／三重水素の運転を達成することが最

も重要であることに合意した．

ITER理事会は，テストブランケットモジュール計画，

研究協力，知的財産管理，輸出管理，ITER技術の平和的利

用および不拡散，原子力損害賠償などの課題に関する進捗

についての理事会補助機関および専門家会合からの報告を

レビューした．

ITER理事会は，ロシア連邦のエフゲニー・べリホフ

（クルチャトフ研究所総裁）を理事会の次期議長に選出し，

また中国のワン・ユァンシー（中国科学院合肥物質科学研

究院等�子体物理研究所）および韓国のイ・ギュンス（国
立核融合研究所所長）をそれぞれ科学技術諮問委員会およ

び運営諮問委員会の次期議長に任命した．池田要 ITER機

構長は，ITER機構を代表して，任期を終える議長等の貢

献に深く感謝の意を表した．

２．世界初のエネルギー回収ジャイロトロンが
「国立科学博物館重要科学技術史資料」へ登録
される

国際熱核融合実験炉 ITERの工学設計活動（EDA）期に

プラズマのEC加熱用として開発されたエネルギー回収型

大電力ジャイロトロン（１９９４年）が，我が国の科学技術の

発展を示す上で貴重な資料となる，「国立科学博物館重要

科学技術資料（愛称：未来技術遺産）」に登録され，国立科

学博物館において２００９年１０月にその認証式が行われまし

た．

（http://www.kahaku.go.jp/procedure/press/pdf/21462.pdf）

この制度は，国立科学博物館により「科学技術の発達史

上重要な成果を示し，次世代に継承していく上で重要な意

義を持つ科学技術史資料」の保存と活用を図るために２００８

年から始められたものですが，電子管分野では「分割陽極

マグネトロン（１９２７年）」に続き２例目となります．

この「エネルギー回収型大電力ジャイロトロン」は，当

時開発が困難であった 100 GHz 帯マイクロ波において，出

力 600 kW，投入した直流電力からマイクロ波への変換効

率５０％という驚異的なデータを世界に示した記念すべき電

子管です．この開発成功を契機として，ITERでもEC加熱

はプラズマの主加熱候補として認識され，世界的に ITER

用ジャイロトロンの開発が活性化しました．その後の

ITERで必要な周波数170 GHzで出力1MWの発振実証，連

続出力化を可能にした人工ダイヤモンド窓の開発成功等を

経て，２００６年末に日本が世界で初めて ITERで求められる

ITER理事会風景（ITER機構提供）．

ITER参加極の代表団（ITER機構提供）．
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ジャイロトロンの性能を達成しました．

なお，この「エネルギー回収型ジャイロトロン」は，プ

ラズマ核融合学会の第１回技術進歩賞を受賞しています．

３．ITER機構における博士課程修了研究者の公募
について

ITER 機構では，このたびモナコ公国とのパートナー

シップ協定に基づき，博士課程修了研究者を ITER計画の

参加国またはモナコ公国から公募することとし，その募集

案内が ITER機構ホームページに掲載されています．

我が国は，ITER計画の参加国であり，我が国の国籍を有

する方は，本公募に対して応募することができます．詳し

くは下記のウェブサイトをご覧下さい．

http://www.iter.org/Pages/Monaco2010.aspx

（日本原子力研究開発機構核融合研究開発部門）

未来技術遺産に登録されたエネルギー回収型大電力ジャイロトロ
ンの外観．

Information
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１．ITER中心ソレノイド（CS）導体の調達取決め
を締結

原子力機構は，日本が調達責任を有する中心ソレノイド

（CS）導体の製作を開始するため，１２月１５日に「中心ソレノ

イド導体の調達取決め」を締結しました（図１）．

これにより，ITERの中心ソレノイドの製作に必要な全

ての超伝導導体（CSモジュール７個分）を日本が調達しま

す（図２）．調達するCS導体の総量は，超伝導導体計４９本，

総長４４キロメートルに達します．

２．ITER超伝導コイル用導体の製造が本格開始－
最先端技術の導入で高品質製造技術を世界に
先駆け確立－

原子力機構が新日鉄エンジニアリング�との契約で建設
を進めていた，ITER超伝導コイル用導体の製造工場（福

岡県北九州市）が竣工しました（図３および４）．この工場

では超伝導撚線をジャケットと呼ばれるステンレス管に引

き込み，圧縮成型することで超伝導導体を製造します．こ

れは，日本の研究機関と産業界の協力による超伝導技術開

発の重要な成果であるとともに，日本が導体製造を担当す

る他極に先駆けて重要な一歩を踏み出したことを世界に示

すものです．

原子力機構と新日鉄エンジニアリング�は，厚さ1.9 mm
の薄いジャケットの変形を 0.1 mm以下に抑える溶接技術

開発，レーザーを用いて溶接による突起を 0.1 mm以下で

検出する技術などを開発し，銅線を用いた 760 mの模擬導

体製造を実施することで，導体製造技術を確立しました．

今後は，100 m，400 mの超伝導導体を製造することで製造

技術の最終確認を行い，本年３月から合計３３本（約 23 km

分）のトロイダル磁場コイル用導体の製造を本格的に開始

する予定です．

図１ CS導体の調達取決め書を持つ奥野研究主席（右）と中嶋
ITER超伝導磁石開発グループリーダー（左）．

図２ 中心ソレノイド（CS）導体の構造図．

図３ 竣工した導体製造工場（福岡県北九州市）．
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３．ITER機構職員公募に関する手続き変更
（Eリクルーティングの紹介）
ITER 機構職員公募への応募手続きに関しては，これま

で応募者が応募書類を国内機関の窓口へ送付し，国内機関

がとりまとめて ITER機構へ送付しておりましたが，本年

１月の募集から，応募者が ITER機構のウェブ上で応募情

報を入力し，履歴書（必須），カバーレター（必須ではな

い）を添付して，直接 ITER機構へ送信することになりま

した．この新しい手続きでは，国内機関は ITER機構の

ウェブ上で自極の応募情報を確認し，応募者を確定しま

す．応募書類提出後のプロセス，すなわち，ITER機構によ

る書類審査を経て，面接試験を受け，採用に至るプロセス

は従来どおりです．詳しくは下記のサイトを参照ください

（図５）．

http://www.iter.org/Pages/Jobs.aspx

及び

http://naka-www.jaea.go.jp/ITER/recruit/boshu_midashi1.

html

（日本原子力研究開発機構核融合研究開発部門）

図４ 竣工式風景（平成２２年１月１２日）．

図５ ITER機構職員公募（Eリクルーティング）のホームページ（ITER機構提供）．

Information
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１．イーター用超伝導コイル導体の初出荷
原子力機構が調達を担っているイーター・トロイダル磁

場（TF）コイル用超伝導導体の最初の製作物（長さ 100 m

と 760 mの模擬導体及び 415 mの超伝導導体）が完成しま

した（図１）．これら３つの導体を，次の工程であるTF

コイル巻線試作に用いるため，３月１５日から１９日にかけて

福岡県北九州市にある導体製作工場である新日鉄エンジニ

アリング�若松 ITER工場から，コイル巻線試作を行う神
奈川県横浜市の�東芝京浜事業所まで輸送しました
（図２，図３）．

760 m長さの導体はリング状に巻いて輸送しました．こ

の積荷は，幅 4.8 m，奥行き 4.8 m，高さ 4.3 mで，重量は

15.7 トンです．導体輸送は海上輸送により行い，３月１６日

に北九州市北九州港を出港し，瀬戸内海，太平洋航路

で，３月１９日に横浜市京浜港に到着しました．

２．リエゾン・オフィスをイーター機構に設置
日本の国内機関（JADA）のリエゾン・オフィスがイー

ター機構本部（在フランス・カダラッシュ）内に設置さ

れ，１月１８日よりリエゾンオフィサー（原子力機構 ITER

協力調整グループ上野健一研究員）が着任しました．

イーター機構にリエゾン・オフィスを設置したのは，参

加極の中では日本が初めてです．イーター機構は，各極の

国内機関に対し，コミュニケーションの一層の向上，問題

への早期対処を目的として，リエゾンが常駐することを希

望しており，その要望にいち早く対応したものです．この

日本のリエゾン・オフィス開設は，イーター機構のホーム

ページ（ITERニュースライン）に紹介されました．

［ITER機構が日本のリエゾン・オフィスを紹介したURL］

http://www.iter.org/newsline/Pages/119/1738.aspx

図１ 完成したイーター用超伝導コイル模擬導体（長さ 760 m）． 図３ 京浜港に到着した模擬導体（於横浜市鶴見区）．

図２ 出荷港に向け，慎重に輸送される模擬導体（於北九州市若
松区）．

図４ ITER機構本部 JADAリエゾン・オフィス．
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３．ドイツ・バイエルン州議会代表団が那珂核融
合研究所を視察

３月１８日にドイツ・バイエルン州議会の大学・研究・文

化委員会代表団一行（計２１名）が，原子力機構那珂研究所

を訪問されました．代表団を代表し，団長であるベルン

ト・ジブラー議員は「核融合は研究として重要であるばか

りではなく，持続可能なエネルギーの安定供給の点から

も，強い関心を持っている．」と視察の目的を述べられま

した．一行は西副部門長より概況説明を受けた後，JT-60

施設，超伝導導体製作棟，高周波加熱研究施設を視察され

ました．

一行からは，イーター計画，幅広いアプローチ計画，日独

の核融合研究協力について，熱心な質疑応答がなされまし

た．

４． 青森県エネルギーフェスタに参加
２月１０日にホテル青森にて開催された青森県エネルギー

フェスタにおいて，イーター計画および幅広いアプローチ

計画の展示を行うとともに，イーター機構職員募集の説明

会を実施しました．来訪者からは，イーター機構とはどの

ような組織であるのか，イーター機構職員にはどのような

人が応募できるのかなど積極的な質問が寄せられました．

イーター機構の職員募集に関しては，以下をご参照くだ

さい．

原子力機構那珂研究所イーター機構職員募集の案内ページ：

http://www.naka.jaea.go.jp/ITER/recruit/boshu_midashi1.html

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図５ 那珂核融合研究所を視察されたドイツ・バイエルン州議会
代表団．

図６ 青森県エネルギーフェスタでの展示の様子．

Journal of Plasma and Fusion Research Vol.86, No.5 May 2010
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１．中国において第６回 ITER理事会を開催
６月１６～１７日，ITER機構の最高意思決定機関（運営組

織）である ITER理事会の第６回会合が招集されました．

中国の蘇州市における２日間の会合には，ロシアのエフゲ

ニー・べリホフ議長の下，中国，欧州連合，インド，日本，

韓国，ロシア，米国の７つの ITER加盟極の代表が一堂に

会しました（図１）．

会合は中国科学技術部長である万鋼博士のステートメン

トから始まりました．万氏は蘇州を訪れた代表団を歓迎す

るとともに，ITER事業に対する中国の確約を強調し，

「中国政府はITERの重要性を高く認識し，事業の成功を保

証すべく ITER機構および他の六極と手を携える．ITER

は国際的な難問を科学技術によって克服できることを，世

界に証明する．」と述べました．

ITERの全参加極は事業に対する支持を再確認し，成し

遂げられた進捗を評価しました．欧州代表団長のホセ・マ

ニュエル・シルバ・ロドリゲス氏は「ITERをここまで導

くにあたり，我々は多くの困難な問題に直面しなければな

らなかった．十分な相互理解，善意及び家族的精神により，

この注目すべき事業の完全な成功を確保するという共通目

的に向けた最善の方法を見つけることができることは疑い

の余地がない．」と述べました．

池田要 ITER機構長は，前回理事会会合以降の ITER機

構の進捗について詳細に報告しました．機構長は，事業が

今や建設期に突入している点を強調しました．また，理事

会に提出された詳細な文書の作成における参加極の国内機

関とITER機構の間の強い協力を評価しました．機構長は，

今や全ての参加極が建設のための入札に全力で取り組み，

ITER機器の製造における着実な進捗を確認し，「ITER機

構及び国内機関の多大な努力により，既に ITERの建設を

進める上で必要な調達取決めの約６０パーセントが締結され

た．」と述べました．さらに機構長は，最初の ITER建屋の

建設およびトカマク建屋の基礎工事用の掘削が２０１０年７月

に開始される予定であることを述べました．

ITER理事会は，２０１１年年次作業計画案，会計検査，次年

度以降の ITER予算案，輸出規制，平和的利用および不拡

散，並びにテストブランケットモジュール計画等の案件に

関する進捗の概略を記載した，理事会の科学的及び運営的

な補助機関からの報告に留意し，レビューを行いました．

理事会は，２００９年の年次会計および貸借対照表を承認しま

した．

ITER参加極は，全ての代表団がITER計画の次のステッ

プの議論を完了する状況が見込まれる場合２０１０年７月の最

終週に仏・カダラッシュにおいて理事会会合を開催するこ

とに合意しました．

理事会会合の開催に先立ち，全ての代表団は，「ITER・

核融合展示会」の開催式典に出席しました．展示会は，

ITER中国国内機関により準備され，各ITER加盟極の貢献

に焦点をあてつつ，エネルギー源としての核融合の展望と

課題が紹介されています．視聴覚に訴える展示，模型，

ITER機器，そして説明ポスターの組み合わせにより，刺

激的かつ教育的な展示会を創り出しています．蘇州市工業

団地において開催されているこの展示会には，多くの来訪

者が見込まれます．

２．ITER企業説明会の実施
原子力機構は，これまで東京を中心に国内各所で，ITER

計画に関連する企業を対象として説明会を行ってきまし

た．６月９日には，２０団体から２４名の参加者を迎えて，東

京新橋において第１５回 ITER企業説明会を開催しました

（図２）．今回は，ITER機構からマース上級職員およびフ

ラメント調達・契約部長をお招きし，ITER機構が直接契

約する業務外部委託の入札に，より多くの日本企業が参加

できるよう，「ITER計画における調達の現況」および

「ITER機構が行う調達と契約」について説明いただきまし

た．講演の最後には，ITER機構のウェブサイト（http://

www.iter.org）に接続して，オンライン登録の手順や今後

図２ 第１５回 ITER企業説明会の様子．図１ 第６回 ITER理事会風景．
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の入札情報などの紹介もいただきました．講演後には，こ

れまで入札に参加された企業の方から多くの質問があり，

活発な意見交換が行われました．

３．科学技術フェスタin京都でのITER展示と第８
回核融合エネルギー連合講演会での ITER機
構職員募集説明会の実施

６月５日に国立京都国際会館で開催された科学技術フェ

スタin京都の展示エリアにおいて，ITER模型を展示し，来

訪者に資料の配布および ITER計画の説明を行うととも

に，ITER機構職員募集および登録の案内を行いました

（図３）．また，６月１０－１１日に高山市民文化会館で開催さ

れた第８回核融合エネルギー連合講演会の展示エリアにお

いて，来訪者にITER計画などの資料を配布し，ITER機構

職員募集および登録の案内を行いました（図４）．これら

の詳細については那珂 ITERウェブサイト（http://naka-

www.jaea.go.jp）の「ITER機構職員募集説明会について」

をご覧下さい．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図３ 科学技術フェスタ in京都（国立京都国際会館）での展示の
様子．

図４ 第８回核融合エネルギー連合講演会（高山市民文化会館）
での展示の様子．
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ITER だより�インフォメーション

１．臨時 ITER理事会開催
ITER 理事会の臨時会合が７月２８日カダラッシュにおい

て開催されました（図１）．ITER理事会には，７つの

ITER加盟極の代表とともに，国際原子力機関（IAEA）が

参加しました．

会合は，フランスのペクレス高等教育・研究大臣および

ロルーシェ欧州担当大臣からのメッセージで始まりまし

た．メッセージは，「我々は実験炉建設期の開始という，

この野心的な科学プログラムの達成に向けた決定的な瞬間

に，実験炉建設サイトにおいて ITER理事会を暖かく歓迎

できることは，名誉であり喜びである」と強調するととも

に，「ITERは，欧州及び国際パートナーが手を組むこと

によって達成できる事業の良い例である」と，結びました．

ITER理事会は，ITER機構が提示したITERベースライ

ン文書を全会一致で承認しました．ITER事業スケジュー

ルの主なマイルストーンとして，２０１９年に初プラズマを達

成すること，また重水素‐トリチウム運転の開始を２０２７年

とすることが確認されました．

すべての代表団は，これらの提案に払われた多大な労力

に対し，ITER機構および池田要機構長を称えました．

ITER理事会議長のエフゲニー・ベリホフ氏は，「ここで

我々が行っていることは，ITERの成功だけでなく核融合

の成功をも確実にすることである」と強調しました．

２００５年１１月から ITER機構を率いてきた池田要氏は，

ITERベースラインのITER理事会による承認の際に，辞任

する意向を早くから表明しており，ITER理事会は本学会

の会長である本島修教授（前核融合科学研究所長）を

ITER機構の新機構長に任命するとともに，ITER機構の主

な運営体制を承認しました．

２．第１７回 ITER企業説明会の実施
７月８，９日に茨城県東海村テクノ交流館リコッティに

おいて，第１７回 ITER企業説明会が開催されました．今回

は，ITER機構 CODACディビジョンから３人のスタッフ

（米川 出氏，Franck Di Maio 氏，Bruno Evrard 氏）を講

師としてお招きし，ITER計装制御系の標準規格を記載す

る PCDH（Plant Control Design Handbook）の説明，CO-

DACが用意しプラント系で共通に使用するソフトウエア

（CODAC Core System）の説明とデモンストレーションが

行われました．企業からの参加を含めて４１名の参加があ

り，活発な議論と質疑が行われました．

本企業説明会についての詳細は，以下のページをご覧く

ださい．

http://naka-www.jaea.go.jp/ITER/jada/index9_b_17.html

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図１ カダラッシュにて開催された臨時 ITER理事会． 図２ 東海村テクノ交流館リコッティにて開催された，第１７回
ITER企業説明会．
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ITER だより�インフォメーション

１．原子力機構報告会で ITER調達の進捗を報告
１０月１３日に，有楽町朝日ホールにおいて第５回原子力機

構報告会を開催しました．この中で二宮博正・核融合研究

開発部門長による「ワールドフュージョンコラボ～夢のエ

ネルギー実現への挑戦～」と題した講演を行い，産業界を

中心とした約７００人の大観衆を前に，実際の映像を多用し

た ITER調達の進捗状況を含め，全世界的な協力で取り組

まれている核融合エネルギー実現に向けた挑戦の現状につ

いてわかりやすく紹介しました．

原子力機構報告会（核融合部分）についての詳細は，以

下のページをご覧ください．

http://www.naka.jaea.go.jp/

２．ITER建設サイトでの建設活動が本格スタート
２０１０年８月から ITER建設サイトでの建設活動が本格的

にスタートしました．８月４日にトカマク複合建屋ピット

の掘削作業（掘削予定総体積２３万立方メートル）が開始さ

れました．またその他の建屋工事もスタートし，ブルドー

ザーによるPF（ポロイダル磁場コイル）建屋の敷地レベリ

ング作業（対象面積１４，０００平方メートル）が行われました．

９月に入ると建設工事活動はさらに進展し，９月第４週

には PF建屋東側よりコンクリートの打設が開始され，将

来の ITER機構本部ビル（アネックスビルディング）の基

礎工事においてもコンクリート打設が開始されました．

ITER機構は，トカマク複合建屋ピットの掘削は第一段

階をほぼ終了したと，１０月上旬に発表しました．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図３ ２０１０年８月 ブルドーザーによる PF建屋レベリング作業
（ITER機構提供）．

図４ ２０１０年９月 アネックスビルディング基礎工事（ITER機構
提供）．

図１ 原子力機構報告会での報告・講演を行う二宮核融合研究開
発部門長．

図５ ２０１０年１０月 ITER建設サイトを望む．
手前からPF建屋，トカマク複合建屋ピット（中央右手），ア
ネックスビルディング（奥のクレーン２基）の各作業現場．

図２ ２０１０年８月 トカマク複合建屋ピットの掘削工事開始
（ITER機構提供）．
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ITER だより�インフォメーション

１．第７回 ITER理事会をカダラッシュにて開催
第７回 ITER理事会が１１月１７日と１８日に南仏カダラッ

シュに於いて開催されました（図１）．ITER理事会に

は，７つの ITER加盟極の代表とともに，国際原子力機関

（IAEA）の代表が参加しました．

理事会の冒頭では，本年９月に逝去した常松俊秀原子力

機構特別研究員（ITER理事会副議長，運営諮問委員会

（MAC）委員）に対して，これまでのITERへの大きな貢献

に敬意を表し，黙祷が捧げられました．

理事会では，本島修機構長が，ITER計画の状況報告を

行い，コスト削減およびコスト抑制のための新たな方策の

提案を行いました．理事会は，機構長から提示された

ITER機構の状況報告に留意し，機構長が着任以降行って

いる ITER機構と国内機関を含めたコスト抑制およびコス

ト削減努力を高く評価し，今後も継続するよう奨励しまし

た．理事会は，２０１１年の年次作業計画および２０１１年の予算

を承認するとともに，ITER理事会及びその補助機関の議

長等の再任を認めました．

２．ITER機構本部建屋のための定礎式典の開催
理事会と並行し，理事会委員，専門家，各国内機関長，並

びに地元コミュニティの代表が招待された本部建屋建設の

定礎式典が開催されました（図２）．

冒頭，理事会議長であるエフゲニー・ベリホフ露学士院

会員が「これは ITERの歴史上，非常に重要な瞬間であり，

我々の夢が具体化した．」と挨拶しました．また本島修機

構長は，「我々はカダラッシュに太陽を持ち込む準備がで

きました．ここカダラッシュ，ITER機器が製造されてい

る工場において，スケジュールに従って多くの作業が実際

に進展しています．２０１９年終わりまでに初プラズマが達成

できるように，ITERの建設を継続することが私の義務で

あります．」との決意を表明しました．さらに機構長は，ホ

スト極である欧州連合のロバート＝ジャン・スミッツ代表

に対し，ITERへの欧州の力強い支援に感謝の意を表しま

した．

３．第１回モナコ ITER国際核融合会議が開催
１１月２３日から２５日の３日間，第１回のモナコ ITER国際

核融合会議（Monaco ITER International Fusion Energy

Days,MIIFED）がモナコで開催されました．この会議はモ

ナコ公国，ITER機構および IAEAの共同主催で，ITER

計画に対するモナコ公国の貢献を内外へアピールするとと

もに，ITER計画や核融合への理解を促進し，さらに ITER

加盟極の企業が ITER調達活動に参画する機会を増やす目

的で開催されました．モナコ公国は ITER計画を積極的に

支援しており，１０年間に亘り総額 5.5 百万ユーロを拠出し，

この基金により ITER機構は２年毎に５人のポストドクタ

ルフェローを採用しています．

会議には ITER機構関係者，７つの ITER加盟極（日欧

米露中韓印）の政府関係者や国内機関メンバー，産業界か

ら約３００名の参加がありました．会議初日にはモナコ公国

王子アルベルト２世も出席されました．会議では，本島

ITER機構長による ITER計画の現状に関するオープニン

グトークに続き，ITER理事会議長のベリホフ氏，欧州委

員会のストローマイヤー氏らが，世界におけるエネルギー

消費の増大と環境問題に関する講演を行いました．その

後，アルベルト２世の基調講演が行われ，核融合の実用化

に強い期待を示されました（図３）．さらに，「エネルギー

開発と核融合エネルギーの役割に関する長期的な視点」と

いう演題で，各加盟極からエネルギー政策と核融合開発の

位置付けについて講演がありました．日本からは，坂田文

部科学省顧問が講演を行いました（図４）．また，会場には

図１ カダラッシュにて開催された第７回 ITER理事会． 図２ ITER機構本部建屋の定礎式典．
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ビジネスコーナーが設けられ，各極の ITER調達活動を紹

介したポスターなどが展示され，日本国内機関の原子力機

構からも出展しました（図５）．次回は３年後にモナコで

開催される予定です．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

（写真：ITER機構提供）

図３ 会議初日に行われたモナコ公国王子アルベルト２世による
基調講演．

図４ 坂田文部科学省顧問による講演．

図５ 日本国内機関からの出展

Information
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ITER だより�インフォメーション

１．ITERサイトでの建設活動が順調に進展
南仏にある ITERサイトでの建屋の建設は，昨年８月に

本格的に開始されてから順調に進展し，今年２月半ばには

トカマク複合建屋ピット（幅 87 m，長さ123.6 m，深さ17 m）

の掘削作業がほぼ完了しました（図１）．今後は，最終的な

地質調査を実施し，コンクリートの打設作業が開始される

予定です．この他にも，ポロイダル磁場コイル巻線建屋と

ITER機構本部ビルの工事も順調に進められています．

２．ITER計画の展示と ITER機構職員募集説明会
の実施
原子力機構では，ITER機構への我が国からの職員の派

遣に関する支援活動の一環として，これまで国内外で

ITER計画の展示説明や ITER機構職員公募についての説

明会を行っています．さらに ITER機構職員公募の一層の

周知を図るため，昨年１２月９，１０日に東京ビッグサイトで

開催された「エコプロダクツ２０１０」の原子力機構展示ブー

スにおいて，来訪者に ITER計画の説明および資料の配布

を行うとともに，ITER機構職員募集および募集に関する

情報を得やすくするために原子力機構が進めている登録制

度の案内を行いました（図２）．来訪者からは，ITER計画

の現況，核融合エネルギーの実用化や将来の展望について

の質問や ITER機構職員として採用されるために必要なス

キル・経験などについての質問がありました．

また，１１月３０日～１２月３日に北海道大学にて開催された

第２７回プラズマ・核融合学会年会の会場に出展し，ITER

計画の資料配布や ITER機構職員募集および登録の案内を

行いました（図３）．

さらに，今年２月１８日～２０日に米国ワシントンDCで開

催された全米科学振興協会（AAAS）年次総会の原子力機

構展示ブースにおいて，原子力機構における核融合研究計

画や ITER計画の説明を行うとともに，邦人の来訪者に対

して ITER機構職員募集と上記の登録制度の案内を行いま

した（図４）．原子力機構展示ブースには，１８日は約２００

人，１９，２０日はそれぞれ約３００人の来訪者がありました．核

融合に対する来訪者の関心は高く，将来のエネルギー源と

しての核融合への期待が強く感じられました．また，来訪

者からは日本における核融合研究開発の現状に関する質問

や，国際共同プロジェクトである ITER計画における日本

の役割，米国との関係などについての質問が多くありまし

た．さらに，米国に滞在している邦人から，ITER機構職員

に募集する場合の応募窓口や手続きのプロセスなどについ

ても質問がありました．

なお，これらの詳細については那珂 ITERウェブサイト

（http://naka-www.jaea.go.jp）の「ITER機構職員募集説明

会について」をご覧ください．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図１ ITERトカマク複合建屋ピットの掘削工事がほぼ完了（２０１１
年２月，ITER機構提供）．

図２ エコプロダクツ２０１０（２０１０年１２月９‐１０日於東京ビッグサイ
ト）での展示の様子．

図３ 第２７回プラズマ・核融合学会年会（２０１０年１１月３０日‐１２月３
日於北海道大学）での展示の様子．

図４ 全米科学振興協会年次総会（２０１１年２月１８‐２０日於米国ワ
シントン DC）での展示の様子．
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ITER だより�インフォメーション

このたびの東日本大震災で被災されました方々に心よりお見舞い申し上げます．被災地の１日も早い

復興を心より祈念いたします．

１．第１８回 ITER企業説明会を開催
３月８日，３２団体から４９名の参加者を迎えて，東京新橋において，第１８回 ITER企業説明会が開催さ

れました．今回は，文部科学省の片岡研究開発戦略官より，ITER計画の進捗状況，ITER建設スケ

ジュール，昨年１１月に開催された第７回 ITER理事会の結果概要等について説明いただきました．また，

原子力機構の芳野ITERプロジェクトユニット長より，ITERサイトの建設状況，調達取り決めの締結状

況，日本が分担する調達機器の製作状況とH２３年度の予定，ITER機構職員数の状況等について説明しま

した．さらに，原子力機構の多田上級研究主席より，ITERにおける調達プロセス，ITERベースライン，

品質管理に関する要求，設計要求と合理化，超伝導マグネット建設規格，プラント機器の標準化等につ

いて説明しました．講演後には参加された企業の方から多くの質問があり，活発な意見交換が行われま

した．

本企業説明会についての詳細は，以下のページをご覧ください．

http://naka-www.jaea.go.jp/ITER/jada/index9_b_18.html

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図１ 第１８回 ITER企業説明会の様子．
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ITER理事会を青森市にて開催

６月１４日，１５日，青森市にて第８回 ITER理事会が開催

された．議長であるロシアのべリホフ氏の下，７つの

ITER加盟極の代表が一堂に会した．

理事会では，日本の震災による主要機器の製作への影響

を含め，既に承認された予算内で ITER計画のスケジュー

ルを如何に維持するかが議論され，そのための方策を本年

１０月までに策定することになった．これを受け，「我々は

遅延を最小化するため，あらゆる手段を講じる」と本島修

ITER機構長が述べた．

核融合エネルギーが，安全・燃料が豊富・環境にやさし

い・経済的な競争力のある未来のエネルギー源になる可能

性があることから，その重要性・必要性を理事会において

再確認した．また，地球規模でエネルギー源を確保し，世

界の生活水準を一層向上させるためにも，ITER計画が核

融合エネルギー開発の大きな助けとなり，このため加盟７

極間で強固な協力を継続することを確認した．

ITER機構と国内機関による ITER事業のコスト削減及

び抑制のための取組を理事会は評価し，更に日本の震災影

響を考慮したコスト抑制／削減を行うよう指示した．ま

た，ITER機構の２０１０年年次報告を採択，職員規則改定の

承認，２年に１回実施される運営評価を実施する評価人の

任命を行い，成功裏に閉幕した．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図１ 第８回 ITER理事会（写真奥が日本代表団）

図２ 各極の ITER理事会メンバー
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１．ITER用超伝導コイルの実規模レベル試作
原子力機構が調達を担っている ITERトロイダル磁場

（TF）コイルの実規模レベルの試作として，① 1/3 規模の

ダブルパンケーキの試作，②実規模のラジアルプレートの

試作，③コイル容器の部品２箇所の実規模試作を世界に先

駆けて実施しました．ITERTFコイルは高さ14 m，幅9 m

の D型の超伝導コイルで，導体をラジアルプレートの溝に

納めるため，高精度で巻線を行う必要があります．1/3 規

模のダブルパンケーキの試作では，銅ダミー導体と超伝導

導体を用いてD型６ターンの巻線を試作し，0.06 ％という

高い精度を達成しました．銅ダミー導体を用いて試作した

巻線は，ラジアルプレートの溝に納めて絶縁含浸し，ダブ

ルパンケーキを製作しました（図１）．これを解体して内

部の絶縁状態を検査し，絶縁技術に問題がないことを確認

しました．また，超伝導導体を用いて試作した巻線は，超

伝導生成熱処理を施し，この熱処理に伴う巻線の変形量を

測定しました．実規模のラジアルプレートの試作では，溶

接による変形量を測定し，実機製作に必要なデータを取得

しました（図２）．コイル容器については，製造技術の確立

を目的として部品２箇所の実規模試作を行い（図３），溶

接施工性に関して，260 mmの深さで片面からの狭開先自

動TIG溶接が可能であることを確認するとともに，溶接に

よる変形量を測定しました．これらの試作により得られた

成果は実機での施工要領に反映する予定です．

２．ITERNBIに向けたMeV級加速器でITER要求
レベルの負イオンビーム加速に成功

１基あたり 16.5 MWの重水素ビームを入射する ITER

中性粒子ビーム入射装置（Neutral Beam Injector: NBI）で

は，４０アンペア（電流密度 200 A/m2）という大電流の重水

素負イオンビームを 1MeVまで加速する必要がありま

す．原子力機構では，MeV級加速器で 1MeV，200 A/m2

の負イオンビーム加速をめざした開発研究を行ってきまし

た（図４）．これまで 1MV高電圧加速器内（真空中）での

絶縁に問題があり，性能は 800 keV，140 A/m2 程度に制限

されていました．そこで，加速器内の角部・凹凸などでの

局所的な電界集中を従来以上に低減する改造を行い，さら

にビーム軌道が磁場やビーム相互の空間電荷反発によって

図１ 1/3規模（5.1 m×3.8 m）のダブルパンケーキ試作． 図２ 実規模（13 m×8 m）のラジアルプレート試作．

図３ コイル構造物の実規模試作．
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偏向されるのを補正し，負イオンビームが電極に衝突する

のを抑制することで，本年１月に ITER要求レベルをほぼ

満足する980 keV，185 A/m2の負イオンビーム加速に成功

しました（図５）．

３．ITERNBI用高電圧ブッシングの実規模モック
アップで絶縁性能を実証

高電圧ブッシングは，絶縁ガス中に設置される高電圧電

源伝送系と真空中に設置される負イオン源及び加速器との

間の圧力隔壁であり，かつ電力や冷却水，プラズマ生成用

ガスを接地電位から絶縁しながら供給する絶縁導入器で

す．大口径セラミックリングとガラス繊維強化プラスチッ

ク（FRP）リングを二重に配置し，これを５段重ねとした

構造であり，各段で－200 kV，５段で－1MVを絶縁しま

す（図６）．外径が1.56 m，高さが29 cmと世界に類を見な

い大きさのセラミックリングが必要であり，この製作が長

年の課題でした．原子力機構はメーカーと共同で新しい成

型法を開発し，世界最大のセラミックリングの製作に成功

しました．また，真空を封じるために大口径セラミックリ

ングと金属リングを接合する技術も確立しました．そして

セラミックリングと金属の接合体を用いて高電圧ブッシン

グの１段分を模擬する実規模モックアップを製作しまし

た．このモックアップに，電気的特性の違いにより接合箇

所を起点に生じる放電を抑制するための金属部品を組み込

み，耐電圧試験を実施しました．その結果，定格電圧を

20 ％上回る－240 kVを１時間以上安定に保持し，要求さ

れる絶縁性能を実証しました．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図４ ITER用加速器の開発研究を行っているMeV級加速器．

図５ MeV級加速器の性能の進展．

図６ ITER NBI用高電圧ブッシングと実規模モックアップ．

Journal of Plasma and Fusion Research Vol.87, No.9 September 2011
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１．ITERカダラッシュサイトにおける建設の進展状況
南仏 ITERカダラッシュサイトでの建屋の建設は，２０１０

年８月に本格的に開始されてから順調に進展しています．

トカマク複合建屋のピット（幅 90 m，長さ 130 m，深さ 17 m）

では掘削作業がほぼ完了し，現在はピットの内壁整備と免

震用ベースマット（コンクリート 100,000 m3，鉄筋 3,400

トン）の設置作業が行われています（図１手前）．直径 5 m

から 24 mのポロイダル磁場コイル（ニオブ‐チタン製）を

製作する巻線建屋（幅 49 m，長さ 257 m，高さ 18 m）は，

今年中に完成予定で，来年には最初のポロイダル磁場コイ

ルの巻線作業が開始される予定です（図１左奥）．また，

ITER機構スタッフ５００人が働く ITER機構本部ビル（地上

５階地下１階，高さ 20 m，長さ 180 m）の工事も来年中頃

の完成に向けて順調に進められています（図２）．

２．ITER計画の展示と ITER機構職員募集説明会
の実施

原子力機構では，我が国から ITER機構への職員の応募

を促進する活動の一環として，これまで国内外で ITER計

画の展示や ITER機構職員公募の説明会を行っています．

この度，９月２０，２１日に北九州国際会議場で開催された日

本原子力学会２０１１年秋の大会の原子力機構展示ブースにお

いて，ITER機構職員募集の案内を行いました（図３）．ま

た，１０月２２日には那珂核融合研究所において開催された施

設見学会の会場において，ITER機構職員募集の案内を行

いました（図４）．会場ではITERカダラッシュサイトにお

ける建設状況や ITER機構職員の採用予定などについて多

くの質問があり，ITERに対する関心の高さが感じられま

した．

なお，これらの詳細については那珂 ITERウェブサイト

（http://naka-www.jaea.go.jp）の「ITER機構職員募集説明

会について」をご覧ください．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図３ 日本原子力学会２０１１年秋の大会（２０１１年９月２０‐２１日於北九
州国際会議場）での展示の様子．

図１ 建設工事が進むトカマク複合建屋ピット（手前）とポロイダ
ル磁場コイル巻線建屋（左奥）（２０１１年９月，ITER機構提供）．

図２ 来年中頃に完成予定の ITER機構本部ビル（２０１１年９月，
ITER機構提供）．

図４ 平成２３年度那珂研施設見学会（２０１１年１０月２２日）での ITER

機構職員募集説明の様子．
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１．第９回 ITER理事会をカダラッシュにて開催
２０１１年１１月１７，１８日，第９回 ITER理事会が仏カダラッ

シュにて開催され，７つの ITER加盟極の代表が一堂に会

しました．

ITER計画のスケジュールについて，ITER機構は，

ファーストプラズマを２０１９年１１月から１年遅らせ２０２０年１１

月とするが，核融合反応開始は２０２７年を維持する作業スケ

ジュールを策定しました．理事会は，このスケジュールお

よびコストが，２０１０年７月のベースライン合意の範囲内で

あることを確認しました．

理事会は，ITER建設全体の調達価額の 71.5％に相当す

る６０の調達取決めがすでに締結されていることを確認しま

した．また，理事会は，予算の上限値を守るために ITER

機構によって提案されたコスト戦略を承認しました．

２年に一度実施することになっている ITER機構の運営

評価の結果とともに，運営を改善するための様々な提案が

報告されました．これらの提案に対する ITER機構の取り

組み状況については，次回会合で報告される予定です．

エフゲニー・ベリホフ氏（露）のITER理事会議長，ギュ

ンス・リー氏（韓）の運営諮問委員会（MAC）議長，およ

びワン・シャンシー氏（中）の科学技術諮問委員会

（STAC）議長としての任期が本年末に満了することに伴

い，理事会は高津英幸氏（日），ランジャイ・シャラン氏

（印）およびホアキン・サンチェス氏（欧）をそれぞれの後

任として選出しました．理事会は，退任する議長達の貢献

に対して感謝の意を示すと共に，新しい議長達を歓迎しま

した．

図１ 第９回 ITER理事会議事風景

図２ 日本の理事会メンバー（写真提供：ITER機構）

図３ 各極の ITER理事会メンバー等
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２．ITER機構における博士課程修了研究者の公募
現在 ITER機構では，モナコ公国とのパートナーシップ

協定に基づき，博士課程修了研究者を ITER計画の参加国

及びモナコ公国から募集中です．募集案内は ITER機構

ホームページに掲載されています．我が国は，ITER計画

の参加国であり，我が国の国籍を有する方は，本公募に対

して応募することができます．

今回は２００８年３月，２００９年１２月に続く第３回目の募集と

なります．核融合プラズマ物理から炉工学までの幅広い専

門分野を対象とし，５名の若手研究者を募集しています．

任期は２年で，採用されますと専門職員（P1 グレード）と

なり，ITER機構から給与が支給されます．応募資格

は，２００９年１月１日以降に博士号を取得した方，あるいは

着任までに取得見込みの方となります．応募締め切りは

２０１２年１月３１日です．応募の詳細や最新の情報については

下記のウェブサイトをご覧下さい．

http://www.iter.org/monaco2012

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図４ ITER機構における博士課程修了研究者の公募２０１２
（図提供：ITER機構）．

Information
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１．３件の調達取り決め（Procurement Arrange-
ment, PA）を締結

日本が調達責任を有する「ITERブランケット遠隔保守

装置」，「中性粒子ビーム加熱装置（NB）用高電圧ブッシ

ング」，「NB用高電圧部電源」の調達を開始するため，こ

の度，原子力機構は ITER機構との間で３件の調達取り決

めを締結いたしました．

これにより，ITER真空容器内の高い放射環境下で保守

作業を行うブランケット遠隔保守装置（保守ロボット）

（図１），イタリアのパドバに建設予定のNB試験施設用の

高電圧ブッシングおよびNB電源システム（図２）の調達

に着手します．

写真１ ３件の調達取決め書を前に握手を交わす原子力機構
二宮核融合研究開発部門長と ITER機構ハンゲ副機
構長．

図１ 真空容器内の保守ロボット．

図２ NB電源システムと日本分担の機器（ 部分）．
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２．ITER企業説明会の開催
２月２３日には，２９団体から４５名の参加者を迎えて，東京

日本橋において第１９回 ITER企業説明会が開催されまし

た．文部科学省片岡研究開発戦略官（核融合・原子力国際

協力担当）より ITER計画に関する最近の状況について説

明頂くとともに，今回締結された３件の調達取り決めを含

む国内機関での調達状況について原子力機構より説明を行

い，活発な意見交換が行われました．

原子力機構では ITER企業説明会を開催しております．

今後の開催スケジュールや，これまでの開催状況などに関

してはITERウェブサイト（http://naka-www.jaea.go.jp）の

「企業説明会の開催について」をそれぞれご覧ください．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門） 写真２ 第１９回 ITER企業説明会の様子．

Journal of Plasma and Fusion Research Vol.88, No.3 March 2012
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１．マイクロ・フィッション・チェンバーの調達取決め
（Procurement Arrangement, PA）を締結
原子力機構は，日本が調達責任を有する計測装置のうち

の１つである「ITERマイクロ・フィッション・チェンバー」

の調達取決めを締結しました．概念設計レビュー（２０１０年

１０月）の完了後，同レビューで指摘された課題を ITER機

構に協力して解決するとともに，取合い条件，調達工程，

調達取決め文書の協議を ITER機構と行い，この度，全て

の調整が終了し調達取決め締結にいたりました．

マイクロ・フィッション・チェンバーは小型の核分裂計数

管で，真空容器内に設置し，ITERのプラズマで核融合反

応によって発生する中性子の総量を計測することにより，

核融合出力を評価するための計測装置です（図１）．本調

達取決めの締結により，実機の詳細設計が開始されます．

２．世界最高性能のプラズマ計測用レーザー装置
の開発に成功

原子力機構は，ITERにおいてプラズマ周辺部の電子温

度及び電子密度を測定する「周辺トムソン散乱計測装置」

に用いる，従来の２倍の平均出力を持つ世界最高性能のプ

ラズマ計測用YAGレーザー装置の開発に成功しました

（図２，図３）．

サマリウム添加ガラス製のフローチューブを増幅器内で

用いて，増幅率の改善を妨げている自然放射増幅光（ASE）

やフラッシュランプから放射されるレーザーと同じ波長の

光を選択的に吸収させることにより，半分の投入エネル

ギーでも従来の約２倍の増幅率を実現しました．その結

果，従来の平均出力の２倍となる 766 W（7.66 J・100 Hz）を

達成し，ITERの要求性能（5 J・100 Hz）を越えるレーザー装

置の開発に成功しました．これにより ITERでの電子温

度・電子密度の高精度測定が可能となる見通しを得まし

た．

図１ ITERマイクロ・フィッション・チェンバーの概念図．

図３ 開発した計測用レーザーの外観．

図４ ３月９日未明に北九州港（ひびきコンテナターミナル）に
陸揚げされるダミー導体．図２ 世界のプラズマ計測用レーザーの性能．
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３．中国からTFコイル用660 mダミー導体が到着
原子力機構は，調達を担当するITER向けTFコイルの製

作に当り，中国および韓国にて製造された超伝導導体の提

供を受ける計画です．今回，中国で製作されTFコイルの

試作に用いる銅素線を用いた長さ 660 mのダミー導体

が，輸送されました．

今回の輸送は，ITERプロジェクトにおいて，調達取決

めに基づいて行われる初めての国際間輸送です．

このダミー導体は，中国合肥にて製作され，中国国内を

陸上輸送の後，上海港から日本に向けて出荷され，３月９

日未明に北九州港に陸揚げされました（図４）．

今後，今回輸送された 660 mダミー導体の受け入れのた

めの検査を日本国内において行い，本年末頃から本ダミー

導体を用いてTFコイルの試作を行う予定です．

Journal of Plasma and Fusion Research Vol.88, No.5 May 2012
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ITER だより�インフォメーション

１．第１０回ITER理事会をワシントンD.C．にて開催
ITER 機構の運営組織である ITER理事会の第１０回会合

が２０１２年６月２０，２１日に米国ワシントンD.C.にて開催され

ました．理事会はスティーブン・チュウ米国エネルギー省

長官およびラッシュ・ホルト米議会下院議員を迎えました

が，両氏は本事業に対する米国の強い決意を述べまし

た．２日間の会合ではITER参加７極－中国，欧州連合，イ

ンド，日本，韓国，ロシア，米国－の代表者が，高津英幸

博士（日本）議長の下，一堂に会しました．

ITER理事会はカダラッシュ（フランス）における ITER

サイトの建築工事の顕著な進捗および全ての ITER参加極

でのトカマク機器の製造の進展に留意しました．理事会

は，４９３の耐震支持器が成功裡に据え付けられた，トカマク

建屋耐震立坑の完成を歓迎しました．

ITERの実験における重要な要素であるテスト・ブラン

ケット・モジュールの開発に備えて，法的な枠組み取決め

が最終的に合意されました．理事会は，この研究計画への

韓国の参加を歓迎しました．

理事会は，真空容器などの幾つかの主要機器の製造の遅

れについて懸念を表明しました．ITER機構は，更なる遅

れを止めるための，課題を先取りする改善手法を提示しま

した．それらの手法の幾つかは既に実施され始めていま

す．理事会は，国内機関と密接に協力して完全なスケ

ジュール回復戦略の策定を更に進めて実施するように

ITER機構に要請しました．理事会メンバーは，事業がス

ケジュールと予算を維持する必要があることを改めて確認

しました．

本島修ITER機構長は，会合において，「ITERは正しい

軌道を走り続ける巨大な国際列車のようなものである．

我々の最も重要な義務は，この先一年に国内機関と ITER

機構の共同作業を通じてこの列車を加速することである．」

とコメントしました．

Journal of Plasma and Fusion Research Vol.88, No.7 July 2012

図１ 第１０回 ITER理事会議事風景． 図２ 日本の理事会メンバー．

図３ ITER理事会メンバー等．
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理事会は，ITER事業のスケジュールを維持するための

幾つかの技術的な決定を行いました．理事会は，ITERの

中心ソレノイドのための高性能超伝導導体の性能評価の進

捗に留意するとともに，時宜を得た製造およびスイスにあ

る SULTAN施設における試験を是認しました．理事会は

また，ITERトロイダル磁場コイルのための冷却試験のた

めの戦略を是認しました．

会合において，これまでに７６の調達取決めが ITER機構

と関係国内機関により調印されたことが報告されました．

この数字は，ITER建設の全調達価額の７７％に相当します．

会合において，ITER機構は，仏原子力規制当局ASN

から，１８ヶ月に渡る検討の後，検討過程中になされた全て

の勧告を考慮して，ITERの運転条件および設計に関する

ITER機構の提案は期待される安全要求を満たすことを認

める公式書簡を６月２０日に受領したことを理事会に報告し

ました．今後数週間内に，ASNは，ITER施設の建設を認

可する宣言案を仏政府へ送付する予定です．これは，ITER

の許認可プロセスにおける重要なマイルストーンです．

２．ITER実機トロイダル磁場（TF）コイルおよび
構造物の入札説明会を那珂核融合研究所にて
開催

原子力機構は，本年度から ITERトロイダル磁場

（TF）コイルおよびTFコイル構造物の第１号機を製作す

る契約を締結する予定です．現在，それらを製作する２件

の契約の手続きを進めており，手続きの一環として，５月

３１日に企業を対象とした入札説明会を那珂核融合研究所に

て実施しました．入札説明会には５社から延べ２９名の参加

があり，仕様や契約審査等に関する説明と質疑応答が行わ

れました．これらの契約を８月末に締結することをめざし

ています．

３．ITER計画の展示と ITER機構職員募集説明会
の実施

原子力機構では，我が国から ITER機構への職員の応募

を促進する活動の一環として，これまで国内外で ITER計

画の展示や ITER機構職員公募の説明会を行っています．

この度，４月２０日に茨城県東海村で開催された日本原子力

学会北関東支部総会において，ITER機構職員募集の案内

を行いました．会場ではおよそ２０人の若手研究者の方々か

ら ITER機構職員公募について多くの質問があり，ITER

に対する関心の高さが感じられました．この詳細について

は那珂ITERウェブサイト（http://naka-www.jaea.go.jp）の

[ITER 機構職員募集説明会について］をご覧ください．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

Journal of Plasma and Fusion Research Vol.88, No.7 July 2012
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ITER だより�インフォメーション

１．韓国から TFコイル用ダミー導体が到着
日本が分担するITERTFコイルの製作にあたり，中国お

よび韓国が調達を分担する超伝導導体の支給を受けること

になっています．今回，韓国が製作しTFコイルの試作に

用いる銅素線を用いた長さ 760 mのダミー導体が，日本に

輸送されました．

このダミー導体のジャケッティング（導体化）はイタリ

アの工場にて実施され，韓国・釜山港を経由して，７月１７

日深夜に北九州港に陸揚げ，７月１９日早朝に北九州市内の

倉庫まで陸送されました（図１）．今後，国内にて本ダミー

導体を用いたTFコイルの製作装置検証や試作を行う予定

です．

２．ITER実機トロイダル磁場（TF）コイルおよび
構造物の契約締結

原子力機構は，ITERトロイダル磁場（TF）コイルおよ

びTFコイル構造物の第１号機を製作する２件の契約の締

結に向けて，契約の手続を進めてきました．この度，８月

１６日に「TFコイルの製作」については三菱重工業株式会社

と，「TFコイル構造物の製作」についてはイーエナジー株

式会社と契約を締結しました．これにより，実機のTFコ

イルおよび構造物の製作に着手しました．

３．第９回核融合エネルギー連合講演会での
ITER・BAの展示ブース出展，ITER職員募集
説明会の実施

６月２８，２９日に神戸国際会議場で開催された第９回核融

合エネルギー連合講演会の展示エリアにおいて来訪者に核

融合，ITER・BAなどに関する資料を配布し，ITER計画

について説明するとともに，ITER機構職員募集および登

録の案内を行いました．

ブースには，3DプラズマディスプレイによるJT‐６０解体

３D映像，ITERおよび JT‐６０SA模型（１００分の１スケー

ル），核融合関連施設の写真集などを展示し，多くの学会

参加者に興味を持ってもらうことができました．また，学

会参加者には学生も多く，熱心に説明を聞き，パンフレッ

トを手に取る姿が見られました．（図２）

また，８月２２日には，東京新橋において第５３回 ITER職

員募集説明会を ITER機構に採用が決まった日本人をゲス

トとしてお招きし，ITER職員募集に応募する際に参考と

なる採用試験の体験談などを語っていただきました．

（図３）

これらの詳細につきましては ITERウエッブサイト（http:

//www.naka.jaea.go.jp/）の「ITER機構職員募集説明会に

ついて」をご覧ください．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

Journal of Plasma and Fusion Research Vol.88, No.9 September 2012

図２ 第９回核融合エネルギー連合講演会における ITER・BA展
示ブースの様子．

図１ ７月１９日早朝に北九州港（ひびきコンテナターミナル）か
ら倉庫まで陸送されるダミー導体． 図３ 第５３回 ITER職員募集説明会（東京 新橋）の様子．
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ITER だより�インフォメーション

１．ITER中性粒子ビーム入射装置実機試験施設
（NBTF）用高電圧電源およびHVブッシングに
関する契約締結

ITER の中性粒子ビーム入射装置（NBI）は，１機あたり

エネルギー1MeV，ビームパワー16.5 MWの中性粒子ビー

ムを１時間にわたってトカマクに入射し，プラズマの加

熱・電流駆動を行います．かつてない高エネルギー・大電

流のビームを生成するため，ITER用 NBI の建設に先立っ

て実規模のNBI 実機試験施設（NBTF）をイタリアのパド

ヴァに建設し，実証試験を行います．日本は，このNBTF

用の高電圧電源と，絶縁ガス中を伝送される電力線や冷却

水配管等を真空中のビーム源に接続するHVブッシングを

調達します．原子力機構は，高電圧電源およびHVブッシ

ングに関する契約の締結に向けて，手続きを進めてきまし

た．このたび，NBTF用高電圧電源の契約を株式会社日立

製作所と、HVブッシングに関する契約を京セラ株式会社

ならびに日立原町電子工業株式会社と締結し，NBTFに向

けた機器の製作に着手しました（図１）．

２．ITER機構職員募集説明会の実施
第１２回放射線遮蔽国際会議（９月２～７日 奈良県新公

会堂），日本機械学会２０１２年度年次大会（９月１０～１２日

金沢大学 角間キャンパス）および日本原子力学会２０１２年

秋の大会（９月１９～２１日 広島大学 東広島キャンパス）

においてブースを出展し，来訪者に核融合，ITERなどに

関する資料を配布し，ITER計画について説明するととも

に，ITER機構職員募集および登録の案内を行いました．

ブースには，ITER模型（１００分の１スケール），核融合関

連施設の写真集などを展示し，多くの参加者に興味を持っ

てもらうことができました．参加者には，学生も多く，熱

心に説明を聞き，パンフレットを持ち帰る姿が見られまし

た（図２）．

また，９月２９日の JAEA那珂核融合施設見学会では，

ITER研究開発棟ロビーにおいて，ご来場の方々を対象に

ITER計画の説明などを行いました．遠方からITER計画の

進捗が知りたいという方もおられて，ITERに対する関心

の高さが感じられました．

これらの詳細につきましては ITERウェブサイト（http:

//www.naka.jaea.go.jp/）の「ITER機構職員募集説明会に

ついて」をご覧ください．
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（図２）日本機械学会２０１２年度年次大会における ITER展示ブース
の様子．

（図１）NBTF全体図と今回の契約機器（破線内）．
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ITER だより�インフォメーション

１．第１１回 ITER理事会開催：ITER計画の着実な
進展を確認

２０１２年１１月２８，２９日に，第１１回 ITER理事会が最近完成

したITER機構本部建屋で開催されました．理事会はITER

計画の最高意思決定機関であり，高津英幸（日本）議長の

下，中国，欧州連合，インド，日本，韓国，ロシア，及び米

国の７つの ITER加盟極からの代表が一堂に会しました．

理事会は，ITER本部建屋の完成を含め，ITERサイトに

おける建設が力強く継続していること，ITERのコイル製

造において顕著な進展があったことを確認しました．３５０

トンを超えるトロイダル磁場コイル導体に使用するニオブ

３スズ素線が６極により製造され，これはプロジェクトで

必要とする全量の７５パーセントに相当します．また，ニオ

ブチタンのポロイダル磁場コイル導体の６５トン（必要量の

２５パーセント）が，中国，欧州，ロシアにより製造されま

した．会合において，ITER機構はこれまでに８０件の調達

取決めが署名されたことを報告しました．これは ITER建

設の全物納価額の 81.2 パーセントに相当します．

理事会は，ITER機構と国内機関の協力を強化するため

に，ITER機構によって提案された統合されたプロジェク

トの運営手法を歓迎しました．本島修 ITER機構長は，

「ITER機構及び７つの国内機関は，ITER計画の実施のた

め，これまでより一層緊密に協力すべく『ユニーク ITER

チーム』を設立した．これにより特に共同で協力の有効化

を阻む障害の原因に立ち向かっていくことができるように

なるであろう．『ユニーク ITERチーム』での更なる統合

は，我々の目標を達成し，計画の総コストを最小化するた

めの鍵だ．」と強調しました．

最後に，ITER理事会は，主要な許認可のマイルストー

ンの達成（ITERを建設する許可をITER機構に与える法令

にフランス政府が署名した）を賞賛しました．

ITER理事会は，理事会及びその補助機関の議長及び副

議長を再任し，テストブランケット・モジュール計画委員

会の議長として過去４年間にわたる小西教授の貢献に感謝

しました．（図１，２）

２．ITER職員募集説明会の実施
１１月７，８日２０１２年度秋季低温工学・超電導学会（岩手

いわて県民情報交流センター（アイーナ）），１１月１０，１１日サ

イエンスアゴラ（東京 日本科学未来館），１１月２７～２９日

プラズマ・核融合学会年会（福岡県 クローバープラザ）に

おいて核融合，ITER・BAなどに関する資料を配布し，

ITER計画について説明するとともに，ITER機構職員募集

の案内を行いました．サイエンスアゴラでは，核融合につ

いての導入として太陽専用の望遠鏡を用いて太陽の核融合

を観察するなど，核融合を身近に感じて頂けるように工夫

をしました（図３）．また低温工学・超電導学会において

は，展示会における優良発表賞を受賞しました．

詳細については那珂 ITERウェブサイト（http://naka-

www/jaea.go.jp）の「ITER機構職員募集説明会につい

て」をご覧下さい．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図２ 日本の ITER理事会メンバー．

図１ 第１１回 ITER理事会議事風景． 図３ 太陽専用の望遠鏡を用いての太陽の核融合を観察．
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ITER だより�インフォメーション

１．ITER用中心ソレノイドコイル用超伝導導体の
高性能化に成功

プラズマ電流を誘起する変動磁場の発生を目的とした

ITER用中心ソレノイドコイル（CSコイル）は，ITERの

運転回数と同数の繰り返し電磁力を受けます．CSコイル

を構成する超伝導導体の試験を２０１１年に実施した際，この

繰り返し電磁力に対して徐々に，見かけ上の性能が低下す

る現象が見られました．試験装置固有の現象ではないかと

の議論もあり，その原因調査を行っているところです．一

方，超伝導撚線の撚りピッチを短くする導体を用いて，今

回試験したところ，繰り返し電磁力に対して性能が低下し

ないことを確認しました．

撚線は図１に示すように直径0.83mmの素線を５段階で

撚る構造をしています．従来の撚線では，初段の撚りピッ

チは45mm程度が一般的でしたが，今回の改良では半分以

下の20mmに短くし，以降の撚りピッチも最高で約半分に

短くして撚線を製作しました．撚りピッチを短くすること

で，撚線の機械的強度を高める効果を期待しています．

日本はITER用CSコイル導体を全て調達することになって

います．本結果により，ITER用の CS導体の製作を本格的

に開始することになります．

２．新 ITER本部ビル除幕式典が開催される
２０１２年１０月に ITER機構に正式に引き渡された ITER機

構の新しい本部ビルにおいて，本年１月１７日に除幕式典

が，２００人の来賓を招いて開催されました．式典では，欧州

委員会のGünther H. Oettinger エネルギー担当EUコミッ

ショナーから，“ITERが立地する欧州は，グローバルな

エネルギー研究の鍵となる役割を今も，そしてこれからも

果たす”と，ITER計画推進への力強いメッセージが発せ

られるなど，来賓の方々から ITER計画推進支持のメッ

セージが発せられました（図２）．
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図２ 写真左から，Hugues Parantプロバンス＝アルプ＝コー
ト・ダジュール知事，Geneviève Fioraso高等教育・研究
大臣，Günther H. Oettingerエネルギー担当EUコミッショ
ナー，ITER機構本島機構長．

図１ CSコイル用超伝導撚線の構造．
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ITER だより�インフォメーション

１．ITERビジネスフォーラム２０１３の開催
２０１３年３月２１日，２２日，フランスのトゥーロンにおいて

「ITERビジネスフォーラム２０１３」が開催されました．２００７

年から始まり今回で第３回目の ITERビジネスフォーラム

には，２４か国から企業，大学，研究機関（計３８６社：内日本

からは企業３社，研究機関１社）が参加しました．この

フォーラムは，企業が今後の ITER機器調達に参入する機

会を作ることを目的としています．フォーラムでは本島

ITER機構長からITERの概況説明，各国内機関から調達状

況について説明があり，原子力機構核融合研究開発部門副

部門長の多田から日本の調達状況を発表しました．また，

各機器の調達分野に分かれてワークショップが行われ，そ

れぞれの機器製作に関連する企業が，自社の技術紹介や現

在の製作状況についての展示や説明を行い，活発な議論が

行われました（図１）．

２．トロイダル磁場コイルの巻線の製作準備作業
を開始

原子力機構は４月，トロイダル磁場（TF）コイルの製作

の一環として，TFコイルの巻線試作に用いる中国製ダ

ミー導体と３本の日本製TF導体，また，実機TFコイルに

用いる韓国製TF導体，計５本のTF導体の受入検査を実施

しました．これらの導体は受入検査に合格し，今後TFコ

イルの巻線試作および実機の製作を行う予定です（図２）．

３．ITER計画の展示と ITER機構職員募集説明会
の実施

原子力機構では，我が国から ITER機構への職員の応募

を促進する活動の一環として，これまで国内外で ITER計

画の展示や ITER機構職員公募の説明会を行っています．

この度，平成２５年度電気学会全国大会（３月２０～２２日 名

古屋大学 東山キャンパス），日本原子力学会２０１３年春の

年会（３月２６～２８日 近畿大学 東大阪キャンパス）およ

び日本原子力学会北関東支部総会（４月１９日 茨城県東海

村）においてブースを出展し，来訪者の方々に ITER計画

などの資料を配布し，ITER機構職員募集および登録の案

内を行いました．これらの詳細については那珂 ITERウェ

ブサイト（http://naka-www.jaea.go.jp/ITER/index.html）

の「ITER機構職員募集の説明会について」をご覧下さい．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）
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図１ ITERビジネスフォーラム２０１３の様子（多田 原子力機構副
部門長）．

図２ 直径 4 mに巻き取られた導体（左奥：中国製ダミー導体，右奥実機 TFコイル用の韓国製 TF導体，他：日本製 TF導体）．
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ITER だより�インフォメーション

１．第１２回 ITER理事会開催：ITERは完全な建設
段階に移行

２０１３年６月１９，２０日に，ITER機構の統治組織（理事会）

が日本の東京で招集されました．この２日間の会合で

は，７つの ITER参加極の全て－中国，欧州連合，インド，

日本，韓国，ロシア，および米国－の上級代表者が，高津

英幸議長（日本）の下，一堂に会しました．

ITER計画は完全な建設へ移行しています．理事会は，

フランスのサン・ポール・レ・デュランスの ITERサイト

における建設活動のペースが加速されていること，そして

全ての ITER参加極において現在進められているトカマク

機器及び支援システムの製造がよく進展していることに留

意しました．最近主要な契約が締結され，そして今や多く

の一流企業がこの事業に携わっています．大型機器のサイ

トへの最初の搬入が２０１４年の第３四半期に予定されていま

す．

理事会は，スケジュールの加速を達成することを目的と

して事業の遂行を改善するために作られたユニーク ITER

チームの一環として，ITER機構と国内機関間の協力の改

善を歓迎しました．初プラズマに必要なシステム及び機器

の製造のスケジュール状況を改善するために，密接な協力

を通じて，解決策が追求されています．これには企業との

密接な協力が含まれており，既にある遅延を回復させる結

果となっています．ITER理事会は，スケジュールを遂行

するための努力を持続することの重要性を再確認し，一方

で ITERがこの種として初めてのものであることによる挑

戦を認識しました．

ITERのコイルの製造において大きな進捗が報告されま

した．これまでに，トロイダル磁場コイルの導体用に４２０ト

ンを超えるニオブスズ（Nb３Sn）の素線が，６つの調達を担

う参加極により製造されており，これは ITER計画に必要

な分の９０％に相当します．また，ポロイダル磁場コイルの

導体用に１３３トンのニオブチタン（NbTi）の素線が，中国，

欧州連合，およびロシアにより製造されました（事業に必

要な分の５１％に相当）．

理事会は，２０１３年の運営評価人としてビル・マディア氏

の任命を承認しました．サン・ポール・レ・デュランスの

ITERサイトにおいて，９月５，６日に閣僚級の代表を伴

う特別会合が開催される予定で，核融合のための巨大な国

際協力の建設の進捗を直接目にすることができます．

２．インド国内機関との低温循環装置試験に関す
る取り決め締結

インド国内機関と原子力機構は，インド国内機関が調達

する極低温循環装置を原子力機構で試験する取り決めに６

月１９日に調印しました．極低温循環装置は，ITERプロ

ジェクトの極低温システムを構成する装置の一つで，マグ

ネットシステムと極低温真空ポンプに超臨界圧ヘリウムを

送る装置です．インド国内機関は，リスク緩和のため実機

調達開始前に運転条件における低温循環装置の性能を確認

することを決定し，原子力機構が保有する極低温試験設備

がその試験に適切と判断して，本取決めを締結することに

なりました．
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図１ 第１２回 ITER理事会議事風景． 図２ 取り決め調印の様子（左：森部門長，右：Dr. S. Deshpande氏）．
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３．直流１２０万ボルト１時間，直流１０６万ボルト５
時間保持に成功

ITER の中性粒子入射装置（NB）電源は，４０Aの重水素

負イオンビームを 1MeVまで加速するための直流１００万ボ

ルトの超高圧電源システムであり，負イオン生成電源と加

速電源から構成されます．このうち，負イオン生成電源は，

負イオンを１００万ボルトの電位上で生成し接地電位（大地

の電位）に向けて加速することから，大地に対して１００万ボ

ルトの絶縁を確保する必要があり，そのために直流１００万

ボルトの絶縁変圧器が必要です．しかしながらこのような

絶縁変圧器はこれまで開発されたことがないため，絶縁変

圧器のモデルを試作し絶縁の実証試験を行いました．原子

力機構は，絶縁変圧器モデルの設計製作において直流長時

間絶縁特性を考慮した絶縁構造や複合構造の引出しブッシ

ングを開発・適用し，直流１２０万ボルトで１時間及び直流

１０６万ボルトで５時間の保持を達成し，ITERの要求性能を

満足することができました．なお，本研究成果は，２０１３（平

成２５）年３月２２日に名古屋大学で開催された電気学会全国

大会で発表しました．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図３ 開発した絶縁変圧器（高さ 16 m）．
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ITER だより�インフォメーション

１．プラズマ計測装置調達取決めの締結
ITER 機構と原子力機構は，日本が調達責任を有するプ

ラズマ計測装置のうち，４つの計測装置（ポロイダル偏光

計，周辺トムソン散乱計測装置，ダイバータ赤外サーモグ

ラフィー，ダイバータ不純物モニター）についての調達取

決めを締結しました．（ITER機構は７月３０日，原子力機

構は８月７日に署名）．これは，昨年４月に締結したマイ

クロ・フィッションチェンバーの調達取決めに引き続き，

日本が担当する計測装置の２番目の調達取決めになりま

す．

ポロイダル偏光計は，多視線の遠赤外レーザーをプラズ

マに入射し，プラズマを通過したレーザー光の偏光状態の

変化から，プラズマの電流分布を計測します．周辺トムソ

ン散乱計測装置は，YAGレーザーをプラズマに入射し，ペ

デスタル領域を含む周辺プラズマの電子温度と電子密度を

高空間分解能で計測します．ダイバータ赤外サーモグラ

フィーは，内側ダイバータ板および外側ダイバータ板にお

いてELMなどによる熱流束を高空間・高時間分解能で計

測します．ダイバータ不純物モニターは，ダイバータプラ

ズマからの紫外～可視光の発光分布から，ダイバータに流

入するプラズマ粒子束やダイバータ領域での不純物の挙動

を計測します．今後，本調達取決めに基づき，これら４つ

の計測装置の詳細設計を開始します（図１）．

２．ITERトロイダル磁場（TF）コイルおよび構造
物の実機製作の契約締結

原子力機構は，２０１２年度に，日本が調達を担当する

ITERトロイダル磁場（TF）コイル，および欧州が調達を

担当するTFコイルに用いる構造物について，各々の初号

機製作および実規模試作の契約を締結しました．これに引

続いて，４機分のTFコイル，および３機分の欧州分TF

コイル用構造物を製作する契約の締結に向けて契約の手続

を進めてきました．この度，TFコイル第２号機および第４

号機を製作する契約を三菱重工業株式会社と，TFコイル

の第３号機と第５号機を製作する契約を株式会社東芝と，

第２号機から第４号機の欧州分TFコイル用構造物を製作

する契約をイーエナジー株式会社と締結しました．これに

より実機のTFコイルおよび構造物の製作を着実に進めま

す．
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図１ 調達取決め文書と署名の様子．
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ITER だより�インフォメーション

１．閣僚級 ITER理事会開催：各極閣僚が世界の
将来のエネルギー需要に応える ITERの重要
性を再確認

閣僚級の代表は，世界の未来のエネルギー源としての核

融合の重要性を再確認し，事実上無尽蔵で，環境への負荷

も少ない核融合エネルギー開発の道のりにおいて，不可欠

なステップと位置づけられる ITER実験装置の重要性を強

調しました．また，参加者はITERでの国際協力体制が，将

来の世界規模の科学協力の新しいモデルとなることを強調

しました．

会合は，欧州委員会エネルギー担当委員，欧州原子力共

同体代表であるギュンター・エッティンガー氏の呼びかけ

で９月６日に ITER機構本部にて開催されました．

ITER加盟７極（中国，欧州，インド，日本，韓国，ロシ

ア，米国）の閣僚級代表が会するのは，プロジェクトの歴

史の中で２回目です．今回は，建設作業がハイスピードで

進展していることを背景に，閣僚級の代表が計画実施の進

捗を議論し，このような初めての計画ならではの挑戦，特

に，スケジュールやコスト抑制などについて認識し，ITER

の成功に向け共に努力することを再確認しました．

ITERは南仏，サン・ポール・レ・デュランスにおいて

２０１０年より建設中です．会合において，フィオラゾ仏高等

教育・研究大臣は「ITERは重要な社会的関心に応え，科

学への熱意を育むものであると同時に，未来に希望を抱か

せる困難な技術的挑戦である．」と述べました．

ITERサイトで建設が進むと同時に，トカマク型核融合

炉のハイテク機器が ITER加盟極の企業にて製作されつつ

あります．現在，ほとんどの契約が産業界を先導する企業

との間で締結され，一部の機器は ITERサイトに到着し始

めました．２０１４年６月の組立て開始に合わせて最初の大型

機器が到着する予定です．

閣僚級の代表は，建設サイトを訪問し，今日までの

ITERの進捗を賞賛しました．本島修ITER機構長は，「こ

の良好な進捗状況は，我々がユニーク ITERチームと呼ん

でいる ITER機構と７極国内機関の強いパートナーシップ

による多大な協力のたまものである．ITER参加極による

我々への信任に感謝する．」と述べました．

エッティンガー委員は，「ITER計画は歴史的事業であ

り，不断の努力と革新的な方法で様々な困難，特に，コス

トを抑えつつタイトだが現実的なスケジュールを維持する

という困難に挑戦することが必要である．」と述べました．

これに関連して，閣僚級代表は，各国内機関と密接に協

力して ITER建設に向けたマネジメントの改善計画を提案

するよう ITER機構に対し要請しました（図１，２）．

２．ITER韓国国内機関（KODA）の新オフィスビル
の開所式開催

ITER 韓国国内機関（KODA）の新たなオフィスとなる

韓国国立核融合研究所（NFRI）のオフィスビルの竣工式

（開所式）が９月３０日に開催されました．オフィスビルは，

NFRI の所有するトカマク実験装置KSTARの 実験棟の

隣に建設されました．地下２階，地上６階からなり，４階

と５階の一部が KODAのオフィスとなります．ビルの５

階には日本をはじめとした各極国内機関，ITER機構（IO）

のためのオフィスも用意されています．

式典には，韓国政府代表，NFRI 所長，本島 ITER機構

長，韓国基礎科学研究所（KBSI）所長，多田原子力機構副

部門長らが臨席しました（図３，４）．

３．ITERサイトへの輸送試験の実施
ITER 機構は，欧州国内機関と仏原子力庁の協力の

もと，地中海近くの町ベール・レタンから ITERサイトま
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図１ トカマクピットに集合した閣僚級 ITER理事会各極代表者． 図２ 閣僚級 ITER理事会議事風景．
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での大型の物納機器の輸送を実施するため輸送試験を行い

ました．長さ 46 m，幅 9 m，総重量約８００トン（コンクリー

トブロック３６０個のダミー荷重６００トン，トレーラー１８５ト

ン）の物納機器を模した荷物は，ベール・レタンの海岸を

９月１６日の夜９時４５分に出発し，９月２０日朝４時４５分

ITERサイトに到着しました．車列は，100 m以上にわた

り，5－15 kmのスピードで一般道を走行し，途中で４箇所

の高速道路を横断し，４晩かけて 104 kmの道のりを旅し

ました．この道路は，２００８年から２０１１年にかけて道幅の拡

張，橋梁の強化等が行われました．ITERを構成する機器

の輸送は，２０１４年半ば頃から始まり，２０１４年から２０１９年に

かけて２３０回の輸送が行われる予定です（図５）．これらの

詳細については ITER機構ウェブサイト（下記）のプレ

ス・リリースをご覧ください．

http://www.iter.org/doc/www/content/com/Lists/list_

items/Attachments/527/2013_09_Convoy.pdf

図３ 韓国国内機関オフィスビル全景． 図４ 韓国国内機関オフィスビル開所式での記念写真．

図５ 輸送試験の様子．
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ITER だより�インフォメーション

１．第１３回 ITER理事会開催
２０１３年１１月２０日および２１日にフランスのサン・ポール・

レ・デュランスで ITER機構のガバナンス機関である

ITER理事会が開催されました．この２日間の会合では，

議長である高津英幸氏（日本）の下，７つの極全て－中国，

欧州連合，インド，日本，韓国，ロシア，および米国－か

らの上級代表が一堂に会しました．

理事会は，計画の中で主要なマイルストーンとなる，サ

イト内における主要な土木作業のための契約が締結された

ことに留意しました．これらの産業界のパートナーとの契

約には，トカマク装置並びに隣接した建屋の建設およびエ

ンジニアリング作業が含まれています．また，全７極は，

超伝導コイル，真空容器，クライオスタットなど，鍵とな

る機器の製造がそれぞれの企業において着実に進展してい

ることを報告しました．

理事会は，２年に１回，独立機関が行う内部評価からの

事業の運営およびガバナンスに関する改革の要求に対応し

ました．理事会は ITER計画がスケジュール遅延等の直ち

に取り組む必要のある課題に直面しているという評価人の

見解に同意しました．このため，行動計画が１月半ばに示

され，２月初めの臨時ITER理事会において評価されます．

理事会は，第１期はカーボン製ダイバータを用い，第２

期にタングステン製ダイバータに交換する従来の計画に代

わり，運転初期からタングステン製ダイバータを用いると

いうITER機構の提案を承認しました．この重要な決定は，

コスト削減に寄与するもので，電子物理研究所（ロシア，

サンクトペテルブルク）および欧州のトカマク装置 JET

（英国）における実験の成功など，タングステン製ダイバー

タに関する２年以上の研究開発成果に従って下されました．

理事会はまた，プラズマ全体の安定性を改善する真空容

器内コイルの設計および試作の開発の進捗に留意し，これ

を計画のベースラインに含めるとの ITER機構からの提案

を承認しました．

ITER機構は ITERの最も大きく重い規模の機器のレプ

リカを８００トントラックに積み込み，104 kmの旅程を輸送

して物理的耐久性の試験を行う試験輸送の成功を報告しま

した．この先駆的成功は２０１４年夏から始まる実際の ITER

機器輸送に向け，道を開くものです．

ITER理事会はギュンス・リー氏を２０１４年１月の初めか

ら１年間の任期で ITER理事会の副議長として，オレグ・

フィラトフ氏および鎌田裕氏をそれぞれ ITER理事会の科

学技術諮問委員会（STAC）の議長および副議長として，

チアシュ・ティエン氏およびアンドラス・シーグラー氏を

それぞれ ITER理事会の運営諮問委員会（MAC）の議長お

よび副議長として選出しました．またマウリッツィオ・ガ

スパロット氏がテストブランケット・モジュール計画委員

会（TBM-PC）の議長として再任され，ボン・グエン・ホ

ン氏が副議長として任命されました．また，プレマン・

ディナラ氏が会計検査委員会の議長として任命されまし

た．

理事会は，退任する議長や副議長の貢献に感謝しました

（図１，２）．

２．モナコ ITER国際核融合エネルギーデー
（MIIFED２０１３）開催
１２月３日～５日の３日間，モナコ公国のグリマルディ・

フォーラム会議場において，ITER機構の主催，モナコ公

国後援のもとモナコITER国際核融合エネルギーデー（MI-

IFED）２０１３が開催されました．モナコ大公アルベール２世

の臨席のもと本島 ITER機構長による開会挨拶，アルベー

ル大公のオープニングスピーチにより会議がスタートしま

した（図３）．MIIFEDは，ITER計画や核融合研究開発に

対する産業界の理解・参加を促進することを主な目的とし

て開催され，今回は２０１０年に続いて２回目であり，欧州を

中心に ITER参加各極から約４００名の参加者がありまし
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図１ 第１３回 ITER理事会議事風景．

図２ 日本の理事会メンバー．
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た．２日目以降はラウンドテーブルと呼ぶパネル討論形式

で，ITER機器の調達に参画する各極産業界を中心に政府，

自治体，研究機関，極内機関関係者が ITER機器の製作技

術から原型炉，世界のエネルギー問題まで，幅広いテーマ

で議論を行いました．日本からは，藤木文部科学審議官，

高津 ITER理事会議長らが登壇しました．またロビーでは

企業，自治体，極内機関の展示ブースが多数設けられ，情

報交換，意見交換の場となりました．

３．カナちゃん文庫の贈呈式がマノスク国際学校
にて開催

多数の ITER機構職員が居住するマノスク市にあるマノ

スク国際学校に那珂研究所から日本語の図書を寄贈しその

贈呈式が行われました．１１月にマノスク市を訪問した原子

力機構那珂研 森所長から，日本語セクション生徒，先生

および保護者の見守るなか，“カナちゃん文庫”の目録

（５０９冊分）をマノスク国際学校のベルナール・フロンザッ

ク校長先生に手渡しました（図４）．日本語セクション生

徒からは，お礼の手紙をいただきました．

４．ITER計画の展示と ITER機構職員募集説明会
の実施

原子力機構では，我が国から ITER機構への職員の応募

を促進する活動を行っています．その一環として，９月の

日本原子力学会（八戸工業大学），機械学会（岡山大

学），１２月のプラズマ・核融合学会（東京工業大学），低温

工学・超電導学会（名古屋市・ウィンクあいち）の４つ展

示会に出展しました．展示ブースでは，来訪者に核融合，

ITERなどに関する資料を配布し，ITER計画について説明

するとともに，ITER機構職員募集および登録の案内を行

いました．ブースには，３Dテレビや ITER模型（１００分の

１スケール），核融合関連施設の写真集，パンフレット等

を展示しました．展示ブースは多くの学会参加者に興味を

もってもらうことができ，ITERの進捗状況から調達機器

の技術的な部分まで，多くの質問が寄せられました．また，

学会会場のため参加者には学生も多く，熱心に説明を聴い

たり，研究所の見学に興味をもってくれるなど，若い世代

にも核融合研究についてアピールすることができました

（図５）．これらの詳細については那珂 ITERウェブサイト

（http://naka-www.jaea.go.jp/ITER/index.html）の「ITER

機構職員募集説明会について」をご覧ください．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図４ カナちゃん文庫の贈呈式 マノスク国際学校にて．

図３ MIIFEDでのアルベール大公のご講演．

図５ 低温工学・超伝導学会における ITER展示ブースの様子．
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ITER だより�インフォメーション

１．臨時 ITER理事会開催：ITER理事会がプロ
ジェクト運営改善策を承認

ITER 協定に規定され２年ごとに実施される第３回の内

部運営評価の勧告に対応するため，ITER計画のガバナン

ス機関である ITER理事会は，２０１４年２月１３日にフランス

のサン・ポール・レ・デュランスにおいて臨時の会合を開

催しました．会合での議論の結果，理事会は全ての勧告に

対応した運営改革の実施を全会一致で承認しました．これ

らの改革は，ITER機構，各国内機関，ITER理事会および

その補助機関の運営を対象に，プロジェクト全体の運営及

びガバナンスが，プロジェクトの次の段階に求められる挑

戦と要求に確実に適合するよう行うものです．ITER理事

会は，全ての改革が短中期に適切に実施されることを確実

なものにします（図１，２）．

２．ダイバータ・プロトタイプのエフレモフでの
試験完了

原子力機構では，２００９年６月に ITER機構とダイバータ

外側ターゲットの調達取り決めを締結し，これまで実機用

ターゲット製作のためのクォリフィケーションの一環とし

て，外側ターゲット実規模プロトタイプの製作を行ってき

ました．２０１３年１０月には実規模プロトタイプ用プラズマ対

向ユニット２号機の製作を完了し，調達取り決めに基づい

てロシア国内機関の所有する高熱負荷試験装置（ITER Di-

vertor Test Facility; IDTF エフレモフ研究所に設置）にて

２回目の高熱負荷試験を実施しました．図３および図４に

プラズマ対向ユニット２号機を組み込んだテストアセンブ

リの外観を示します．プラズマ対向ユニット２号機では直

線状のターゲット部の表面保護材は炭素繊維複合材（CFC

材），湾曲したバッフル部にはタングステンを使用してい

ます．高熱負荷試験では，CFC材製ターゲット部に対して

熱負荷 10 MW/m2 で１０００回，さらに 20 MW/m2で５００回の

繰り返し加熱を実施し，タングステン製バッフル部に対し

て熱負荷 5MW/m2 で１０００回の加熱を実施しました．その

結果，プラズマ対向ユニット２号機は，上記の実験条件で

の繰り返し加熱に対して除熱性能の劣化に伴う表面温度の
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図３ プラズマ対向ユニット２号機を組み込んだテストアセンブリ．

図１ 臨時 ITER理事会議事風景．

図４ IDTFに設置中のテストアセンブリ（CFC材製のターゲット
部の２つの領域に対して交互に電子ビームを照射し，繰り
返し加熱を行う．）．図２ 日本の理事会メンバー．
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漸増や表面保護材の割れ等の損傷もなく健全性を維持し，

高熱負荷試験に合格することができました．その後，テス

トアセンブリはロシア国内機関より原子力機構に返送さ

れ，実機製作のためのクォリフィケーションを無事完了

し，日本の優れた技術力を証明することができました．

３．ITERトロイダル磁場（TF）コイルのトランス
ファ検証試験を完了

原子力機構は，調達を担当するITER向けTFコイルの製

作にあたり，TFコイル製作装置の製作を進めています．

このITERTFコイルの製作では，超伝導導体をD形状に

成型した巻線を構造体であるラジアル・プレート（RP）の

溝に挿入するトランスファと呼ばれる作業が必要となりま

す．この時，１本の導体を用いて２層の巻線を作る必要が

あり，また作業中に超伝導導体に加わる歪を 0.1％以下と

して超伝導導体の性能劣化を防ぐために，トランスファ装

置には高精度で３次元的に稼動する特殊な機構が備わって

います．

今回，実機TFコイル製作用のトランスファ装置を製作

し，検証試験において巻線，RPおよび装置が互いに干渉す

ることなく巻線がRPの溝に挿入され，この時超伝導導体

に加わる歪が 0.1％以下であることを確認しました．これ

により，実機TFコイル巻線のトランスファ作業が可能で

あることを確証（図５）し，いよいよ実機TFコイル巻線の

トランスファ作業が開始されることとなりました．

４．中心ソレノイド（CS）用ダミー導体を米国に出荷
日本は，中心ソレノイド（CS）用超伝導導体の調達責任

を有しており，ITER機構と２００９年１２月に調達取り決めを

提携し，その試作・製作を実施しています．CS導体はステ

ンレス製コンジットを用いたケーブルインコンジット

（CIC）導体であり，Nb3Sn 超伝導素線を多段で撚り合わせ

た撚線を用いています（図６）．導体長は最大 918 mであ

り，総量４９本必要です．これらの導体からCSコイルを製作

する作業は米国が担当しており，日本で製作したCS導体

は米国に海上輸送する必要があります．

米国はCSコイルの製作R&Dの一環として，ダミー導体

を用いて導体巻き線技術を開発する予定です．ダミー導体

は，実際の超伝導導体と同じ製造工程で同じ長さの銅線を

用いて製作した導体です．日本はこのダミー導体の製作も

担当しており，本年１月末に 930 mのダミー導体を北九州

市の港から米国西海岸のロングビーチ港に向けて出荷しま

した（図７）．現在，超伝導線を用いた実物導体の製作も順

調に進んでおり，最初の超伝導導体については出荷前の性

能検査を行っています．この超伝導導体の米国への出荷は

本年６月頃を予定しています．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図５ 検証試験中のトランスファ装置．

図６ ダミー導体の米国への出荷．

図７ CS用超伝導導体．
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ITER だより�インフォメーション

１．製作性を考慮したダイバータカセット
原子力機構では ITER機構との調達取り決めにもとづ

き，ダイバータ外側ターゲット実規模プロトタイプの製作

を行ってきました．これまでに実規模プロトタイプ用プラ

ズマ対向ユニット（PFU）の評価試験（高熱負荷試験）を

２回実施し，合格することができました．このPFUを固定

し，冷却水を供給するためのマニフォールドの役割をもっ

ているのがステンレス製支持構造体（SSS）です．SSS は高

強度のステンレス鋼（XM-19，SS316L(N)-IG）を用います

が，原子力機構では内部の流路構造を工夫して，より製作

しやすい構造にするための検討を行いました．ITER機構

の詳細設計（Model-IO）では，ステンレス鋼板の溶接構造

となっており，図１（a）に示すような広い水室をもってい

ます．原子力機構が検討している構造（Model-JAEA）は，

溶接部の長さを短くして溶接変形を抑制することを狙い，

主にステンレス鋼鍛造材をドリルで繰り抜いた構造となっ

ており，図１（b）のような流路になっています．本構造で

はプラズマ対向ユニットへの冷却水供給部の近傍まで，４

本の配管が伸びる構造となっており，プラズマ対向ユニッ

トの流路毎の流速が不均一となることが懸念されました．

ITERダイバータでは流路毎の流量のバラつきを±１０％以

内とすることになっており，それぞれのモデルの３次元流

体解析を実施して比較しました．図２はPFU各流路の流量

を示しています．この結果から明らかなように，Model-

JAEAはModel-IOに比べて流量配分のバランスに優れ，流

路毎の流速のばらつきも小さいということが示され，本構

造を実規模プロトタイプ製作に採用するだけでなく，

ITER機構が作成中のフルタングステンダイバータの詳細

設計にも反映される見通しとなりました．

２．HVブッシングの大口径FRP絶縁管を製作し，
ITER要求性能（１段当たり 200 kV，１時間保
持）を達成

原子力機構は，日本国内機関として，ITERの中性粒子

入射装置（NBI）のうち，１MV電源高電圧部およびHV

ブッシングの調達を担当します．現在，ITER NBI に先立

ち，NBI 技術の実証を目的とした ITERと同規模の ITER

中性粒子ビーム実機試験施設（NBTF）をイタリア・パド

ヴァに建設中です．国内においてもNBTF用機器の製作が

進行中です．

HVブッシングは，最大 1MVの高電圧導体を真空中の

ビーム源（負イオン源，加速器）まで引き込むために電源

の伝送ラインの末端に取り付けられる絶縁碍子であり，絶

縁破壊を起こすことなく動作する安定性が求められます．

また，一般の電力用機器として用いられるブッシングとは

大きく異なり，１台のブッシングで 0.2～1 MVの５つの異

なる電位の導体群を同時に引き込む過去に例のない挑戦的

な機器です．

HVブッシングでは，コバール（ニッケル合金）とロウ付

け接合した大口径セラミックリング（内管）と繊維強化プ

ラスチック（FRP）リング（外管）を二重に組み合わせた

絶縁管を５段積み重ねて 1MVを絶縁します．ITERでは，

FRPリングをトリチウムの閉じ込め境界としており，セラ

ミックリング破損時にも機器の重量（約６０トン）や地震加

速度（最大２G）を支持しつつ，周囲との圧力差（0.6 MPa）

に耐える気密性を維持し，トリチウムを内部に閉じ込める

高い信頼性が要求されます．

これまでに，HVブッシングの実現に向けて，HVブッシ

ングの要素部品である世界最大口径のセラミックリングの

製作や同リングとコバールのロウ付け技術を確立してきま

した．他方，大型FRPリングは，従来大気圧下で内部を真

空にして使用していましたが，ITERでは１段あたり最大

で直流240 kVの電気絶縁に加えて，従来の使用環境に比べ

過酷な内外の圧力差最大９気圧に耐える強度が求められま
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図２ 各 PFU（PFU１～PFU１１：0.5カセット分に相当）の流速の
比較
Model-JAEAの方がModel-IOに比べて各 PFUの流速の差
が小さく，流れのバランスが良い．

図１ ITER機構の作成した詳細設計（Model-IO）と原子力機構の
提案する構造（Model-JAEA）
流体解析用モデルのため，構造材ではなく冷却水の存在す
る流路がモデル化されている．
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す．これらの要求を満たす大型FRPリングの製法の確立が

課題でした．そこで，ガラス繊維製シートを管状に巻いて

形成することにより十分な機械強度を確保し，また電気絶

縁を劣化させるFRP中のボイドを除去するために，真空中

でガラス繊維に樹脂を含浸させ，加熱して硬化，成形する

「真空含浸法」を採用しました．大型で厚肉ゆえガラス繊維

の巻き付け力が不均一となり，熱硬化時に発生する力が不

均一となって割れを生じることが懸念されましたが，

ITER用と同サイズ（外径 1.76 m，肉厚 55 mm，高さ 350

mm）のモックアップの試作を通して，ガラス繊維を均一

に巻きつけるジグを開発し，また，硬化時の温度履歴を最

適化することで，割れの発生を回避する製作手順を見出し

ました．さらに，このような試作検討を積み重ね，実物大

モックアップ（図３）を試作して性能試験を実施した結果，

ITERで要求される耐電圧性能（直流 240 kVを連続１時間

保持，および直流 220 kVを連続５時間保持），並びに内外

の圧力差９気圧に耐える機械強度と気密性を実証しまし

た．これを受けて，ITER用 HVブッシング用FRPの製作

手法を確立し，量産を開始しました．

３．ITER計画の展示と ITER機構職員募集説明会
の実施

原子力機構では，我が国から ITER機構への職員の応募

を促進する活動を行っています．その一環として，３月の

日本原子力学会（東京都市大学）の企業展示会に出展しま

した．展示ブースでは，来訪者に核融合，ITERなどに関す

る資料を配布し，ITER計画について説明するとともに，

ITER機構職員募集および登録の案内を行いました．ブー

スには，現在の ITERサイトの進捗状況を紹介したポス

ター，核融合関連施設の写真集，パンフレット等を展示し

ました（図４）．展示ブースは多くの学会参加者に興味を

持ってもらうことができ，ITERの進捗状況から調達機器

の技術的詳細まで，多くの質問が寄せられました．また，

学会会場のため参加者には学生も多く，熱心に説明を聴い

たり，研究所の見学に興味を持ってくれるなど，若い世代

にも核融合研究についてアピールすることが出来ました．

詳細については那珂 ITERウェブサイト（http://naka-

www.jaea.go.jp/ITER/index.html）の「ITER機構職員募

集説明会について」をご覧ください．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図３ 試作した HVブッシング用 FRPリング（上）と耐電圧試験
装置の様子（下）． 図４ 日本原子力学会（東京都市大）における ITER展示ブース．
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１．第１４回 ITER理事会開催： プロジェクトが
前進する中で理事会は ITERの進展と挑戦的
課題を評価した

２０１４年６月１８，１９日に，ITER機構のガバナンス機関で

ある ITER理事会がフランスのサン・ポール・レ・デュラ

ンスで会合を行いました．この２日間の会合に，７つの

ITER参加極－中国，欧州連合，インド，日本，韓国，ロシ

ア，米国－の全てから，上級代表がロバート・アイオッ

ティ議長（米国）の下，一同に会しました（日本からは土

屋定之文部科学審議官が代表団長として出席）（図

１，２）．

理事会は，ITER建設の進捗に留意しました．２０１３年１１

月に開催された理事会以来，計測建屋の基礎部が完成し，

トカマク建屋の基礎部の鉄筋補強は完了間近となり，クラ

イオスタットの現地作業建屋も完成しました．また，ITER

本部建屋の拡張部分は２０１４年１０月から利用可能となりま

す．主建屋とサイトのインフラに関する契約がすでに締結

され，今年末までに組立建屋及び現地サービス建屋の建設

作業が開始される予定です．主要機器の到着に向けて，

10,000 m2 の保管倉庫が計画されています．

７つの全ての参加極は，超伝導コイル，真空容器，クラ

イオスタットを含む，重要機器の製作の進捗報告を行いま

した．また，参加極は，それぞれの活動及び調達の現状と，

スケジュールの更新を最終的なものにしていくことの必要

性について議論しました．理事会は，スケジュールの遅延

拡大を止めるために更なる努力が必要な点を強調し，

ITER機構及び参加極に必要な措置をとることを指示しま

した．

理事会は，ITER機構による事業運営を改善するための

アクションプランの実施状況のレビューを行いました．理

事会はまた，事業の次の段階における挑戦的課題及び必要

事項に適切に対応した全体事業運営のために，ITER機構

と国内機関との更に密接な協力の重要性を強調しました．

２．ITERトロイダル磁場（TF）コイルの実機巻線
作業に着手

原子力機構は，調達を担当するITER向けTFコイルの製

作にあたり，実規模試作及びTFコイル製作装置の製作を

メーカと協力して進めています．これまでに，巻線作業，

冷媒入口部及びジョイント部の施工，トランスファ，導体

絶縁の各装置の検証を完了して，３月末から実機TFコイ

ルの巻線作業を開始し，これまでに３体のダブルパンケー

キの巻線作業を完了しました（図３）．これらの全てにお

いて，巻線の導体長さが管理基準である±0.01％を満足し

ていることを確認しました．

TFコイルの製作では，導体の超伝導生成のために６５０℃

で約１００時間の熱処理をする必要があります．一定の高性

能超伝導を確保するためには，６５０±５℃で温度を保持す

る必要があります．今回，実機TFコイル製作用の熱処理

炉を製作し，検証試験において６５０±５℃を十分に満足す

ることを確認しました．これにより，実機TFコイル巻線

の熱処理作業に向けた最終準備段階に進んでいます．

３．CS導体米国への引き渡しを開始
ITER 参加極間で国際合意された ITER用機器の製作分

担に基づき，日本は中心ソレノイド（CS）で用いる全４９本

の導体の製作を行い，米国はこれら導体を用いた中心ソレ

ノイドの製作を担当します．原子力機構はCS用導体の試

図１ 第１４回 ITER理事会メンバー（ITER機構提供）．

図２ 会議風景（前列右は日本代表団長の土屋文部科学審議官）． 図３ 製作を完了した実機 TFコイル用の巻線．
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作を２０１２年から開始し，このたび，最初の５本の導体が北

九州の工場で完成しました．同導体は，６月２５日に北九州

港響灘において次の製作工程を担当する米国へ引き渡さ

れ，米国カリフォルニア州ロングビーチに向けて貨物船で

輸送が開始されました．これにより，日本が担当している

ITER用機器が初めて海外に渡るという，ITERの建設にお

ける日本の貢献の重要な節目となりました．

CS導体は２０年の運転期間で６万回の「繰り返し電磁力」

を受けますが，２０１０年に実施した従来導体のサンプルを用

いた試験において，「繰り返し電磁力」に対して徐々に性

能が低下する技術課題に遭遇しました．この性能低下は導

体を構成する一部の超伝導素線が導体内部で変形すること

が原因で起こることを原子力機構が見出し，ITER機構と

協力して内部で超伝導素線が変形しにくい撚りピッチを短

くする改良を行うことにより，技術的課題を克服し，高性

能化した導体の量産に成功しました（図４，５）．

導体の製作は２０１７年まで続き，定期的に米国に輸送され

る予定です．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図４，５ 完成した導体の外観と輸送船に積み込まれる木箱に
入った導体．
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ITER だより�インフォメーション

１．タングステンダイバータの高熱負荷試験
原子力機構では ITER機構との調達取決めに基づき，ダ

イバータ外側ターゲット実規模プロトタイプの製作を行っ

てきました．一方，２０１３年１１月のITER理事会において，ダ

イバータの大きな設計変更が決定されました．この設計変

更は，ダイバータの表面保護材（アーマ材）を，これまで

の炭素繊維材とタングステンの組み合わせから，全てタン

グステンに変更（フルタングステン化）するというもので

す．これを受けて，原子力機構では，上記の調達取り決め

に基づく活動と並行して， ITER機構とのタスク契約に

基づいてフルタングステンダイバータの開発を行ってお

り，その第１段階としてアーマ材を全てタングステン（圧

延材）とした小型ダイバータ試験体を製作し，ロシアのエ

フレモフ研究所において高熱負荷試験を実施しました．こ

の試験では，ITERで想定される最大の定常熱負荷に相当

する20 MW/m2の熱負荷を繰り返し試験体表面に与え，試

験体の挙動を観察しました．試験中のタングステンアーマ

材の表面温度は再結晶温度（１３００℃）を大きく超える約

２６００℃に達し，その表面は結晶粒の粗大化及び軟化に伴う

塑性変形が観察されました．しかし，設計繰り返し数の３

倍強に当たる１０００回の繰り返しに対して，試験体は安定し

た除熱性能を維持するとともに，タングステンアーマ材に

は亀裂のような損傷は観察されませんでした（図１）．こ

の高熱負荷試験の結果，原子力機構が製作した小型ダイ

バータ試験体６体全てが ITERで要求される熱負荷条件を

満足することが実証され，タスクに基づく開発の第２段階

となる実規模のダイバータ試験体の製作と試験に移行する

こととなりました．実規模ダイバータ試験体は２０１４年度中

に製作を完了し，２０１５年度前半にエフレモフ研究所におい

て高熱負荷試験を実施する計画です．

２．ITERビジネスフォーラム２０１４の開催
２０１４年７月１－４日に韓国・ソウルにおいて「ITERビ

ジネスフォーラム（IBF）２０１４」が開催されました（図２）．

IBFは２００７年に始まり今回で４回目の開催で，参加企業は

１２０社，参加者は約２２０名でした．内訳は，欧州と韓国がそ

れぞれ全体の４０％，３０％を占め，日本からは，原子力機構

から３名，産業界の６社から１４名が参加しました．ITER

機構から ITERプロジェクト全体の進捗状況，各国の国内

機関からは担当する機器の調達活動の状況についての紹介

があり，また，各国で調達に参画している企業から最新の

進捗状況が紹介されるなど，全体で３３件の発表がありまし

た．日本からは，原子力機構那珂核融合研究所の草間

ITERプロジェクト部長からの日本の調達活動全体の紹介

に加え，超伝導コイルのセッションにおいて，三菱重工�，
�東芝，及び大同特殊鋼�からトロイダル磁場コイルやコ
イルケース等の製作状況が紹介され（図３），日本での製

作の進展が大変注目されました．また，原子力機構と上記

Journal of Plasma and Fusion Research Vol.90, No.9 September 2014

図２ フォーラムでの ITER機構及び国内機関代表者．

図１ 高熱負荷試験後の小型ダイバータ試験体で観測されたタン
グステンアーマ材の塑性変形（高熱負荷試験では中央の３
枚のアーマ材表面を電子ビームで繰り返し加熱した．エッ
ジ部分が湾曲し，隣同士のアーマ材が接触していますが，
目視可能な亀裂等は観察されませんでした）． 図３ ITERビジネスフォーラム２０１４の様子における日本からの発表．

５７７



３社がブースを開設し，各々の調達活動を紹介しました．

IBFの重要な目的の一つは，企業間，国内機関－企業間

の情報交換，企業の ITER調達活動への参入，協力の可能

性の模索です．全体セッションと並行して，３０分単位のス

ケジュールで組まれた面談が積極的に行われ，それぞれの

機関，企業が公式・非公式の話合いを通して ITERプロ

ジェクトの成功に向けたパートナーシップの強化を確認し

た４日間となりました．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）
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１．イーター用超小型の１３０万ボルト耐電圧試験
装置の完成

原子力機構は，イーター加熱用中性粒子入射装置（NBI）

（建設地：フランス），及びイーターNBI実機試験施設（建

設地：イタリア）に向けて，屋外に設置される巨大なNBI

用電源設備全体の耐電圧試験を一括して実施可能な，従来

よりも１０分の１程度の大きさの超小型・直流１３０万ボルト

耐電圧試験装置を完成した（図１）．

イーターNBI では，プラズマ加熱用の１００万電子ボルト

の高エネルギーイオンビームを発生するために，日本が調

達する１００万ボルト負イオン加速電源や伝送系等と欧州が

調達する負イオン生成電源を組み合わせ，全長８０メートル

を超える１００万ボルト超高電圧直流電源設備（以下，NBI

電源設備という）を製作する．従来１００万ボルトを超える機

器の耐電圧試験は，機器単体ごとに，水分やダストを管理

した建屋内で実施することが一般的であった．また，１００万

ボルトの高電圧を絶縁するためには，機器と建屋の間に１０

メートル以上の絶縁距離が必要である．このため耐電圧試

験は，機器単体の試験であっても，縦，横，高さそれぞれ

数十メートルにも及ぶ広大な試験室内で行われてきた．一

方イーターでは，NBI 電源設備全体を一括して耐電圧試験

することが求められていた．さらに，耐電圧試験装置の設

置面積も，従来と比べて１０分の１程度に小型化することが

求められていた．

そこで，絶縁ガスを封入した圧力容器内に耐電圧試験用

電源を収納して絶縁距離を短縮し，装置の小型化を図ると

共に，圧力容器をNBI電源設備に直接接続して大気から隔

離する構造とすることにより，耐電圧試験用電源周辺への

水分・ダストの流入を抑える構造を考案した．この設計に

当たり，絶縁ガスの耐電圧特性を取得し，１００万ボルト高電

圧の絶縁を高い信頼性で実現する絶縁ガスの仕様を定めた．

さらに，ダストが存在する場合の許容電界を新たに定め，

試験装置の形状や配置を決定した．その結果，従来の１０分

の１程度の超小型の１３０万ボルト耐電圧試験装置を実現し，

建設サイトに設置したNBI電源設備の一括耐電圧試験を可

能にした．製作は欧州の高圧ガスの規格に従って実施し，

日本調達機器の中で初めて欧州規格（高圧ガス規制）に合

格した．

今後本装置は，日本で製作する電源機器の耐電圧試験に

使用したのち，２０１６年にNBTF建設地のイタリアへ輸

送，２０１７年２月からNBI電源設備の一括耐電圧試験で使用

する計画である．

２．ITER実機トロイダル磁場（TF）コイルの最初
の巻線熱処理作業を実施

原子力機構は，調達を担当するITER向けTFコイルの製

作にあたり，実規模試作及びTFコイル製作装置の製作及

び動作検証試験をメーカと協力して進めてきた．これまで

に，巻線作業，冷媒入口部及びジョイント部の施工，熱処

理，トランスファ，導体絶縁の各装置の検証，及び実規模

試作試験を完了した．このうち熱処理については，超伝導

導体の性能を確保するために，６５０℃で約１００時間の熱処理

をするとともに，６５０℃においては±５℃で温度を保持する

必要がある．これまでに，実機TFコイル製作用の熱処理

炉を製作し，実規模での検証試験において熱処理炉が

６５０±５℃を十分に満足する性能を有することを確認した．

上記の実規模検証試験の結果を踏まえて，本年３月末か

ら実機TFコイルの巻線作業を開始し，これまでに５体の

巻線作業を完了した．今回，最初の巻線１体について超伝

導生成のための熱処理を実施し，成功裏に完了した

（図２）．今後，熱処理を終えた巻線の形状に合わせてラジ

アル・プレートの最終組み立てを実施し，第１号巻線の完

成に向けて，トランスファ以降の作業を実施する予定である．
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図１ 従来の 1/10まで小型化し，屋外で使用できる耐電圧試験
装置．

図２ 熱処理を完了した実機 TFコイル用の第１号巻線．
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３．ITER計画の展示と ITER機構職員募集説明会
の実施

原子力機構では，我が国から ITER機構への職員の応募

を促進する活動を行っている．その一環として，９月８～

１０日に京都大学吉田キャンパスで開催された日本原子力学

会２０１４年秋の大会企業展示会場に ITERサイトの建設状況

を紹介するポスターや ITER本体の組立アニメーション，

核融合関連施設の写真集などを紹介するブース（図３）を

開設した．昼休みには，核融合関連の発表会場において時

間をいただいてブース開設の紹介を行った結果，多くの学

会参加者に足を運んでいただいて核融合，ITER計画に関

する理解を深めていただくとともに，ITER機構職員募集

および登録制度を御案内した．学会参加者には学生も多

く，幅広い専門分野の若い世代にも，核融合研究に興味を

もってもらうことができた．

詳細については，那珂ITERウェブサイト（http://www.

naka.jaea.go.jp/ITER/index.php）の「ITER機構職員募集

説明会について」をご覧ください．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図３ 日本原子力学会（京大吉田キャンパス）における ITER展示
ブース．
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１．第１５回 ITER理事会開催：ITER建設における
重要なマイルストーン

２０１４年１１月１９，２０日に，ITER理事会は，フランスのサ

ン・ポール・レ・デュランスで会合を行った．この会合に

は，ITER加盟７極－中国，欧州連合，インド，日本，韓国，

ロシア，米国－の代表が，ロバート・アイオッティ議長

（米国）の下，一同に会した（図１，２）．理事会では，最

初に，本年６月に開催された前回のITER理事会会合以来，

ITER建設サイトにおける進捗として，８月にトカマク建

屋の基礎部分を最終化する重要なマイルストーンが達成さ

れ，そして現在，基礎レベルの壁の建設が開始されたこと

が報告された．今後は，ITERクライオスタットの組立の

ための巨大な現地作業建屋の開所式が１１月２１日に行われる

予定である．さらに ITERサイトでは，その他の１６の建屋

のための準備が本格化していく予定である．

理事会では，ITER加盟極より，重要機器の製作に関す

る進捗を報告し，また全体スケジュールの更新作業を進め

る一方，それぞれの活動の現状を議論し，スケジュール遅

延に対処するための全体的な取組みをレビューした．その

他，本島修氏の後任として，ベルナール・ビゴ氏を ITER

機構の機構長に指名した．ビゴ氏は，現在はフランスの原

子力・代替エネルギー庁（CEA）の長官であり，またフラ

ンスにおける ITERのための代表である．今後，ビゴ氏が

２０１５年に任務に就くことを視野に入れて，ITER協定に従

い５年の契約を正式に結ぶ予定である．

本島修氏は，「ITER機構の現在の機構長として，私は

ベルナール・ビゴ氏を次期 ITER機構長に指名するとの理

事会の決定を歓迎する．ビゴ氏は，長年の輝かしい経歴を

持ち，ITER計画をフランスがホストすると名乗りを上げ

た際の有力な支持者の一人であり，さらにフランスの

ITER計画実施における代表であり，ITERに深く関与して

きた．彼は，巨大事業のマネジメントの経験が豊富であり，

合意点を見出すことができるリーダーであり，素晴らしい

コミュニケーション能力をもち，そして核融合コミュニ

ティにおいてとても尊敬されている．私は，ビゴ氏が

ITER計画を前進させてくれると確信している．私はITER

計画の成功に向けて，引継期間を可能な限り効果的かつ有

益なものにするために，彼をサポートさせていただく．」

と述べた．

ビゴ氏は，「新しい段階に入る ITER計画を率いる大き

な責任を感じている．ITER理事会が私を信頼してくれる

ことは非常に光栄であり，理事会そして ITERに携わるす

べての人々の期待に応えるよう最大限努力する」と述べ

た．

２．ITER NBTF 高電圧電源の整流器用圧力容器の
完成

プラズマを加熱する中性粒子入射加熱装置（NBI）に先

駆けて，イタリア・パドバにおいて ITER NBI 実機試験施

設（NBTF）を建設中である．このNBTFにおいて，原子

力機構は１００万ボルトを発生する超高電圧電源機器の調達

を担当している．本電源を構成する５台の整流器のうち低

電圧側の２０万ボルト及び４０万ボルト発生用整流器２台の製

作を行ってきたが，このたび，これら整流器を収める圧力

容器について，イタリア圧力容器規制に基づく水圧試験に

合格し，予定通り完成に至った（図３）．

本整流器は，交流電力を直流２０万ボルトに整流して出力

するものであり，本機器を直列に５つ接続することで最大

１００万ボルトを発生する．イーターサイトの限られた空間

に設置するため，この整流器は定格６気圧の絶縁ガスを封

入した圧力容器内に高電位となる整流回路等を収納し，小

型化を図っている．このため，本圧力容器には十分な耐電

圧性能を有すると共に，イタリア圧力容器規制に準ずるこ

と，また特に溶接方法は欧州規格に準拠すること等が求め

られていた．そこで，３次元の電界解析を用いて圧力容器

の外形や内部構造を設計すると共に，イタリア圧力容器規

制に従って，肉厚，及び写真１に示す各種ポートの位置や

間隔を決定し，性能要求と圧力容器規制の要求との間に齟

齬のないよう留意して設計を進めた．
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図１ 第１５回 ITER理事会メンバー（ITER機構提供）．

図２ 会議風景（対面中央部に日本代表団）．
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今回，これら整流器用圧力容器を製作し，イタリア規制

当局立合いによる水圧試験を受験した結果，溶接方法が欧

州規格に適合していること，また最大運転圧力（絶対圧）

7.5 気圧の 1.5 倍の水圧で５時間以上水圧を保持し，異常の

ないことを確認して合格となり，本圧力容器は完成した

（図３）．

今後，１２月中に圧力容器内部に整流回路を設置し，耐電

圧試験・温度試験・出力試験を経た後，２０１５年２月末に納

入予定である．その後，２０１５年１２月までにNBTFへ輸送し

て据え付ける計画である．

３．ITER計画の展示と ITER機構職員募集説明会
の実施

原子力機構では，我が国から ITER機構への職員の応募

を促進する活動を行っている．その一環として，１１月の

PlasmaConference2014（新潟市 朱鷺メッセ）の企業展示

会に出展した．展示ブースでは，来訪者に核融合，ITER

などに関する資料を配布し，ITER計画について説明する

とともに，ITER機構職員募集および登録の案内を行った

（図４）．ブースには，現在の ITERサイトの進捗状況を紹

介したポスター，核融合関連施設の写真集，パンフレット，

及び ITER模型を展示した．ポスターセッションと同じフ

ロアであったため，展示ブースは多くの学会参加者に訪問

していただき，ITERの進捗状況から調達機器の技術的な

部分まで多くの質問が寄せられた．参加者には学生も多

く，熱心に説明を聴いたり研究所の見学に興味をもってい

ただくことができ，若い世代にも核融合研究についてア

ピールすることが出来た．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図３ ２０万ボルト整流器用圧力容器の完成．

図４ Plasma Conference 2014（新潟市 朱鷺メッセ）の企業展
示会の様子．
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１．日本の大学から ITER計画への貢献事例報告＊）

梶田 信（名古屋大学エコトピア科学研究所）

昨年１２月に開催された Plasma Conference 2014 のイン

フォーマルミーティングにおいて，大学から ITER計画へ

の貢献の事例を報告する機会をいただきました．これか

ら，ITER計画に貢献しよう，また貢献したいと思われて

いる皆様の何らかのご参考になればと思い，報告させてい

ただきます．

私は，ITER機構（IO: ITER organization）とのエキス

パート契約（協定）を名古屋大学のエコトピア科学研究所

を介して結び，２０１１年９月から約３年間，年間およそ５０日

間を，フランスの ITER機構で仕事をしてきました．ある

方から，エキスパートの公募が出ていることを何気なく教

えていただいたことが，そのきっかけになりました．

公募の内容は，「ITERプラズマ計測における，不純物

の放射モデリングの支援」というものでした．このような

契約を結ぶことが可能なのか，エコトピア科学研究所の事

務への問い合わせを始めました．大学とIOなどの国際機関

との契約はこれまで名古屋大学内で例がないようで，事務

担当の方々を困らせることになりました．

契約時に，第一に挙がってきたのが，兼職なのか兼業な

のかという問題でした．兼業と兼職の違いなど考えたこと

もありませんでしたが，その違いの一つの側面は，兼職は

報酬がなく他の職務を兼ねることで，営利事業を営むなど

報酬が発生する場合には兼業にあたるということでした．

兼業の場合には，休暇をとって出張をする必要が生じ，有

給が２０日だとすると，例え有給をすべて使ったとして

も，５０日の勤務は難しい．さらに，IOは半年を越える契約

は個人とはできないということがわかり，兼業という選択

肢は消えました．そして，名古屋大学エコトピア科学研究

所と IOが契約をして，兼職として出張して IOに勤務する

ことを認めてもらうということが可能性として残りまし

た．

エコトピア科学研究所の事務担当の方々のご尽力をいた

だき，２０１１年の９月から２０１４年の９月の三年間の契約を結

び，２０１５年１月現在，当初の契約を半年間延長し実施して

きております．およそ２カ月に一度，IOに赴き，およ

そ，１０日間ほど滞在するというスタイルで仕事を続けてき

ました．大学の運営費交付金を使って，通常の国際会議な

どで海外出張する場合と同じような手続きを行って，IO

に出張します．出張時に実施したことを，Monthly report

を書いて，請求書と共に IOに提出します．その後，

Monthly report が IO に受領されると，IOから大学の口座

に入金があり，運営費交付金としてデポジットされるとい

う手順になります．

IOは南フランスのサン・ポール・レ・デュランスとい

うところにありますが（当初は，カダラッシュ研究所内に

あった），短期の滞在者の多くはエクス・アン・プロバン

スという町に滞在しています．IOがバスを運行してお

り，朝と夕方に片道２ユーロで利用できます．

これまで私が実施してきたことは，真空容器内の光の反

射のモデリングです．分光計測においては，発光種によっ

てはダイバータ領域からの光が強烈（数桁以上）に強く，

スクレイプオフ層からの発光を見たい場合に，ダイバータ

からの光が真空容器内で乱反射し，いわゆる迷光が実信号

に比べて無視できなくなってしまう場合があります．特

に，ITERにおいては，第一壁およびダイバータがフルメ

タル（タングステンおよびベリリウム）であるため，光学

反射率が炭素材に比べて著しく高く，この迷光問題がこれ

までの装置に比べてより大きな問題となってくる可能性が

あります．この問題は深刻で，その解決のためのモデリン

グを商用のソフトウェアLightToolsを使用して行ってきま

した．モデリングの結果，壁が光を完全に吸収する場合に

比べて，反射の影響で数桁上昇することがわかってきまし

た［１］．また，スクレイプオフ層のみでなく，ダイバータ

領域の分光においても，発光強度の不均一性がある場合に

は，発光強度の弱い領域の信号が乱されてしまう可能性が

あることもわかってきました［２］．

エキスパート契約の履行に当たっての大変な点として

は，授業との調整や他の業務との調整などが挙げられま

す．例えば，授業を終えた後で出発するということや，業

務を終えて，夜の便での出張などを行ってきました．一方

で，色々な人と，しかも多国籍で，交流ができるのはその

利点の一つだと思います．複数の担当者とのディスカッ

ションなど，物事を進める上では，現地に赴くメリットは

とても大きいと感じています．

大学（や研究所）で働く研究者にとっては，アカデミッ

クな仕事をして論文を書くということが評価の指標になっ

ており（今後，論文以外の評価指標というのも必要なのか

もしれませんが），ITER計画に貢献して，その結果のアウ

トプットをどう研究成果としてまとめていくかというのは

重要な観点かと思います．その点においても，興味深い研

究テーマが多々あり，工夫やテーマの設定によってはアカ

デミックな成果をあげながら ITER計画に貢献していくこ

とが可能だと感じております．

IOにいると，日本人が少ないなあと感じることも多

く，ぜひ今後，ITER計画に参加する方が増えることを願

います．大学との契約などで問題がある場合には，何かお

役に立てることがあるかもしれませんので，お気軽にお問

合せください．

（＊：原子力機構からの要請による．）

参 考 文 献
［１］S. Kajita, E. Veshchev, S. Lisgo et al., "Influence of stray
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light on visible spectroscopy for the scrape-off layer in
ITER", Plasma Phys. Controlled Fusion 55, 085020 (2013).

［２］S. Kajita, E. Veshchev, S. Lisgo et al., "Influence of stray
light for divertor spectroscopy in ITER", J. Nucl. Mater.
(in press).

２．イーター・トロイダル磁場コイル用高性能超
伝導導体の製作を完了

核融合研究開発部門は，イーター（ITER）の主要機器で

あるトロイダル磁場コイルに用いる高性能な超伝導導体

（以下「導体」という．）を開発し，量産技術の確立により

日本が分担する全導体の製作を完了した（図１）．昨年１２

月までに，製作した導体の評価試験によりイーター機構が

良好な性能を承認して，製作の完了が確定された．

原子力機構はイーター参加７極中で最も多い全体の２５％

の導体製作を担当し，２００７年から世界に先駆けて導体の製

作を開始し，製作を進める中で長尺化による新たな技術課

題を解決して量産技術を確立した．製作した導体は前例の

ない長さで，総延長 22 km，総重量は２１５トンに達した．

導体の製作完了はイーター建設における重要なマイルス

トーンの達成であり，原子力機構では，完成した導体を用

いてトロイダル磁場コイルの製作を開始するなど，イー

ター建設を着実に進めている．詳細は，以下のURLを参照

いただきたい．

http://www.jaea.go.jp/02/press2014/p15012602/

３．第２１回 ITER企業説明会を開催
２月４日，３１団体から５３名の参加者を迎えて，東京八重

洲において第２１回ITER企業説明会が開催された．今回は，

文部科学省仙波秀志研究開発戦略官より，ITER計画，

ITERサイトの建設状況，ITER機構の職員，幅広いアプ

ローチ（BA）活動の現状，ヘリカルおよびレーザー方式の

研究開発状況，核融合エネルギーの段階的発展，原子炉に

向けた現在の検討状況や核融合技術の産業応用について説

明いただいた（図２）．また，原子力機構の草間義紀 ITER

プロジェクト部長からは，ITER計画における日本分担機

器の調達状況，ITER国内機関としての活動内容および組

織構成，日本が担当する主要本体機器に関して８８％の調達

取決めが締結されたことが説明された．さらに，初プラズ

マまでの調達スケジュール，ジャイロトロンの調達進展，

ITERブランケット遠隔保守装置の調達進展，ITERテスト

ブランケットの開発取決め，ITERトリチウム除去系の共

同調達，ITER知的財産管理および情報の普及に関する規

則など，様々な分野で原子力機構の各発表者が説明した．

講演後には参加された企業の方から多くの質問があり，活

発な意見交換が行われた．

本企業説明会についての詳細は ITERウェブサイト

（http://www.naka.jaea.go.jp/ITER/index.php）の「企 業

説明会の開催について」を参照いただきたい．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図１ 図北九州市の専用工場にて製作が完了した最後のトロイダ
ル磁場コイル用導体． 図２ 第２１回 ITER企業説明会の様子．
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１．臨時 ITER理事会開催：ベルナール・ビゴ博
士が新 ITER機構長に

ITER 理事会は，２０１５年３月５日にフランスのパリにて

開催された臨時理事会において，次期 ITER機構長として

本島修博士の後任となるベルナール・ビゴ博士を任命した．

ビゴ博士は，著名な科学者であり，フランスの原子力・

代替エネルギー庁（CEA）の前長官であり，ITER機構長に

なる前は，フランスにおける ITER代表でもあった．また，

長年にわたる著名な経歴を有し，ITER計画に深く関わっ

てきた．大規模な計画やプロジェクトの十分なマネジメン

ト経験を有し，ITER参加極の間で合意点を見出すことに

長けた交渉能力の高い優れたリーダーであり，核融合コ

ミュニティから高い敬意が払われている．ビゴ博士は速や

かに機構長としての職務を開始した．

２０１４年にスケジュール遅延に直面し，ITER理事会は，

プロジェクトの新しいベースライン（スコープ，スケ

ジュール，コスト）を策定することを決定した．ビゴ機構

長は，本島機構長の下で開始された新しいスケジュールの

策定作業を継続し，新しいベースラインを２０１５年１１月の

ITER理事会会合で示す予定である．

プロジェクトが，設計の完了から本格的な建設段階に移

行することから，本島博士からその後任であるビゴ博士に

早急に引き継ぐことが必要となった．ビゴ博士から名誉

ITER機構長の称号を授与された本島博士は，重要かつ非

常に複雑な国際的な挑戦に多大な貢献を果たし，ITER理

事会に感謝の意を表しつつ，ITERを離れることとなった．

本島博士は次のように述べた．「ITER理事会がビゴ博

士を次期機構長に任命したことは喜ばしく，心より祝福し

たい．今日までの皆様の暖かいご協力に感謝します．また，

名誉機構長の称号をいただけたことを大いに誇りに思う．」

ITER理事会は，ビゴ博士が提案したアクションプラン

を承認した．このアクションプランは，直近の運営評価の

勧告内容に沿って対処するものであり，プロジェクトの

ベースラインを改訂することに重点を置いている．

ビゴ博士は次のように述べた．「世界は，長期に渡る持

続的なエネルギー供給を可能にする革新的な技術を必要と

している．磁場閉じ込めによる核融合は，最も有望な選択

肢の一つである．私は，イノベーションを起こすことを目

的とする ITERのような大規模で野心的な国際研究プログ

ラムに貢献できることを非常に誇りに思う．私は，必ず

ITER参加極の期待に応えるべく，最善を尽くす．」

２．ITER用 NBI の２０万ボルト直流発生器の完成
日本は ITERのプラズマを加熱・電流駆動する中性粒子

入射装置（NBI）の超高電圧電源機器（直流１００万ボル

ト，６０アンペア，連続１時間運転）を調達する．今回，こ

のうち２０万ボルト直流発生器（図２）の製作を完了し，

ITERの要求値である定格電圧の1.2倍に相当する２４万ボル

トで連続１時間の出力を実証した．これは，ITER用 NBI

の調達において，最初の高電圧電源機器を完成させたもの

であり，重要なマイルストーンを工程通りに達成した．

この直流発生器は，昇圧変圧器とダイオード整流器から

構成され，入力電圧である交流４，５００ボルト（150 Hz）を昇

圧・整流して，直流２０万ボルトを出力するものであり，直

流発生器５段を直列接続して直流１００万ボルトを発生する．

従来のNBI電源との大きな違いは，電圧が２倍以上高いだ

けでなく，１時間の長時間運転にある．変圧器内部の絶縁

紙と絶縁油から成る多層絶縁体に直流電圧を印加した場

合，時間経過とともに高抵抗の絶縁紙に高い電圧が偏って

印加され，従来NBI の数十秒の運転に比べ，ITERの１時

間連続運転では電界強度が５倍高くなり，放電に至る危険

性があった．そこで，この電圧の偏りを防ぐよう，絶縁紙

の厚みや構造を工夫し，R&Dを通じて長時間に渡り直流

電圧を維持する技術を確立し，本機器に適用した．

本機器の完成を皮切りに，今後は，残りの直流発生器４

台及び１００万ボルト伝送ラインを製作し，イタリアに建設

中の ITER用NBI実機試験施設に輸送して，２０１５年１２月か

ら据付け工事を開始し，NBI のビーム生成試験に用いる．
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図１ 臨時 ITER理事会出席者（ITER機構提供）．
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３．先進計測開発棟の建設
原子力機構は，那珂核融合研究所の東地区に，日本が調

達を担当する ITERプラズマ計測装置（マイクロフィッ

ションチェンバー，ポロイダル偏光計，周辺トムソン散乱

計測装置，ダイバータ赤外サーモグラフィー，ダイバータ

不純物モニター，ダイバータ熱電対，上部ポート統合機器，

下部ポート統合機器）の開発を目的として，先進計測開発

棟を建設した（図３，４）．建設工事は平成２６年３月初旬に

着工し，その後７月に建屋基礎工事，８月にアクセス道路

造成工事，９月には鉄骨工事が完了した．平成２６年１月に

外壁パネル取付け及び屋根取付けを完了し，その後内装工

事，電気設備工事及び機械設備工事を進め，平成２７年３月

中１３日に竣工し，４月より運用を開始した．

先進計測開発棟は鉄骨造，地上１階であり，計測開発室

の大きさは，幅 25 m，長さ 80 m，高さ 12.5 m である．

１０トンを超える大型機器の取り扱いのため，２０トン／３ト

ンクレーン及び大型搬入シャッター（開口：5 m×5 m，

２カ所）を設けている．また精密光学機器／電子機器を取

り扱えるよう，全体空調換気設備を有している．先進計測

開発棟内では，各計測装置それぞれの詳細設計，最終設計

及び製作の各過程で必要となる要素機器の開発試験，シス

テム組立調整，総合性能試験及び ITER機構への発送前の

図２ ２０万ボルト直流発生器と，これを構成する昇圧変圧器と整流器．

図３ 先進計測開発棟の外観． 図４ 計測開発室の内部で完成記念撮影．
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最終検査等を並行して行うことができるよう，計測装置ご

とに開発エリアを割り当てている．特に，ポロイダル偏光

計エリアには，遠赤外レーザー開発用のレーザー室を，周

辺トムソン散乱計測装置エリアには，YAGレーザー開発

用のレーザー室を設置する．また，受変電設備を収納する

電気室，消火設備を収納する機械室，開発実験データの整

理を行うためのデータ整理室が附設されている．

５月には，韓国国立核融合研究所（NFRI）に貸与して

KSTARトカマク装置での確証試験を行っていた ITER原

型YAGレーザー装置が返納される．返納後はレーザー室

内での据付け調整を経て，今年度中に ITER周辺トムソン

散乱計測用YAGレーザー装置の実機開発を開始する予定

である．

４．ITERビジネスフォーラム２０１５の開催
２０１５年３月２５－２７日にフランス・マルセイユにおいて

「ITERビジネスフォーラム（IBF）２０１５」が開催された．ベ

ルナール・ビゴ新 ITER機構長の歓迎挨拶（図５）から始

まったフォーラムは，２００７年の初回から数えて５回目であ

る．ITERの地元，南仏で開催された今回は，参加企業４０６

社，参加者８６４名（欧州大陸：約９１％，アジア（インド，韓

国，中国，日本）：８％，アメリカ１％）を集めて盛況で

あった．日本からは，原子力機構，岡崎製作所，大同特殊

鋼，東芝，東洋炭素，三菱重工，三菱電機６社から１８名が

参加した．ITER機構から，ITERプロジェクト全体の進捗

状況，各国の国内機関からは担当する機器の調達活動の状

況についての紹介があり，また，各国で調達に参画してい

る企業から最新の進捗状況が紹介されるなど，１０２件の発

表があった．日本からは，原子力機構那珂核融合研究所の

井上研究主席から日本の調達活動全体の報告があり，さら

に日本の調達を担う国内各企業から，ダイバータ，トロイ

ダル磁場コイルの導体，巻線及び構造物の製作状況とブラ

ンケット遠隔保守装置の製作プランが紹介され，日本での

製作の進展が大変注目された．

IBFの重要な目的の一つは，企業間，国内機関－企業間

の情報交換，企業の ITER調達活動への参入，協力の可能

性の模索である．原子力機構と国内企業３社が共同でブー

スを開設し，各々の調達活動を紹介した（図６）．さら

に，３０分単位のスケジュールで企業間のビジネス面談が積

極的に行われ，それぞれの機関，企業が公式・非公式な話

合いを通して ITERプロジェクトの成功に向けたパート

ナーシップの強化を確認した３日間となった．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図５ 歓迎挨拶をするベルナール・ビゴ新 ITER機構長． 図６ 日本国内機関の展示ブースでの説明．
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ITER だより�インフォメーション

１．多田栄介前那珂研副所長が ITER機構の副機
構長に就任

那珂核融合研究所の多田栄介前副所長（図１）が，５月

１日付けで ITER機構の副機構長に就任した．

多田前副所長は１９８７年旧日本原子力研究所に入所し，超

伝導コイルや真空容器，遠隔保守機器の研究開発に携わっ

た．入所１０年後には，ドイツのガルヒンクで ITER概念設

計活動に参加し，１９９９年からは，ITERの国内誘致のため

に安全規制の策定を主導するなど，工学設計活動期間中に

は日本のプロジェクトリーダーの役割を担い，２００１年に

ITER最終設計報告書を取りまとめた．その後，ITERの日

本誘致を強力に推進したが，フランスへの建設決定

後，２００６年には現地サン・ポール・レ・デュランスにいち

早く着任し，ITER機構の「７人のパイオニア」の一人とな

り，２００７年から２０１０年まで ITER機構の中央統合・技術部

門長及びプロジェクトオフィス長という戦略的な地位を勤

めた．２０１２年に帰国後は日本の国内実施機関長として，ま

た那珂核融合研究所副所長並びに ITERプロジェクト部長

として，日本国内でのITER調達活動を主導するとともに，

ITER機構及び各極との連携強化に尽力してきた．

本年３月に機構長に就任したベルナール・ビゴ氏は新体

制の整備を精力的に進めており，その中で多田前副所長

は，これまでの核融合と ITER計画への揺るぎない信念を

評価され，２人の副機構長のうちの１人として ITER機構

に迎えられたものである．多田前副所長は，ビゴ機構長と

共に ITER機構のシニアマネージメントチームを率い，

ITER参加極の国内機関長他，関係者間の意見調整担当，

また計画管理，原子力安全保障と品質保証等の担当とし

て，ITER計画全体のプロジェクト管理を任されることと

なった．

２．第１６回 ITER理事会開催：ITERは目に見えて
進捗しているが，解決すべき重要な課題が存
在

２０１５年６月１７日から１８日に，ITER機構の統治機関であ

る ITER理事会が，フランス，サン・ポール・レ・デュラ

ンス市で開催された．会合には，ロバート・アイオッティ

議長（米国）の下，加盟７極（中国，欧州連合，インド，日

本，韓国，ロシア，米国）の全上級代表が集った（図２）．

各極は，幹部事業委員会を設置することにより，ITER

機構と国内機関をプロジェクト指向型組織として１つの

チームに完全に統合するベルナール・ビゴ新機構長の取組

に留意した．

深刻な遅延の累積を認識しつつ，事業を前に進めるた

め，事業目的，コスト，スケジュールを統合した事業計画

の更新を目指し，作業が進められている．この更新した事

業計画は，２０１５年１１月の次回 ITER理事会会合で議論され
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図１ ITER機構副機構長多田栄介氏．

図２ 第１６回 ITER理事会出席者（ITER機構提供）．
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る資源を割当てたスケジュールを含む．ITER理事会は，

この資源を割当てたスケジュールはファーストプラズマを

可能な限り早期に実現するよう最適化することを要請し

た．これまでの遅延をできるだけ回復するために，ITER

機構は，ファーストプラズマに向けた作業を行いつつ，利

用可能な時間に残りの機器を最大限据え付け，本格的な運

転の開始を可能な限り早く実現する．

ITER理事会は，ITER機構，国内機関及び各極に対し

て，重要／超重要機器のスケジュール遅延を止めるため

に，クリティカルパスとなっている機器及び設計を固める

ことを最優先として，引き続き密に協力していくよう要請

した．

ITER理事会はサイトを視察し，建設現場の進捗を直接

確認した．その中には，今年初めにサイトに到着した高電

圧の変圧器や２つの巨大な排水タンクといった最初の重量

機器も含まれる．

２０１５年 ITER運営評価を実施するジャンミン・サン教授

（中国）と契約に署名した．

３．ITERトロイダル磁場（TF）コイル第１号巻線
のトランスファ作業を完了

原子力機構は，調達を担当するITER向けTFコイルの製

作にあたり，実規模試作及びTFコイル製作装置の製作を

メーカと協力して進めている．これまでに，巻線作業，冷

媒入口部及びジョイント部の施工，熱処理，トランスファ，

導体絶縁，カバー・プレート（CP）溶接，ダブル・パン

ケーキ（DP）絶縁の各装置の検証，及び実規模での検証試

験を完了した．このうちトランスファでは，超伝導導体を

D形状に成型し超伝導生成熱処理を終えた巻線をラジア

ル・プレート（RP）の溝に挿入する．具体的には，２層の

巻線間に隙間を設けて，この隙間に斜めに傾けたRPを挿

入し，２層の巻線間を繋ぐ箇所を通過した後にRPを水平

とし，RPを回転させて巻線とRPのD形状を合わせる作業

を実施する（図３）．この作業においては，超伝導導体に

0.1％以上の歪が加わるとその性能が劣化することから，超

伝導導体に 0.1％以上の歪が加わらないように，パンケー

キ間の距離を約 400 mm以下の距離に保持する必要があ

る．これまでに，実規模の巻線を用いた検証試験において，

トランスファ作業中に超伝導導体に加わる歪の量を測定

し，歪量が 0.1％以下であることを確認してきた．

上記の実規模検証試験の結果を踏まえて，本年５月に実

機TFコイル第１号機の１本目の巻線についてトランス

ファ作業を実施し，成功裏に超伝導導体のRP溝への挿入

を完了した．また，次工程の導体絶縁の作業についても無

事完了した（図４）．今後，第１号巻線の完成に向けて，

CP溶接以降の作業を実施する予定である．

４．KSTARでの共同実験の完遂により YAGレー
ザーが帰国

原子力機構がトカマク環境での確証試験を行うために，

韓国国立核融合研究所（NFRI）に貸与していた ITER周辺

トムソン散乱計測用原型YAGレーザー装置が，NFRIから

返却された．このレーザー装置は，２０１５年５月８日に

NFRI の KSTARトカマク実験棟を出発し，５月９日に成

田空港に到着，５月１３日に通関手続き後，５月１４日に那珂

核融合研究所内先進計測開発棟へ搬入された（図５）．

原子力機構とNFRIは，ITER周辺トムソン散乱計測用原

型YAGレーザー装置を用いた共同実験のための取決めを

２０１１年１１月に締結した．この取決めに基づき，原型YAG

レーザー装置（ITERだより３３参照）は，２０１２年４月から

NFRI の KSTARトカマク実験棟へ移設され，２０１２～２０１４

年のプラズマ実験において，トムソン散乱計測用のレー

ザー装置として運転された．この３年間に原子力機構は，

レーザー装置の信頼性に係るデータを取得し，このレー

図３ トランスファ作業の流れ．

図５ 先進計測開発棟内に搬入された ITER原型 YAGレーザー装
置．木箱１２箱に分けて輸送された．手前左端の木箱にレー
ザー光学系が搭載された光学テーブルが格納されている．

図４ トランスファ及び導体絶縁作業を完了した TFコイル第１
号機用の巻線．
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ザー装置がトムソン散乱計測に問題なく使用できることを

実証できた．KSTARトカマク実験装置は，このレーザー

装置を用いたトムソン散乱計測により，電子温度・密度分

布の時間変化を 10 ms 毎に計測できるようになり，Hモー

ドペデスタルの急峻な分布形状などを計測し，物理研究を

進展させた．以上の成果を得て，本共同実験は昨年度終了

した．

YAGレーザー装置は，１２箱の木箱（総重量 7,336 kg）に

分けて空輸され，陸上輸送は１０トントラック２台で輸送さ

れた．一番大きな木箱には，レーザー光学系が搭載された

光学テーブルが格納されており，木箱サイズは縦 450×横

178×高さ 153 cm，重量は 2,295 kg であった．ITERプロ

ジェクトでは調達機器をフランスの ITER建設地へ輸送し

なければならないが，今回レーザー装置のような精密機器

の輸送を経験することにより，今後の精密機械輸送のため

の知見も得た．

現在，先進計測開発棟内（ITERだより５１参照）にレー

ザーの開発を行うためのクリーンルームを組み立て中であ

り，８月頃完成の予定である．クリーンルーム完成後に，

このレーザー装置は，クリーンルーム内へ据え付け調整さ

れ，その後，本格的な開発が行われる予定である．

５．ITER・TFコイル構造物の製作技術で苅田記
念賞受賞

２０１５年５月２９日に，日本鋳鍛鋼�と原子力機構は，
「ITER（核融合実験炉）用高窒素ステンレス極厚鍛鋼品の

製造技術の開発」の研究成果により，火力原子力発電の発

達改善に顕著な貢献をした技術者に授与される火力原子力

発電技術協会「苅田記念賞」を受賞した．受賞対象は，

ITERの TFコイル構造物で使用されている極厚鍛鋼品の

製造技術開発で，複雑形状，極厚，かつ，液体ヘリウム温

度で均質な内部品質（機械的性質および超音波検査での透

過性）を有する鍛鋼品の大量生産に成功したことが評価さ

れた．

ITER TFコイルは超伝導導体等で構成される巻線部と

巻線部を収納するコイルケースからなる．コイルケース

は，液体ヘリウム温度（4 K）で 900 MPa 以上の 0.2％耐力

を実現するため，高窒素を含有する極厚の高窒素オーステ

ナイト系ステンレス鋼（316LN）鍛鋼品が必要であり，さ

らに，信頼性向上のための溶接部の低減，機械加工コスト

の削減のため，最終形状に近い極厚鍛鋼品が必要とされ，

複雑形状で最大約 1,000 mm厚さの極厚高窒素 316LN鍛鋼

品の開発が必要であった．しかし，このようなステンレス

鋼極厚鍛鋼品の製作実績はなく，内部品質を確保し，かつ

最終製品形状により近い形状で鍛造成形を行うことは難し

いと考えられていた．

そこで，これらの課題を解決するために，原子力機構と

日本鋳鍛鋼�は，２００４年に 0.2％以上の窒素を含有する
400 mm厚さの 316LN鋼の試作を実施し，液体ヘリウム温

度での機械的性質を含めた内部品質を確認し，ITER要求

値を満足することを確認した．極厚かつ複雑形状への鍛造

成形技術については，実験室規模での実験による検討を進

めるとともに，２０１２年に，最終設計形状の部材を対象とし

た検討を行い，内部品質を確保し，かつ，最終製品により

近い形状で成形する鍛造技術を開発した．さらに開発した

鍛造技術の妥当性，及び液体ヘリウム温度での機械特性を

含めた内部品質を，２０１２年に実物大の試作により確認した

（図６）．これらの結果を基に，２０１３年以降，実機向け鍛鋼

品を日本のITER計画への貢献の一部として製造している．

上記研究開発により，鍛造後重量及び鋼塊重量を従来技

術である一般的な鍛造方法に比べ，大幅に削減することが

できただけでなく，製造時の機械加工の低減も実現し，

ITERの要求を満足するTF構造物の製作が可能となった．

本受賞は，原子力機構の液体ヘリウム温度という特殊環境

下での材料特性評価技術と日本鋳鍛鋼�の製造技術が融合
することで成し得た成果である．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図６ TFコイル構造物部材の最終製品（例）．

Information
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１．第２回日中韓 ITER国内機関技術会合
中国，日本，韓国による第２回日中韓 ITER国内機関技

術会合が，７月２０－２２日に京都府木津の日本原子力研究開

発機構の関西光科学研究所で，日本がホスト国となって開

催された．会議には各国の政府関係者も含め，中国，韓国

及び日本から合計約４０名が出席し，ITER機器の製作技術

に関する意見交換を行い，ITERプロジェクト成功に向け

た３か国の強固な協力関係を再確認した（図１）．

会議初日にはレセプションが行われ，各国政府関係者に

よる式辞の中で，ITERプロジェクトの着実な進展には，

３か国の強固な協力が必須であることが共通に表明され

た．技術協議では，各国内機関長が第１回の技術会合（平

成２６年１２月）からの調達機器の進捗報告を行い，その後，

ブランケット，ダイバータ，テストブランケットモジュール，

超伝導導体，超伝導コイル，真空容器，及び計測等の調達

機器に係る品質保証・管理及び技術的課題に関する１５件の

取組み事項について，プレゼン及び議論が行われた．前回

会合で項目毎に割り当てられた主担当者は，他国の担当者

と密接に連携して議論を主導し，今後のアクションをまと

め上げることができた．また，３か国の国内機関は今後統

合したプロジェクトチームとして ITER機構に品質保証・

管理における共同案を提出することで合意した．

次回は来年に韓国にて開催する予定である．

２．NBTF 用高電圧電源製作の進展
ITER 計画の下，現在，ITER用中性粒子入射装置と同等

な性能を有するNB実機試験施設（NBTF）をイタリア・パ

ドバのRFX研究所に建設中である．原子力機構は，NBTF

用の直流発生器や電力を伝送するトランスミッションライ

ン（TL）等，NBTF電源の中核機器の調達を担当しており

（図２），直流発生器の一部の製作を完了した後に，TLの

製作と工場試験を進めてきた．

TLは全長100 m，直径1.5～2 mの金属管内に電位の異な

る導体が通線された構造を有している．導体間の絶縁距離

を短くするために，金属管内には，高圧力（６気圧）の絶

縁ガス（六フッ化硫黄ガス：SF6）を封入する．このため，

イタリアの圧力容器規制（Raccolta VSR）に従って，金属

管を設計・製作し，イタリア高圧ガス協会の許認可を得

た．金属管内には，５つもの異なる電位の導体が通されて

おり，各導体はエポキシ製の絶縁スペーサーで金属管から

支持されている．最大電位１００万ボルトの導体内部には

ビーム源に供給する高周波電力用同軸導体や計測信号線な

どが通線されている．絶縁スペーサーの長さや形状，導体

の配置については高電圧導体間の電界の他，金属管内のご

みの集塵効果による耐電圧低下を防止するために接地電位

である金属管内底面部にも許容電界を定め，詳細な電界計

算により寸法や配置が決定された．さらに，金属管の支持

構造は，地震や熱伸びによる応力集中を避けるために，最

大 40 mmスライドする機能を有している．

これまでに全長約 100 mの TLの８割の製作を終了して

おり，その内約５割に相当する部分の耐電圧試験を完了し

ている．TLの耐電圧試験（図３）では，直流１２０万ボルト

（常用電圧の 1.2 倍）での長時間保持試験（１時間）や電源

システムの出力動特性を考慮した変動電圧印加試験等，

ITERの要求性能すべてに合格した．今後残りの部分の試

験を完了させ，計画通り９月中旬にRFX研へ輸送を開始す

る予定である．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

Journal of Plasma and Fusion Research Vol.91, No.9 September 2015

図２ NBTF電源システム．

図１ ７月２０‐２２日に京都府木津で開催された第２回日中韓 ITER

国内機関技術会合の参加者． 図３ 伝送ラインの耐電圧試験（左）と内部断面構造（右）．
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１．CSインサートコイル試験の完了
ITER 計画において日本が調達を分担する中心ソレノイ

ド（CS）導体が，要求される超伝導性能を満たしているこ

との最終確認として，CS導体を用いた試験コイル（CS

インサートコイル）を製作し，原子力機構那珂核融合研究

所が保有する大型超伝導コイル試験装置（CSモデル・コ

イル試験装置）に組込み，性能確認試験を行い，７月末に

この試験を完了した（図１）．この試験結果から，CS導体

が充分な導体性能を有することが確認できた．

CS導体は，５７６本のNb3Sn 超伝導線と２８８本の銅線から

なる撚線が，外形49 mmの角形ジャケットに挿入された構

成である．CS導体の製作は平成２４年より開始しているが，

CS実機の動作条件（磁場 13 T，電流 40 kA）での導体性能

の最終確認が求められていた．

CSモデル・コイル試験装置は，ITER工学設計活動で開

発された大型超伝導コイルを用いて，直径 1.6 mの空間に

13 Tの強磁場を発生でき，CS実機の動作条件の導体性能

を評価できる．CSインサートコイルは，このCSモデル・

コイル試験装置で導体性能評価試験をするための試験コイ

ルで，CS導体を直径1.5 mのスパイラル状（約９ターン）に

巻いたものである．導体長は約40 mで，このうち高磁場部

は約 10 mあるため，精度のよい評価が可能である．CS

インサートコイルをCSモデル・コイル試験装置に組込

み，２月末から５ヶ月間試験を実施した．実機動作条件で

の導体性能（分流開始温度）は，約 6.7 K と要求値 5.2 K

より約1.5 K高い値を確認した．また，１万６千回繰り返し

て電磁力を与え，極低温から室温まで熱履歴を３回与えた

が，導体性能の低下は見られなかった．この結果から，CS

導体が実機動作条件において充分な導体性能を有すること

が確認できた．なお，詳細な導体性能の解析は，今後 ITER

機構，米国も含めて行っていく予定である．

２．ITERトロイダル磁場（TF）コイル第１号巻線
の導体絶縁作業を完了

原子力機構は，調達を担当するITER向けTFコイルの製

作にあたり，実規模試作及びTFコイル製作装置の製作を

メーカーと協力して進めている．これまでに，巻線作業，

冷媒入口部及びジョイント部の施工，熱処理，トランス

ファ，導体絶縁，カバー・プレート（CP）溶接，ダブル・

パンケーキ（DP）絶縁及びDP含浸の各装置の検証，及び

実規模での検証試験を完了した．このうち導体絶縁では，

ラジアル・プレート（RP）の溝に挿入した生成熱処理を終

えた超伝導導体（導体）を持上げ，超伝導導体の外周に絶

縁テープを巻き付けた後に，絶縁済みの導体をRPの溝に

挿入する．具体的には，導体持上げ装置でRPの溝に挿入さ

れた導体を持上げ，４台のテーピング・ヘッドで６層の絶

縁テープ（ガラスとポリミドの接着テープ（GKテープ）１

層，クエンチ検出テープ１層，GKテープ３層，ガラステー

プ１層）を導体外周に巻き付け，導体降下装置で絶縁済み

の導体をRPの溝に再挿入する（図２）．この作業において

は，導体に 0.1％以上の歪が加わるとその性能が劣化する

ことから，導体に0.1％以上の歪が加わらないように，導体

を持上げる約 6200 mmの区間で持上げる導体の高さを約

384 mm以下とする必要がある．これまでに，実規模の巻

線を用いた検証試験において，導体絶縁作業中に導体に加

わる歪の量を測定し，歪量が 0.1％以下であることを確認

してきた．また，導体のRP溝への再挿入による絶縁テープ

の損傷がないことを確認した．

Journal of Plasma and Fusion Research Vol.91, No.11 November 2015

図１ 試験コイルの試験装置への組込み． 図２ 導体絶縁装置．
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上記の実規模検証試験の結果を踏まえて，本年６月に実

機TFコイル第１号機の１本目の巻線について導体絶縁作

業を実施し，成功裏に超伝導導体のRP溝への挿入を完了

した（図３）．また，次工程のCP溶接作業についても無事

完了し，第１号巻線の完成に向けて，DP絶縁及びDP含浸

の作業を実施する予定である．

３．最後となる ITER導体会議をフランス ITER
機構本部で開催

ITER 超伝導コイルに用いる超伝導導体（導体）は，

ITER機器の中で最も早く２００７年に最初の調達取り決めが

結ばれ，さらに ITER参加６極で分担する前例のない国際

協力体制での製作となった．９月現在で導体全体の７８％の

製作が終了している．導体は最長918 m（CSコイル用導体）

であり，最大68 kA（TFコイル用導体）の電流を通電する，

これまでにない長尺の大電流導体である．そのため製作を

進めるにあたり，多くの予想外の技術課題に直面したが，

ITERのプロジェクトの円滑な実施のためには，早期に適

切な対応が求められた．また，ITER参加極で共通する課

題が多くあるため，参加極間での技術課題の共有と議論

が，解決への早道となる．そこで，ITER機構が主導する形

で，２００８年から導体製作担当極の技術者らが集まる ITER

導体会議を毎年１～２回開催し，課題を解決してきた．し

かし，全体では導体製作は終盤となってきており，新たな

課題も少なくなったことから，９月１５～１７日までフランス

ITER機構で最後の第１４回導体会議を開催した．ITER参加

６極から合計約４０名が参加し，これまでに得られた技術的

知見のレビューを含め，技術課題と製作状況についての発

表と議論を行った．最後に導体製作に係わった各極のメー

カー等の功績をたたえるために，プレートを作成しビゴ

ITER機構長による除幕式を行った（図４）．これは現在

ITER機構本部に掲示されている．なお，日本では引き続

きCSコイル用導体の製作を２０１７年まで，他の極でも PF

コイル用導体等の製作が続くため，今後は個別に ITER機

構が会議を開く予定である．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図３ 導体絶縁作業を完了した TFコイル第１号機用の巻線．

図４ ビゴ ITER機構長による導体製作に係わったメーカー等の功績をたたえるプレートの除幕式．

Journal of Plasma and Fusion Research Vol.91, No.11 November 2015

７４２



ITER だより�インフォメーション

１．第１７回 ITER理事会開催：ITER計画の進捗を
確認

２０１５年１１月１８日から１９日に，ITER機構の統治機関であ

る ITER理事会が，フランス，サン・ポール・レ・デュラ

ンス市で開催された．会合には，ロバート・アイオッティ

議長（米国）の下，加盟７極（中国，欧州連合，インド，日

本，韓国，ロシア，米国）の全上級代表が集った（図１）．

理事会は ITER機構と各極の国内機関が示したプロジェ

クトの進捗についてレビューを行い，ITERの設計と初期

建設の段階から本格的な建設段階への変化期にある中，新

しい機構長のリーダーシップの下で達成された成果に特に

注目した．

理事会は，機構長，新しいマネジメントチーム及び各極

国内機関による，過去８ヵ月のプロジェクト文化を改善す

るために払われた多大な努力を認識した．ITER機構は，

建設と組立，コミッショニングの完了までに行われる

ITERシステム，建屋，機器の製作と組立についての緻密

なボトムアップレビューと解析を実施している．理事会

は，この系統だった統合解析とレビューにより，ITER計

画の目的，優先順位，リスク，コストについての理解が大

きく改善されたことがファーストプラズマまでの全体的な

スケジュールに結実していると認識した．

理事会は２０１６年から２０１７年をカバーするスケジュールと

マイルストーンを承認し，全体的なスケジュールと関連し

た資源の独立したレビューを実施し，スケジュールの促進

とコストの減少のために可能な追加の方法の検討を決定し

た．２０１６年６月までにこれらのレビューを完了し，ファー

ストプラズマまでの全体的なスケジュールの合意への到達

を計画している．

理事会は ITER機構と国内機関のパフォーマンスが２０１６

年から２０１７年のマイルストーンを達成するよう，緻密にモ

ニターし，２年間に渡りこれらのマイルストーンの実施を

可能とするように，必要な資金の再配分を承認した．

加えて，理事会はこの８ヵ月の間の建設と機器製作の目

に見える進捗について認識し，感謝した．これは例えば，

欧州国内機関による現地における建設の進捗，組み立て建

屋の骨組みとトカマク建屋の一階部分のプラットフォーム

の完成，マグネットの進捗，中性粒子入射装置，遠隔保守

などである．

インドは，すでに現地にて建設が完了しているクライオ

スタット建屋にて組み立てられる，ITERクライオスタッ

トの初期機器の製作，予備組み立て，輸送を完了すると同

時に，ITERの冷却排熱システムのための最初の冷却パイ

プの製作を完了した．

米国調達の４つの 400 kV変圧器が現地へ輸送され据付

されると同時に，米国調達の冷却システムと中性粒子入射

システムのためのドレインタンクも現地に到着した．

中国は電力ネットワークのパルス電源設備の最初の一式

の製作と試験が完了し，マグネットフィーダー，補正コイ

ル，ブランケット第一壁の製作における品質保証マイルス

トーンを達成した．

日本はトロイダル磁場コイルの量産を開始した．ITER

用ダイバータのためのプラズマ対向機器のフルタングステ

ン試作機を製作し，ITERに必要な性能が証明された．

ロシアは ITER用マグネットの超伝導撚線の納入のその

責務を完全に満足した．ロシアの ITERダイバータテスト

設備において，日本，欧州及びロシアからダイバータプラ

ズマ対向機器のための高熱負荷試験も進行中である．ベリ

リウムの製造を開始し，ジャイロトロン試作施設の受け入

れ試験をパスした．

韓国において，ITER用真空容器とサーマルシールドの

製作が進行中であり，組立に必要な多くの ITER専用ツー

ルの設計マイルストーンが達成された．

理事会は，ITER参加極の１２ヵ国の研究所や企業を含む

調整努力とニオブチタン材の材料科学，多国間における設

計方法，生産基準，品質保証，試験方法の進展により，超

伝導導体の生産が完了したことに特に留意した．理事会

は，この協力で ITERの全ての参加極にもたらされる重要

な利益と，エネルギー産業だけでなく，医療用撮影や輸送

への応用など，いくつかの他分野への分野をまたがる交流

とイノベーションへポジティブな影響を与えることを認識

した．

２．NBTF用超高電圧電源の開発を完了，イタリア
へ到着

ITER 中性粒子入射装置（NB）はビームエネルギー

1MeV，単機入射パワー 16.5 MWという，既存システムの

２倍以上の高エネルギーNB装置であり，高電圧・高出力

の要求に加えて，放射線環境ゆえの 1MV真空絶縁，加熱

電流駆動装置として ITERプラント内で統合・一体化等が

求められる．このため，ITERでは，ITER NBと同等の性

能を有するNB実機試験施設（NBTF）をイタリア・パドバ

のRFX研究所に建設し，実機の製作に先駆けて試験を行う
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計画である．

このうち日本は，1MV超高電圧直流電源の中核機器の

調達を担当し，製作を受注した日立製作所㈱と共に機器の

開発・製作を進めてきた．これまでに，対地 1MVを絶縁

しつつイオン源用電源に電力を供給する絶縁トランスの開

発に成功し（平成２５年３月），また超高電圧試験電源を開

発して（平成２６年１０月），前号報告のとおり，超高電圧複数

導体入りトランスミッションライン（TL）の開発を完了し

た．1MVの直流超高電圧は，昇圧変圧器と整流器を組み合

わせた直流発生器（DCG）５台を直列に接続して発生す

る．この度DCGの開発が完了し，５台のうち低電位側の３

台（200 kV，400 kV，600 kV発生用）のDCGを製作して

出荷前試験に合格し，約８割にあたるTLと共に日本が調

達するNBTF機器の初めての海外輸送として，日立港を出

港した．

このNBTF電源機器を積載した貨物船は，１２月７日に霧

に煙るベネチアの陸地側に位置するマルゲラ港（図２）に

入港し，直ちに内陸 40 kmに位置するパドバに向けて陸送

され，１０日に現地へ到着した（図３）．

日本からの機器の到着に合わせて，RFX研において機器

の到着と工事の開始を祝う式典が開催された．式典には，

パドバ市長，ビゴ ITER機構長，ガリバEC-ITER 局長，

ジャンニーニ伊教育大学研究大臣代理，バラバスキー欧州

国内機関長等，要人が参加し，日本からも文科省の板倉審

議官他の関係者が出席した．

日本からは事前に数名の現地据付工事担当，工程調整担

当等数名が現地入りして準備を進めてきており，翌日から

電源機器の据付工事を開始した．また残りの日本の調達機

器についても製作を順次進めており，完成次第，２０１６年内

にイタリアへ輸送する予定である．

３．ITERトロイダル磁場（TF）コイル第１号の構
造物の製作に進展

原子力機構は，ITER機構との調達取り決めに従い，

ITER向けTFコイル用構造物（TFCS）の製作を進めてい

る．TFCSは，超伝導導体などで構成される巻線部（WP）

を挿入する容器のうち ITERのインボード側（トカマク装

置中心側）容器（AU），アウトボード側（装置外側）容器

（BU），AU用の蓋（AP），BU用の蓋（BP）の４個の部品

で構成される（図４）．これらの部品は，ステンレス鋼製の

百数十個に及ぶ材料を製作した後に，これらの材料を機械

加工し，それらの部材を順次，溶接接続して製作する．こ

の製作においては，WPの挿入及びトカマクへのTFコイル

の据付観点で高い製作精度が求められており，高さが約

16.5 m，幅が約3.4 mのAUに対しては，最も厳しい個所で

は±2 mmの精度が要求されている．このような製作精度

を達成するためには，材料の高精度での機械加工のみなら

ず，部材を溶接する際の溶接変形を抑制することが重要と

なる．

原子力機構では，これまでに実規模でのTFCSの試作を

実施し，この中で溶接変形を許容値以下とするために溶接

条件や溶接手順等を最適化し，TFCSの製造計画を確立し

てきた．この製造計画に基づき，２０１４年４月から実機TF

コイル用のTFCSの製作を開始し，本年１１月にTFコイル

第１号機用のAUの主構造体（全長 14 m）の製作を完了し

た（図５）．この後，このAUにはトカマク内での他の機器

と取り合うための付属品やTFCSを冷却するための配管が

取り付けられ，２０１６年夏には本AUが完成する予定である．

また，第１号機用のAU以外の部品や，第２号機以降の部

品についても順次製作を進めている．

図２ ベニス マルゲラ港での荷揚げ．

図３ RFX研に到着した機器（トランスと電送系）． 図４ TFコイルの構成部品．
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４．ITER計画の展示と ITER機構職員募集説明会
の実施

原子力機構では，我が国から ITER機構への職員の応募

を促進する活動を行っている．その一環として，１１月のプ

ラズマ・核融合学会第３２回年会（名古屋大学 東山キャン

パス）および１２月の低温工学・超伝導学会（姫路商工会議

所）の企業展示会に出展した．展示ブースでは，新たに制

作した ITER計画パンフレット，ITER Photo Book（ITER

機構編集の写真集）などの資料を配布し，ITER計画につ

いて説明するとともに，ITER機構職員募集および登録の

案内を行った（図６，図７）．ブースには，ITERの職員募

集を紹介したポスター，日本国内機関（JADA）と那珂核

融合研究所を紹介したポスター，Newton 核融合特集号な

ど関連資料及び ITER模型を展示した．それぞれポスター

セッションと同じフロアであったため，展示ブースには多

くの学会参加者に訪問していただき，ITERの進捗状況か

ら調達機器の技術的な部分まで多くの質問が寄せられた．

参加者には学生も多く，熱心に説明を聞いたり，研究所の

見学に興味をもっていただいたりすることができ，若い世

代にも ITERをアピールすることができた．プラズマ・核

融合学会と低温工学・超伝導学会で合わせて約１００名が来

訪し，大盛況だった．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

図５ 主構造体の製作が完了した TFコイル第１号機用の AU．

図６ プラズマ・核融合学会第３２回年会の展示ブース．

図７ 低温工学・超伝導学会の展示ブースの様子．
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インフォメーション

1.日本において，インボード側コイルケースの

第 1号機製作完了

量子科学技術研究開発機構（量研）は，日本が調達責

任を有する ITER向けトロイダル磁場（TF）コイルの製

作を進めている．TFコイルケースは，中に巻線部を格納

して巨大な電磁力を支持するコの字断面の主構造物と，

巻線部格納後にプラズマ側から被せるカバー・プレート

で構成される．また，1 号機のコイルケースは，インボー

ドとアウトボードに分けて，それぞれ，三菱重工及び現

代重工が分担して製作を進めている．

コイルケース用の材料には，6 万トンにも及ぶ巨大な

電磁力が加わるため，運転温度の 4 Kでも良好な靱性を

満足した上で，非常に高い強度が要求さている．このた

め，4 Kで 1,000 MPaの耐力及び 180 MPa√mの靱性を担

保するように，特別に開発したステンレス鋼（JJ1）を高

応力部に使用している他，窒素含有量を0.2％程度まで高

めた高強度のフルオーステナイト（316LN）ステンレス

鋼を使用している．その上ほぼ全てが極厚材であること

から，これまでに製造経験のない大型鍛造材料の開発，

製造を進め，2014 年 4 月から，コイル容器の製作に着手

した．

TFコイルケースは，長さ 16 mにも及ぶ巨大な構造物

であり，上記の材料を溶接で組み上げ，機械加工で仕上

げている．コイルケースは，10 mを超える大型構造物で

あるにもかかわらず，1 mm以下の公差が要求されており，

通常の大型溶接構造物で超高精度と言える溶接変形量

の公差（約 1/1000）に比べても，1 ケタ以上上回る高精

度の要求となっている．これに対して，溶接部は最大200 

mmを超える極厚のものとなり，溶接変形の制御が大き

な課題であった．インボードの製作では，溶接変形を測

定しながら，溶接変形を打ち消すように，表裏面から溶

接を行うことで，この課題を解決することに成功した．

また，大型構造物用の高精度機械加工機の使用に加え，

加工時の構造物の温度変化による熱収縮の影響も制御し

ながら，機械加工を実施することで，最終製品として，

1 mm以下の公差も達成している．

以上のようなチャレンジングな要求を満足させるため

に，量研，製作メーカー，ITER 機構が一丸となって最大

限の努力を行い，インボード側コイルケースの第 1 号機

の完成に漕ぎつけた．その最終検査として，インボード

部主構造物とカバープレートの仮組試験を実施し，14 m

以上の溶接開先において，±0.3 mmの厳しい公差を達成

できていることを確認した．加えて，仮組試験では，約

半日で主構造物とカバープレートを組上げることができ

ている．

この第 1 号機のインボード側コイルケースは，今後，

同号機のアウトボード側を量研との契約の下で製作して

いる現代重工にて，アウトボード側コイルケースとの仮

組試験を実施し，巻線部の製作とコイルケースとの一体

化を担当する欧州にインボード，アウトボード共に送付

される予定である（図 1）．2017 年 7 月 21 日に，インボー

ド側コイルケースは，三菱重工から現代重工に向けて出

荷された．

2.ITER NBTF用高電圧電源機器の最終輸送便が

イタリアに向けて出港

ITER中性粒子入射装置（NBI）で要求される高出力負

イオンビーム加速を確実にするため，イタリア・パドバ

に NB実機試験施設（NBTF）を建設中である．量研は，

NBTFに必要な 1 MV高電圧電源機器の製作を 2012年か

ら開始し，2015 年 8 月から NBTFサイトに向けて機器を

順次搬出し，現地での据付工事を進めてきた．この度，

すべての機器を完成し，最終輸送便が 8 月 1日に日立港

を出港した（図 2）．

NBIは ITER における主要なプラズマ加熱装置であり，

エネルギー 1 MeV，ビーム電流 40 A，連続出力時間 1 時

間の性能が求められる．これは，既存の NBI機器に比べ

てビームエネルギー，電流がそれぞれ 2 倍，出力時間が

360倍となる高い要求性能である．そこで ITER実機に先

立ち，実機と同一性能を有する NBTFをイタリア・パド

図 1 インボード側コイルケースの第 1号機，三菱重工から

現代重工への出荷準備完了．

図 2 NBTF 用高電圧電源機器最終輸送便の出港（茨城県日立

市の日立港にて）．
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バのコンソルツィオ RFX 研究所（以下，RFX 研）内に建

設中である．

量研は，2012 年，NBTF用直流 1 MV高電圧電源機器

の製作に関して ITER機構と調達取決めを締結し，同年，

製作契約を締結（受注者：（株）日立製作所）して機器

の製作を開始した．本機器は，全長が 100 mにも達する

大規模なものであり，直流 1 MVを発生する直流発生器，

直流出力からリップルを除去する直流フィルター，接地

側から直流 1 MVの電位上の負イオン生成部に電力を供

給するための 1 次－ 2 次巻線間で直流 1 MVを絶縁する

1 MV絶縁変圧器，3 つの電源伝送ライン，絶縁ガス中の

電力導体・配管を真空中に絶縁導入する高電圧ブッシン

グなど，多数の機器で構成されている．量研は，完成し

た機器を段階的に輸送し据付けを行うために工程調整を

図り，全体工程の遵守と機器の保管期間・場所の最小化

に努めた．また，事前にイタリア国内の陸送ルートの調

査を実施して輸送制限寸法を割り出した結果，多数の機

器を分割して輸送せざる得ないことがわかったが，現地

での再組立て作業の増加は，作業エラーや塵埃混入など，

機器の性能に関わるリスクの増加につながるため，対策

として，分割数をできるだけ減らし，さらに機器筐体内

の内包機器を外さずに運べるよう輸送姿を工夫した．ま

た，現地での再組立てにあたっては，製作メーカーの協

力を得て再組立要領書を用意し，量研の現地駐在員（常

時 2 名）による管理体制の下，RFX 研の契約業者作業員

約 20 名とともに作業を進めた．このようにして，これま

で計 5 便の輸送を完遂し，全体の 9 割の機器の据付が完

了している．

今回，第 6 便となる最終便では，本年 3 月までに完成

した伝送ラインの一部，本電源機器の動作試験時に使用

する模擬負荷抵抗，直流1.3 MV出力の試験用電源等を積

載し，8 月 1 日に日立港からイタリア・マルゲラ港に向

けて出港した．これにより約 5 年にわたり製作してきた

NBTF用高電圧電源機器の出荷が完了した．

今後は，今回出荷した機器が 10月初旬にNBTFサイト

に搬入されて据付けられ，2018年度中に日本調達機器の

試験検査を完了させる予定である．

3.第 13回日韓核融合研究協力における合同主調

整役会合を那珂核融合研究所にて開催

第 13 回日韓核融合研究協力における合同主調整役会

合（13th Joint Coordinators’ Meeting, JCM13）が，2017

年 7 月 6 日に量研那珂核融合研究所で開催された．日本

からは文部科学省，量研，核融合科学研究所から 16 名，

韓国からは未来創造科学部（MSIP），韓国国立核融合研

究所（NFRI），全北大学から 9名，合計 25 名が参加した

（図 3）．

この会合では，両国の核融合研究開発に関する報告が

それぞれ行われ，引き続いて，2016 年度の核融合分野に

おける研究協力（ITER技術協力，KSTAR協力，人材育成）

の実績が報告され，さらに，2017 年度の両国の研究協力

の作業計画が提案され，承認された．両国の核融合研究

における主調整役である松浦重和文科省研究開発戦略官

とイム・チェグウォン韓国未来創造科学部課長補佐が会

議録に署名を行い，会合が成功裏に閉会した．次回の会

合は 2018 年に韓国で開催されることとなった．

会合後，出席者は，那珂研にて建設中の JT-60SA（大

型超伝導トカマク装置）の見学を行い，また見学後，NFRI

と量研の機関間協力で実施した ITERソレノイドコイル用

超伝導撚線の性能評価に関する協力が成功裏に完了した

ことに対して，量研那珂核融合研究所 栗原研一所長か

ら NFRIのキム・キマン所長へ感謝楯が手渡された．

本会合により両国の核融合研究協力の進展のみなら

ず，研究者間の友好的な関係を確認することができた．

今年度も引き続き，両国における核融合研究協力が友好

的に進められていく．

4.第 4回日中韓 ITER国内機関技術会合の開催

日本，中国，韓国による第 4回日中韓 ITER国内機関技

術会合が，中国科学技術部雲南省局の支援を受けて2017

年 8月 2〜 4日に中国雲南省昆明市の世紀金源大飯店で

開催された．会議には各国の政府関係者を含め，日本か

ら 9 名，中国から 37 名，韓国から 11 名の 57 名が参加し

た（図 4）．この会議では，ITERのための調達機器の設計・

製作に関する最新の状況の報告と技術課題に関する議論

図3 JCM13出席者による記念撮影．
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や調達活動に関する共通課題についての議論が行われ

た．

会合では，各国政府関係者の式辞の後，最初のセッ

ションでは各国の国内機関から機器の調達状況が報告

された．いずれの国内機関も着実に調達活動を進めてい

ることを確認した．

引き続いて，ブランケットとダイバータ技術，テスト・

ブランケット・モジュール（TBM）技術，超伝導導体と

コイル技術，構造物の製作技術，計測装置技術，電源技

術，ITER調達に関わる課題に関する7つのセッションが

行われ，それぞれのセッションで各国内機関から進捗報

告があり議論を行った．

本会合により，最近の良好事例や今後の円滑な調達を

進めるための提案を取りまとめるとともに，ITER計画

の成功に向けた東アジア3カ国の国内機関間の協力の重

要性や，ITER機器調達に係る技術協力を引き続き推進

していくことを確認した．

5.ITER計画及びITER機構職員募集説明会の実施

量研は ITER 国内機関として，核融合エネルギーと

ITER計画への理解，ITER機構への職員応募を促進する

ための広報活動を行っている．

8 月 10 日には東芝未来科学館，8 月 18 日には三菱み

なとみらい技術館にて「イーターってなに？」と題して

核融合や ITERに関する解説及び実験を行った（図 5）．

今回の説明会では，太陽観察や超伝導，真空，人工ダイ

ヤモンドに関する実験を行った．真空実験では，大気圧

の存在を実証する実験や真空中と大気中の物の変化を

比べる実験を行い，ITERの核融合は真空中で核融合反

応を起こすことを説明した．参加された方々には，各実

験を体験していただき，実験を通して ITERの技術を知っ

ていただいた．実験の最後には，小学生を中心とした参

加者との質疑応答を行い，太陽に関する質問を受け，核

融合や当研究所が行う研究開発を多くの方に知ってい

ただき，併せて ITER計画についてもご理解をいただい

た．

今後もこのような広報活動を通して，核融合エネル

ギーや ITERを幅広い分野の方々にアピールをして，理

解を深めていただけるよう活動を続けていく．

  （量子科学技術研究開発機構  

核融合エネルギー研究開発部門）

図4 第4回日中韓ITER国内機関技術会合の参加者．

図5 ITER説明会での解説及び実験の様子．
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インフォメーション 

 

1. ITER用170 GHz - 1 MWジャイロトロンの2機

目の完成検査を終了  

 ITERでは，電磁波でプラズマを加熱する電子サイクロ

トロン加熱・電流駆動（ECH/ECCD）システムの中核と

なるジャイロトロン（電磁波発生装置）を24機使用する．

電磁波によるプラズマ加熱の原理は電子レンジによる食

品の加熱と同じであるが，電子レンジが周波数2.45 GHz，

出力 600 W なのに対して，ITER ジャイロトロンは 170 

GHz，1 MWである．日本，欧州，露，印により 24 機の

ジャイロトロン調達を分担するが，日本国内機関である

量子科学技術研究開発機構（以下，量研）は，170 GHz 

- 1 MWジャイトロン 8 機の製作を進めており，2018 年

2 月までに 4 機を完成（図 1），2018 年 10 月には 1 機目の

完成検査を終了させ（ITERだより（72）参照），その後

も 2 機目の完成検査を進めてきた．完成検査における要

求性能は， 

・ 1 MW - 300 秒，電力効率 50％以上 

・ 1 MW - 300秒，電力効率 50％以上のショットで成功

率 90％以上（20ショット中 18 ショット以上） 

・  0.8 MW以上及び 60 秒以上で，1 ～ 5 kHzの出力変調

運転 

である．図2左に 1 MW - 300秒の運転波形（上から順に，

ボディ/アノード/カソード電圧，ビーム電流，出力），右

にビーム電流に対する出力及び電力効率のグラフを示

す．安定した連続動作，及びビーム電流 30 A以上におい

て電力効率50％以上で安定に動作することを確認した．

また，繰返し率（高周波発生ON/OFFの時間の比率）25％

で1 MW出力/300秒間/電力効率50％以上の20回連続運

転で成功率 95％を実証した．さらに，出力変調運転でも

要求性能を満足し，2019 年 7 月にその結果を ITER機構

へ報告してジャイロトロン2機目の完成検査に合格した． 

 

2. 量研理事長表彰：核融合炉のためのレーザー

偏光計の研究  

 量研では，プラズマを閉じ込める磁力線のねじれ量で

あり安定性の指標である安全係数を，レーザー偏光計で

高精度に計測する手法をソフトウェア・ハードウェアの

両面から研究を行っている．その研究成果を用いて，レー

ザー偏光計を従来の研究室規模から ITER の規模にス

ケールアップし，日本が調達を担当する ITERポロイダル

偏光計に適用した．レーザー偏光計では計測データをト

モグラフィ処理することで，安全係数分布を得る．ITER

のプラズマは，従来よりも高温，高密度で大体積（JT-60U

の約 8 倍）であるため偏光の変化が複雑化（ファラデー

効果とコットン・ムートン効果がカップリング）し，測

定誤差が増大することが課題となっていた．従来無視し

てきた偏光の楕円化も測定するとともに，他の計測器で

測定した電子密度及び電子温度の1次元分布を計算の中

に組み込むことで高精度な安全係数評価を可能にした

（誤差が 15 ％以上低減）．また，偏光の楕円化を高精度

かつ外乱に影響を受けないように測定するために，回転

波長板方式を世界で初めて導入し，2 msの時間分解能を

有するこれまでにない実時間計測システムを完成させた．

これらのソフトウェア・ハードウェアの設計は，ITER機

構が開催する設計レビュー会合において審査され，ITER

ポロイダル偏光計の設計として承認されている． 

 従来のレーザー偏光計は安全係数か電子密度のどちら

か一方しか測ることができなかったが，安全係数に加え

て電子密度及び電子温度の分布も同時に測定可能となる

図 2 完成検査データの一例．左： 1 MW - 300 秒波形，

右：ビーム電流 vs 出力，効率． 

図 1 ITER ジャイロトロン実機．左： 2 機目の試験セット

アップ，左： 1, 3, 4 機目．  

図3 令和元年度 量研理事長表彰（研究開発功績賞）を受

賞した際の今澤主幹研究員． 
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画期的な評価手法を新たに開発した．本手法を適用する

には，レーザー偏光計の測定データ（偏光面の回転と楕

円化）以外に，最外殻磁気面の位置形状だけが既知であ

れば良い．そのため，設置できる計測装置の数に限りの

ある将来の核融合炉にとって重要な手法として国内外で

高く評価されている． 

以上の「核融合炉のためのレーザー偏光計の研究」に

関する成果で，今澤良太主幹研究員らが令和元年度 量

研理事長表彰（研究開発功績賞）を受賞した（図 3）． 

今後も核融合エネルギー実現に向け，更に研究開発に

精進していく． 

 

3. ITER 機構中央統合本部長への着任報告 

吉田篤司，Head of Central Integration 

Office, ITER Organization  

 5 月 15 日に ITER機構（IO）の中央統合本部長（Head 

of Central Integration Office）に着任して，約 2 カ月が経

過した．当職の責務は，システムズエンジニアリング，

物理的・機能的設計統合，機器構成管理，設計取合管理，

設計図書管理，などの設計管理を実行する組織の運営で

ある．よって，IOのエンジニアリング部門ならびに国内

機関を横断的に取りまとめることが要求される．そのう

えで，複雑かつ大規模であることを特徴とする ITERプロ

ジェクトにおいては，物理的・機能的設計統合と機器構

成管理に期待される結果を着実に出していかなければな

らない． 

 職場においては，そもそもプロジェクトが複雑かつ大

規模であり，さらには人類初の核融合実験炉建設特有の

要因もあり，山あり谷ありという局面も多々ある．しか

し，関係者の間でプロジェクトの大きな目標が共有され

た環境で，Bigot 機構長の強いリーダシップの下，ITER 

Values* を行動基準とする同僚・部下，そして国内機関の

方々と手を携え，前進する努力を，日々，していくとこ

ろから本物のやり甲斐なり達成感が出てくるものと考え

ている． 

こちらでの生活について言えば，若い頃からフランス

の芸術に関心があったため，フランスに住んでいること

自体に感激しているのであるが，美味な食物やワインが，

手頃な価格で日常的に手に入ることを第一に申し上げた

い．南仏という場所がら，陽光をたっぷり浴びた地元産

の野菜や果物はもちろん，地中海の魚類もなかなか良い．

地中海産のマグロは，日本では冷凍モノであるが，こち

らでは生で手に入る．欧米人あこがれのプロバンスの生

活はもとより，Aix-en-Provence に住居を構えれば，フラ

ンスの優雅な都市文化に浸ることもできる．近隣には

Where to goも随所にある．ITER が Coteaux de Pierrevert

という良質なロゼワインの産地に立地していることも頭

の片すみに入れていただきたい． 

 以上のような，仕事・生活の均衡と充実は，当職の個

人的見解にとどまらず IO 日本人職員に共通した感想と

思う．本稿に目を通したことが，人類の未来を切り開く

ITERプロジェクト参画へのきっかけになれば，幸いであ

る（図 4）． 

* ITER Values: “ITER Organization Code of Conduct” 

（ITER行動規範）で定められた ITER機構職員が従う基

準であり，Diversity and Inclusiveness, Trust, Team mind 

set, Loyalty, Excellence, Integrity について示されている．  

 

4. 第 6 回日中韓 ITER 国内機関技術会合 

 日本，中国，韓国による第 6回日中韓 ITER国内機関技

術会合が，8 月 1 日～ 2 日に韓国ソウルのプレジデント

ホテルにて開催された．各国の政府関係者も含め，会議

には日本，中国，韓国からそれぞれ，13 名，15 名，14

名が出席した（図 5）．会合では設計・製作が進んでいる

各国の調達機器についての最新状況の報告と，技術課題

や調達管理上の課題に関する議論が行われた． 

冒頭に会合の主催者である韓国科学情報技術部の Jee

課長より挨拶があり，3カ国の国内機関の協力の重要性

を強調し，それが ITERプロジェクトの推進に大きく貢献

することを表明された．また，文部科学省の新井知彦研

究開発戦略官（核融合・原子力国際協力担当）からは，

韓国への会合開催の謝辞と，3 カ国の協力が，2025 年に

予定されている ITERのファーストプラズマ達成を導くこ

とが強調された． 

続く技術的議論では，先ず各国の国内機関長から最新

の進捗の報告があり，中国からは，政府が全力を上げて

核融合開発を推進しており，ITER と次期装置 China 

Fusion Engineering Test Reactor（CFETR）に特に注力し

ていること，日本からは逐次の製作体制に移行した TF

コイルの製作進捗状況，イタリア・パドバで建設中の ITER

中性粒子入射加熱装置実機試験施設用に日本が製作し

た高電圧電源機器の据付が終了し耐電圧試験を開始した

ことなど，韓国からも大型機器の真空容器や TFコイル

と真空容器のアセンブリングツールなどの製作進捗の報

告があった．また，ブランケットとダイバータ技術，コ

イルや真空容器などの構造物，超伝導コイルと導体技術，

及び計測技術に関して，固有の課題とその対処について

発表と議論が行われた． 

 本会合は，各国の機器製作で遭遇する技術的な課題の

みならず，品質管理等の管理上の課題や，プロジェクト

推進上の課題についても議論し共有化しており，必要に

図4 ITER機構中央統合本部長 吉田篤司氏． 
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応じて3カ国で，プロジェクトを取りまとめている ITER

機構への共同提案の作成も会議直後に行っている．今回

も機器の輸送や保管，文書承認メカニズム等に関する共

通課題の解決等について，共同提案する準備を進めるこ

とで合意した． 

 次回の会合は 2020 年に中国で開催する予定である． 

  

5. ITER計画及びITER機構職員募集説明会の実

施 

 量研は ITER日本国内機関として，核融合エネルギー

と ITER計画への理解，ITER機構への職員応募を促進す

るための活動を行っている．その活動の一環として，7

月 10 日～ 12 日に横浜で開催された第 14 回再生可能エ

ネルギー世界展示会＆フォーラムに出展した（図 6）． 量研のブースには3日間を通してエネルギー問題に関

心が高い約 300 名の来訪者があったが，核融合エネル

ギーをご存じない方も多く，核融合発電の仕組みやフラ

ンスに建設中の核融合実験炉 ITERについて熱心に聞い

ていただいた．また，ブースで配布した ITERを題材に

した漫画は非常に好評であり，ITERに興味を持ってい

ただける良い機会の一つとなった．さらに，展示会場内

に設けられた出展者プレゼンテーション会場において，

核融合研究の概要を説明し，より多くの方に核融合エネ

ルギーをご理解いただくことができた（図 7）． 

 今回の出展を通して，核融合研究や ITER計画は一般

的に認知度が低く，認知度向上を図るための活動がまだ

まだ必要であることを改めて認識した．今後もこのよう

な広報活動を行い，核融合エネルギーを幅広い分野の

方々に知っていただき，理解を深めていただけるよう活

動を続けていく． 

   

（量子科学技術研究開発機構 核融合エネルギー部門） 

図 5 第 6 回日中韓 ITER 国内機関技術会合の参加者．  

図 6 第 14 回再生可能エネルギー世界展示会＆フォーラム

展示ブースの様子． 

図 7 出展者プレゼンテーションの様子． 
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